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「市政改革プラン 3.1」の進捗状況（令和４年度末時点） 

 

Ⅰ 概  要 

 

大阪市では、市民が本市に暮らすことの満足度を向上させるため、生産性向上の視点

を踏まえ、「市民サービスの向上」「コスト削減」「スピードアップ」をめざす計画とし

て、令和２年４月に「市政改革プラン 3.0」を策定しました。また、令和４年３月には、

前半２年間の進捗状況や、取組を進めるにあたっての課題等に適切に対応していく必

要があることから、後半２年間の市政改革の推進に向けてこのプランを見直し、市政改

革プラン 3.1【市政改革プラン 3.0 の中間見直し版】を策定しました。 

この「市政改革プラン 3.1」では、令和２年度から令和５年度までを取組期間とし、

「生活の質（ＱｏＬ）の向上を実感できる形でのＩＣＴ1活用推進」「官民連携2の推進」

「効果的・効率的な行財政運営」「ニア・イズ・ベター3の徹底」「人材育成・職場力の

向上」「働き方改革」の６つの柱のもとに、41 件の目標を設定し、改革を推進していま

す。 

 

「市政改革プラン 3.1」に掲げた取組については、毎年度末に進捗状況を点検し改

善を図るなど、ＰＤＣＡ4サイクルを推進していくこととしており、今回、令和４年度

末時点の状況について、各所属での自己点検を行い、さらに、大阪市改革プロジェク

トチームにおける所属横断的観点による点検・評価を経て取りまとめました※。 

 

令和４年度において、改革の柱１「生活の質（ＱｏＬ）の向上を実感できる形での

ＩＣＴ活用推進」では、「Re-Design おおさか～大阪市ＤＸ5戦略～」を策定（令和５

年３月）したほか、利便性向上に資する行政オンラインシステムの拡張機能追加や、

大阪市システム刷新計画の策定（令和４年４月）など様々な取組を行いました。 

改革の柱２「官民連携の推進」では、工業用水道事業において公共施設等運営権制

度6を導入し、令和４年４月から運営権者による事業運営を開始しました。また、一般

                                                      
1 Information and Communication Technology の略。コンピュータやインターネットなどの情報通信技術のこと。 
2 行政と民間が連携して、それぞれの強みを生かすことによって、最適な公共サービスの提供を実現し、地域の価値の向上や

住民満足度の最大化を図るもの。 
3 住民に近いところで行われる決定ほど望ましい、という地方分権の基本的な考え方。 
4 施策・事業に必要な要素である企画（Plan）、運営（Do）、評価（Check）、改善（Action）を一貫した流れのものとして捉

え、それらを循環させることで、以降の施策・事業の改善に結びつける手法。 
5 デジタルトランスフォーメーション。一般的には「新たな価値を創造することを目的に、デジタル技術の駆使によって既存

の枠組みを変化させること」をいう。 
6 利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を公共主体が有したまま施設の運営権を民間事業者に設定する制度

のことをさす。「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（ＰＦＩ法）において平成 23 年に定めら

れた概念である。 
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廃棄物（収集輸送）事業においては、西南環境事業センター・南部環境事業センター

の資源ごみ・容器包装プラスチック収集業務の民間委託を行いました。 

改革の柱３「効果的・効率的な行財政運営」では、施設のあり方検討のための試行

ガイドラインの作成や、新公会計制度に基づくコスト情報などを活用した資産情報の

一元化・見える化の取組を実施しました。また、将来にわたって最低限必要となる部

門ごとの技能労務職員数の精査及び今後の採用のあり方を定めました。 

次に、改革の柱４「ニア・イズ・ベターの徹底」では、区長会議において、「区ＣＭ
7事業のＰＤＣＡ」の仕組みの運用状況について振り返った結果を関係所属に周知し実

践の徹底を行いました。また、「ニア・イズ・ベターの徹底に向けた区・局の連携推進

方針」を策定して各所属に周知するとともに、取組を進める中で得られた知見から方針

運用上のポイントを整理するなど推進しました。 

また、改革の柱５「人材育成・職場力の向上」では、自主的・主体的に行動すること

ができる職員を育成するため、自己啓発講座を開催するとともに、民間企業との人事交

流研修について、令和５年度からの派遣先及び民間企業から本市への受け入れを拡充

するなどの取組を進めました。 

さらに、改革の柱６「働き方改革」では、テレワーク8等の各種制度による柔軟な働

き方の推進等に取り組むとともに、働き方改革のビジョンとなる「働き方改革の実施方

針」を策定しました。 

その結果、評価可能な令和４年度目標 36 件のうち、４件は「未達成」となったもの

の、約９割となる 32 件が「達成」となりました。 

今後、現在の進捗状況を踏まえ、重点的な取組や課題を有する取組等について所属長

の率先垂範を促し、目標が未達成の項目について取組内容の改善を図るとともに、取組

期間終了時点での目標の達成状況及び取組の実施状況を点検・評価するなど、ＰＤＣＡ

サイクルを回しながら、「市政改革プラン 3.1」に基づき市政改革を着実に推進してま

いります。 

※ 本冊子に記載の「４年度実績」や「５年度目標」等の各項目は、評価基準となる令和５年３月 31 日

時点の内容で掲載しています。 

  

                                                      
7 地方自治法上、「区長」は「区役所の長」であり、局の事務を所掌できないことになっていることから、現行の政令指定都市

制度のもとで、区の区域内における各局の基礎自治に関する業務を横断的に総括し、局長以下を指揮監督する職として、24 

の「区シティ・マネージャー（区ＣＭ）」職を設置し、24 区長をもって充てる（兼務する）旨を大阪市の事務分掌規則に定め

ている。 
8 ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方のこと。 
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Ⅱ 目標の達成状況 

 

41 件の目標について、8 ページ以降に進捗状況を明らかにするとともに、令和４

年度末現在で評価可能な 36 件※の令和４年度の目標について達成状況を評価しまし

た。また、全ての項目について令和４年度の主な取組実績、課題及びこれらを踏まえ

た令和５年度の取組内容を記載しています。 

※残る５件は、令和４年度の目標を未設定もしくは令和３年度までに目標達成済。 

○ 改革の柱ごとの主な状況 

令和４年度の主な状況は次のとおりです。 

  [評価結果一覧]                   （令和５年３月末現在） 

評価結果の区分 

改革の柱 

評価可能な令和４年度目標 

 達成 未達成 

１ 
生活の質（ＱｏＬ）の向上を実感で

きる形でのＩＣＴ活用推進 
8 7 1 

２ 官民連携の推進 8 7 1 

３ 効果的・効率的な行財政運営 14 12 2 

４ ニア・イズ・ベターの徹底 4 4 0 

５ 人材育成・職場力の向上 1 1 0 

６ 働き方改革 1 1 0 

計 36 32 4 

【改革の柱１】生活の質（ＱｏＬ）の向上を実感できる形でのＩＣＴ活用推進 

「ＤＸ推進を視野に入れたデジタル技術の活用」（ｐ9~14）については、行政オン

ラインシステムの拡張機能を追加するなどの取組を進めた結果、行政手続きのオン

ライン化件数（累計）は、目標の約 700 件に対し実績約 700 件となりました。また、

「Re-Design おおさか～大阪市ＤＸ戦略～」を策定したほか、大阪市システム刷新

計画を策定し計画に基づき取組を推進しました。加えて区役所では、ホームページ

の充実等を通じ、日時を問わず市民が必要な情報を入手できる環境を整備しました。

さらに、水道利用者に対して自動ガイダンス（ＩＶＲ）を活用してサポートページ

（チャットボット）を案内するためのＳＭＳ連携サービスの運用を開始し、５つの

目標を全て達成しました。 

「市民利用施設に係る手続きの利便性向上」（ｐ15）については、実施計画に基づ

き、各施設の特性に応じた予約等の手続きについて、各指定管理者と調整や協議の

うえオンライン化を推進し、目標を達成しました。 

 「大阪港の物流円滑化の推進」（ｐ17）については、夢洲のコンテナターミナル

においてＣＯＮＰＡＳ9の試験運用（輸入・輸出）を実施し、目標を達成しました。 

                                                      
9 Container Fast Pass の略。コンテナターミナルのゲート前混雑の解消やコンテナトレーラーのターミナル滞在時間の短縮を

図ることでコンテナ物流の効率化及び生産性の向上を実現することを目的とした新たな港湾情報システム。 
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一方、「多様な公共料金等支払手段の整備」（ｐ16）については、「「多様な公共料

金支払手段の整備」実施計画」に基づき取り組みましたが、目標の 30 施設に対し、

20 施設と及ばず未達成となりました。各施設の特性、技術革新などの社会状況や市

民ニーズの変化を踏まえながら、引き続き取り組んでいきます。 

【改革の柱２】官民連携10の推進 

「水道」（ｐ18）については、新たな官民連携プランとして、基幹管路の更新に、

従来型ＰＦＩ11手法を活用した「大阪市水道基幹管路耐震化ＰＦＩ事業（案）につ

いて」を策定しました。 

「工業用水道」（ｐ19）については、公共施設等運営権制度を導入し、令和４年

４月から運営権者による事業運営を開始しました。 

「下水道」（ｐ20）については、民間活用の拡大に向け、「汚泥処理炉12」におい

て、令和５年３月からＰＦＩ手法による事業を開始しました。 

「保育所」（ｐ22～23）については、令和６年度に民間委託予定の１箇所につい

て公募を実施し、委託先法人を決定しました。 

「一般廃棄物（収集輸送）」（ｐ24～25）については、西南環境事業センター・南

部環境事業センターの資源ごみ・容器包装プラスチック収集を令和４年４月から民

間委託しました。 

「市場（本場・東部市場）」（ｐ26）については、「大阪市中央卸売市場経営計画

2021」に基づき、引き続き経営の健全性を確保するための各種取組を実施するとと

もに、最適な市場運営のあり方についての検討を進め、方針を決定しました。 

「ＰＰＰ13／ＰＦＩの活用促進」（ｐ27～28）については、職員向け研修として、

「ｅラーニング研修」「官民連携研修」を実施するなどの取組を行った結果、「事業

の企画・実施に関わっている職員のうち、民間活力を活用しようとしている職員の

割合」が、目標の 70％に対し 81.4％となり、目標を達成しました。 

上記７項目については目標達成となった一方、「幼稚園」（ｐ21）については、民

営化に向けた個々の園の進め方の方針を策定するため、所管局と関係区との間で協

議に向け準備を進めましたが、実施には至らず未達成となりました。引き続き、関

係区・関係先との間で調整の上、取組を進めていきます。 

 

【改革の柱３】効果的・効率的な行財政運営 

「業務改革の推進」（ｐ29）については、「市政改革に関する職員提案」の実現に

向け、関係所属からの意見等を踏まえて点検・精査を行い、目標を達成しました。

また、令和４年度において実現可能性のある提案に順次取り組み、実現しました。 

                                                      
10 行政と民間が連携して、それぞれの強みを生かすことによって、最適な公共サービスの提供を実現し、地域の価値の向上や

住民満足度の最大化を図るもの。 
11 Private Finance Initiative の略。行政が実施している公共施設等の設計・建設・改修・更新や維持管理・運営に、民間の

資金と経営能力・技術力（ノウハウ）を活用し、公共サービスの提供を民間主導で行う手法。 
12 下水処理の過程で発生する汚泥を減量化して、資源化する施設。 
13 行政と民間が連携して、それぞれお互いの強みを生かすことによって、最適な公共サービスの提供を実現し、地域の価値の

向上や住民満足度の最大化を図るもの。 
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「自治体システム標準化14に伴う業務改革」（ｐ30～31）については、システム標

準化に向けた全体移行計画書を策定し、関係所属において、標準化移行手順（現行

システム調査、Fit&Gap 分析、ＢＰＲ15）を着実に推進しました。また、標準化対

象業務について、統一的なルールで業務フローを作成し、ピックアップした業務に

おいて課題の可視化を行いました。加えて区役所等における業務プロセスを見直し、

共通した事務について、現状把握、課題抽出・整理等を行い、４つの目標を全て達

成しました。 

「持続可能な施設マネジメントの取組の推進」（ｐ32～33）については、新公会

計制度に基づくコスト情報などを活用した資産情報の一元化・見える化の取組を継

続して実施するとともに、施設のあり方検討のための試行ガイドラインを作成しま

した。また、「空き施設等活用方針」に基づき、空き施設の調査・活用方針の整理

などの取組を継続して実施し、３つの目標を全て達成しました。 

「大規模事業等のリスク管理」（ｐ34～35）については、10 億円以上の大規模事

業等に関わる５所属において、リスク管理の仕組み16を活用し、リスク評価や対応

策の見直しなどを継続実施し、目標を達成しました。 

「施策・事業の見直し」（ｐ36）については、新公会計制度の財務諸表データを

活用したフルコストによる事業評価の仕組みを構築し、目標を達成しました。 

「未利用地の有効活用等」（ｐ38～39）については、精査した未利用地の状況に

ついて一覧表を公表するとともに、資産流動化プロジェクト用地チーム（以下「用

地ＰＴ」という。）ヒアリングにおいて未利用地の商品化作業の進捗管理を行いま

した。また、区役所が進める未利用地を活用したまちづくりに関して、総合的な調

整、積極的なサポートを実施するなどの取組を進めた結果、目標の売却収入額 60

億円に対し、実績が 168 億円（累計 323 億円）（決算見込）となり、目標を達成し

ました。 

「人員マネジメントの推進」（ｐ37）については、令和元年 10 月時点と比較した

技能労務職員の削減人数については、目標の▲330 人（令和４年 10 月時点）に対

し▲321 人であり、未達成となりました。一方で、将来にわたって最低限必要とな

る部門ごとの技能労務職員数の精査を行い、今後の採用のあり方を定めるという目

標は達成しました。引き続き、適正に人員マネジメントに取り組んでいきます。 

「未収金対策の強化」（ｐ40～41）については、市債権回収対策推進会議を開催

し、出納整理期間の取組強化を行うなど未収金対策の徹底に取り組みましたが、目

標の 347 億円以下に対し 357 億円（決算見込）と及ばず、未達成となりました。

財産調査・法的手続き等の取組が進んでいないなど課題があると考えられる債権所

管へのヒアリングを実施するなどし、年間を通じた進捗管理を行っていきます。 

 

                                                      
14 作業要領書などの整備を徹底し、作業効率を向上させるとともに、担当者間のムラ及び変化点（引継ぎや制度改正など）に

関するリスクの低減を図ること。 
15 Business Process Re-engineering の略。現状の業務プロセス、組織・機構、諸規定・制度を見直し、ゼロベースで業務手

順を刷新するもの。 
16 リスクの顕在化によって過大な本市負担が生じないよう 、その発生要因を識別してその重大性を評価し、これに応じた対応

策を講じるとともに、その有効性を評価して必要に応じて見直すという、一連のリスクの管理に係るプロセスをさす。 
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【改革の柱４】ニア・イズ・ベター17の徹底 

「地域活動協議会18（以下、「地活協」という。）による自律的な地域運営の促進」

（ｐ42～45）については、オンライン会議を開催できる環境が整うよう必要な機器

の知識や会議の開催方法についての支援を一部の区で行うなど、地域の実情に即し

たきめ細かな支援を行ったほか、地活協の意義や機能の理解促進等に取り組みまし

た。その結果、「地活協の構成団体が、地域特性に即した地域課題の解決に向けた

取組が自律的に進められている状態にあると思う割合」が目標の 89.0％に対し

89.6%となり、目標を達成しました。 

「区ＣＭ19制度の充実、更なるニア・イズ・ベターの追求」（ｐ46～47）について

は、区長会議において、「区ＣＭ事業のＰＤＣＡ」の仕組みに係る運用状況の振り

返り結果を周知し実践の徹底を行うとともに、「ニア・イズ・ベターの徹底に向け

た区・局の連携推進方針」を策定し、区・局連携の実践に取り組みました。その結

果、「関係所属において区ＣＭ事業のＰＤＣＡが適切に行われ、制度の趣旨に即し

た運用が徹底されていると評価している区長（区ＣＭ）の割合」については 24 区

長全員が「徹底されている」と評価し、「ニア・イズ・ベターの徹底の観点から、区

ＣＭ権限等の整理や区・局の連携の推進が適切に図られていると考える区長（区Ｃ

Ｍ）の割合」についても 24 区長全員が「適切に図られている」と評価し、目標を

達成しました。 

また、「区役所業務の更なる改善の推進」（ｐ48）についても、区役所業務に係る

改善本部のもと策定された標準化計画に沿って取組を実施し、目標を達成しました。 

 

【改革の柱５】人材育成・職場力の向上 

「次代を担う職員の育成」（ｐ49～50）については、自己啓発講座の開催回数を

増やし、幅広い視野や多様な知識を身に着ける機会を増やすとともに、中堅職員研

修のカリキュラムを見直し、リーダーシップについて理解する内容を実施しました。

また、令和５年度からの民間企業との人事交流研修を拡充したほか、問題解決に資

する研修を実施する等の取組を進めた結果、「「状況に応じて、リーダーシップを発

揮している」かつ「困難な問題にも積極的にチャレンジし、自己成長につなげたい」

に、「思う」「やや思う」と回答した係長級以上の職員の割合」が目標の 58％に対し

65.4％となり、目標を達成しました。また、「組織から求められる役割を理解して

いる」かつ「困難な問題にも積極的にチャレンジし、自己成長につなげたい」に「思

う」「やや思う」と回答した係員の割合」についても、目標の 77％に対し 79.9％と

なり、目標を達成しました。 

  

                                                      
17 住民に近いところで行われる決定ほど望ましい、という地方分権の基本的な考え方。 
18 概ね小学校区を範囲として、地域団体やＮＰＯ、企業など地域のまちづくりに関するいろいろな団体が集まり、話し合い、

協力しながら、様々な分野における地域課題の解決やまちづくりに取り組んでいくための仕組み。 
19 地方自治法上、「区長」は「区役所の長」であり、局の事務を所掌できないことになっていることから、現行の政令指定都市

制度のもとで、区の区域内における各局の基礎自治に関する業務を横断的に総括し、局長以下を指揮監督する職として、24 

の「区シティ・マネージャー（区ＣＭ）」職を設置し、24 区長をもって充てる（兼務する）旨を大阪市の事務分掌規則に定

めている。 
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【改革の柱６】働き方改革 

「働き方改革の推進」（ｐ51～52）については、働き方改革のビジョンとなる

「働き方改革の実施方針」を策定し、目標を達成しました。また、各所属の時間

外勤務の状況に応じたヒアリングを行うとともに、テレワーク等の各種制度によ

る柔軟な働き方の推進等に取り組んだほか、庁内会議の見直しに係る資料を作成

し全職員に提案する等の取組を行いました。 
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Ⅲ 項目ごとの進捗状況 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※【改革の柱２】１－（８）「市営住宅」・（９）「動物園」、【改革の柱３】１－（３）「最新技術を活用した維

持管理業務等の効率化」については、令和３年度末に取組を完了しているため、本冊子には掲載しており

ません。当該取組の取組結果は「市政改革プラン 3.0 の進捗状況（令和３年度末時点）」をご覧ください。 

 令和４年度目標の達成状況については、次の考え方により評価しました。 

「４年度目標の評価」欄において、「達成」・「未達成」の２つの区分で評価 

・目標が数値化されているもの 

     → 目標値と実績値を比較し、目標を達成しているかどうかを評価 

   ・目標が数値化されていないもの 

     → 「目標」欄に掲げられた事項を実現できているかどうかを評価 

  ※令和４年度の目標設定がないものは「―」と記載しています。 

 

年月及び年度の表示については、和暦（元号）によるものとしますが、元号表記は省いております。 

  ・年月  

    例：平成 30 年、平成 31 年４月 ⇒ 30 年、31 年４月 

       令和元年５月、令和４年  ⇒ 元年５月、４年 

・年度  

例：平成 29 年度、平成 30 年度 ⇒ 29 年度、30 年度 

      令和元年度、令和４年度  ⇒ 元年度、４年度 
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【改革の柱１】生活の質（ＱｏＬ20）の向上を実感できる形でのＩＣＴ21活用推進 

柱１－１ ＤＸ22推進を視野に入れたデジタル技術の活用                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

行政手続きのオンライン
化件数 

２年度 199 件（現行電
子申請システムから移行
される手続きを含む） 

３年度  約 500 件（累計） 

４年度 約 700 件（累計） 

５年度約 1,000 件（累計） 

約 700 件（累計） 達成 1,000 件（累計） 

（理由） 

予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

４年度 「（仮称）大阪市
ＤＸ戦略」策定 

５年度 ＤＸ推進体制の
確立 

・「Re-Design おおさか～
大阪市ＤＸ戦略～」を策
定（３月） 

達成 ＤＸ推進体制の確立 

（理由） 

予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

４年度 区役所における
チャットボット23の運用
開始 

・日時を問わず市民が必要
な情報を入手できる環境
を整備した。経費をかけ
ず効果的・効率的に整備
を図れるよう、チャット
ボットという手法に代え
て、ホームページの充実
など既存の取組・ツール
を活用した。 

達成 ― 

（理由） 

 ４年度で取組完了したため 

５年度 水道利用者専用
サイト「マイページ」運用
開始 

・「マイページ」運用開始
に向け、要件確認、基本
設計まで完了した。 

― 水道利用者専用サイト「マイ
ページ」運用開始 

（理由） 

予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

４年度 水道利用者サポ
ートページ（チャットボ
ット）利用促進のための
ＩＶＲ24活用開始 

・水道利用者サポートペー
ジ（チャットボット）利
用促進のためのＩＶＲ活
用開始（11 月） 

達成 － 

（理由） 

 ４年度で取組完了したため 

４年度～ 情報システム
の刷新計画策定及び計画
の実行 

・大阪市システム刷新計画
の策定（４月） 

・システム刷新計画に基づ
く対応の実施 

達成 システム刷新計画に基づく対
応の実施（継続） 

（理由） 

４年度で策定は完了したた
め 

                                                      
20 Quality of Life の略。ひとりひとりの人生の内容の質や社会的にみた生活の質のこと。 
21 Information and Communication Technology の略。コンピュータやインターネットなどの情報通信技術のこと。 
22 デジタルトランスフォーメーション。一般的には「新たな価値を創造することを目的に、デジタル技術の駆使によって既存

の枠組みを変化させること」をいう。 
23 「チャット（会話）」と「ロボット」を掛け合わせた用語。質問の意味を AI を用いて理解し、あらかじめ設定した質問回答

を利用して回答するプログラム。 
24 Interactive Voice Response の略。音声自動応答システムのこと。 
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４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

(1)①「行政オンラインシ
ステム」を活用した
利便性の向上 

・行政手続きのオンライ
ン化の促進のため、利便
性の向上に資する行政
オンラインシステムの
拡張機能を追加してい
く。 

・窓口の混雑緩和に向け、
Web面談、面談予約など
のテクノロジーの積極
的活用推進を図る。 

・窓口の混雑緩和に向け
たオンライン化の加速
を行うとともに、窓口支
援機能を活用したスマ
ート申請（オンライン上
で質問項目に答えるこ
とで、ライフイベントに
応じた「必要な手続きや
持ち物」と「手続き方法
等」を案内するなど）の
モデル区での先行導入
を行う。 

・区役所等に直接手続き
に訪れることが難しい
方に関係する手続きか
ら優先的に、オンライン
化を実施するにあたっ
ての課題解決の取組を
進める。 

・「大阪市行政手続きオン
ライン化推進計画」に示
す、第３段階を実現する
ため、オンライン申請さ
れた申請情報を介護保
険システム等の各業務
システムに連携する手
法を検討する。 

・行政手続きのオンライ
ン化の促進のため、利便
性の向上に資する行政
オンラインシステムの
拡張機能を追加した。 

・行政オンラインシステ
ムで予約し、Web会議ツ
ールで面談を行うリモ
ート相談窓口の実施を
支援した。 

・モデル区（東淀川区・住
之江区）において「スマ
ート申請」を導入した。 

・災害発生時に区役所を
訪れることが難しいと
考えられる罹災証明書・
被災証明書の交付申請
のオンライン化を支援
した。 

・要介護認定調査データ
提出に係る手続きにつ
いて、行政オンラインシ
ステムから介護保険シ
ステムへ自動連携する
ため、関係所属を支援し
た。 

・市民及び職員
のニーズを把
握し、継続的
な機能改善・
機能強化を実
施する必要が
ある。 

・モデル区の事
例を全区に展
開し、残りの
22 区におい
て、スムーズ
に「スマート
申請」を導入
する必要があ
る。 

・介護に関する
手続きについ
ては、窓口で
はケアマネー
ジャーによる
代理申請が認
め ら れ て お
り、オンライ
ンでも代理申
請ができるよ
うにする必要
がある。 

 

・行政手続きのオンライン
化の促進のため、利便性
の向上に資する行政オン
ラインシステムの拡張機
能を追加していく。（通
年） 

・「スマート申請」を全区導
入する。（通年） 

・介護に関する手続きにつ
いて、オンラインで代理
申請を受付できるよう支
援する。（通年） 

(1)②市民の利便性向上に
向けた来庁前予約シ
ステム活用検討の推
進 

・区役所における各種交
付事務への活用などの
検討を進める。 

・ＩＣＴを活用した住民
情報窓口等の来庁前予
約の仕組みに係る各区
の導入計画をとりまと
めた（４年度末時点で
導入済の区あり）。 

・行政オンラインシステ
ムを活用した母子健康

・ＩＣＴを活用
した来庁前予
約の仕組みに
ついて、各区・
地域の特性・
実情に即して
導入・活用を
推進する必要

・ＩＣＴを活用した来庁前
予約の仕組みの各区導
入・活用を推進する。
（通年） 
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手帳交付予約の仕組み
に係る各区の導入状況
をとりまとめた（４年
度末時点で導入済の区
あり）。 

がある。 

(1)③日時を問わず市民が
必要な情報を入手で
きる環境の整備 

・区役所窓口等について 2
4 時間 365 日問合せが
できるチャットボット
を開発する。 

・水道利用者専用サイト
「マイページ」の５年度
運用開始に向け、開発業
者を決定し、基本設計ま
で完了させる。 

・チャットボットの開発
を進めた結果、経費をか
けず効果的・効率的に環
境整備を図れるよう、費
用対効果等の観点から
チャットボットという
手法については見直し、
ホームページの充実な
ど既存の取組・ツールを
活用した。当初掲げてい
た取組内容ではないも
のの、市民の暮らしの満
足度向上の観点から、成
果（日時を問わず市民が
必要な情報を入手でき
る環境の整備）を同じく
する取組を実施した。 

・入札により水道利用者
専用サイト「マイペー
ジ」開発業者を決定し、
要件確認、基本設計まで
完了した。 

・チャットボッ
トという手法
は見直しなが
らも、取組内
容で掲げる環
境の整備を各
区において着
実に推進する
必要がある。 

・水道利用者専
用サイト「マ
イページ」に
おける電子決
済機能につい
ては、連携す
る他システム
を改修する必
要がある。 

・日時を問わず市民が必要
な情報を入手できる環境
の整備に向けた各区の効
果的・効率的な取組を推
進する。（通年） 

・「マイページ」と他システ
ムとの各種連携テストを
実施し、日時を問わず水
道利用者が必要な情報を
入手できる環境整備とし
て、水道利用者専用サイ
ト「マイページ」の運用を
開始する。（通年） 

・電子決済機能について
は、「マイページ」の開
発と並行して連携する他
システムの改修を行い、
６年度中に運用を開始す
る。（通年） 

(1)④ＩＣＴリテラシー25

 の向上や支援体制
の充実 

・行政オンラインシステ
ムをはじめ本市が提供
するＩＣＴ活用サービ
スを市民により有効に
利用していただくため、
操作ガイドや動画等の
コンテンツを作成し、可
能な限り多くの市民に
こうしたコンテンツに
触れる機会を提供でき
るよう所属間での連携
を取りながら施策充実
を図る。 

・24 区では、可能な限り
多くの市民が情報に触
れる機会を提供できる
よう施策充実を図る。 

・水道利用者に対して自
動ガイダンス（ＩＶＲ）
を活用して日時を問わ
ず手続きや問合せがで

・操作ガイド動画（新規登
録編・申請編）を作成し、
YouTubeにて公開した。
また、政策企画室と連携
のうえ広報動画を作成
した。 

・ＩＣＴリテラシー学習
機会の拡充促進の取組
が全ての地域単位で実
施できている状態をめ
ざし、計画を立てて進め
るとして、各区の取組の
進め方を決定するとと
もに、４年度の各区の取
組状況をとりまとめた
（４年度末時点で全区
で取組実績あり）。 

・ＩＶＲを活用して水道
利用者サポートページ
（チャットボット）を案
内するためのＳＭＳ連
携サービスの運用を開
始した。 

・ＩＣＴリテラ
シー学習機会
の拡充促進の
取 組 に つ い
て、各区・地域
の特性・実情
に即して推進
する必要があ
る。 

・地域資源を活用したＩＣ
Ｔリテラシー学習機会の
促進の事例など各区・地
域の特性・実情に即した
取組を推進する。（通
年） 

                                                      
25 情報処理・情報通信における技術・産業・設備・サービスなどを活用できる能力・知識。 
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きるサポートページ（チ
ャットボット）を案内
し、手続き等のオンライ
ン化を促進する。 

(1)⑤モバイルファースト
26にも配慮したサイ
ト構築の推進 

・子育てや現役世代がス
マートフォン等で、場
所・時間を問わず容易に
情報収集や申請ができ
るよう施策充実を図る。 

・子育て中の保護者がス
マートフォンで閲覧す
ることを想定し、年齢別
子育て情報ホームペー
ジを全区で開設した。 

・モバイルファ
ーストにも配
慮した取組に
ついて、各区
の特性・実情
に即して推進
する必要があ
る。 

・年齢別子育て情報ホーム
ページに係る区独自情報
の追加など各区の特性・
実情に即した取組を推進
する。（通年） 

(1)⑥災害時避難所運営の
効率化に向けたＩＣ
Ｔ活用の推進 

・時間とともに変化する
個別の災害時避難所に
おける避難者数等は、そ
の把握に多くの労力を
要するため、ＩＣＴを活
用することにより効率
化を図る観点から、市防
災情報システム導入に
伴う関連事務の変化を
踏まえた再精査を行う。 

・再精査を行ったところ、
避難者数等情報が避難
所への物資支援に直接
影響しないことや、避難
所で管理する避難者名
簿等は紙ベースのまま
でも支障がないことを
確認した。 

・市防災情報シ
ステムの導入
に係る再精査
の結果を踏ま
え、当該シス
テムの活用を
前提とした避
難所運営の効
率化を進める
必要がある。 

・市防災情報システムの活
用を前提に、避難所運営
の効率化の観点から効果
的・効率的なＩＣＴの活
用方法について、検討を
進める。（通年） 

 

(2)①インフラ分野関係局
におけるデジタル技
術活用策の情報共有 

・都市インフラ分野にお
いて、ＩＣＴやデータを
活用した事業の水平展
開に向け、各局がこれま
で取り組んできている
デジタル技術の活用策
の情報共有を図ってい
く。 

・都市インフラへのＩＣ
Ｔ活用を検討するＷＧ
を開催し、参画所属にお
けるデジタル技術の活
用策について情報共有
を行った。 

・関係所属間の
情報共有が円
滑に行えるよ
うに、情報共
有や意見交換
を行う場を継
続して設ける
必要がある。 

・都市インフラ分野におけ
るデータやデジタル技術
を活用した事業の水平展
開に向け、関係所属で構
成する検討会を立ち上
げ、都市・まちＤＸをはじ
めとするＤＸの推進に係
る取組について、情報共
有を図る。（通年） 

 

(2)②データ活用の新たな
取組の検討・推進 

・インフラ分野の関係局
が保有するデータのオ
ープンデータ27化を進
めるとともに、データの
具体的な利活用を検討
することで、便利・安心・
安全でレジリエント28

なまちの実現に向け検

・都市インフラへのＩＣ
Ｔ活用を検討するＷＧ
において、環境関連デー
タのオープンデータ化
や利活用について検討・
推進を行った。 

・データのオー
プンデータ化
や具体的な利
活用方法につ
いて更なる検
討が必要であ
る。 

 

・インフラ分野のデータ活
用の促進に向け、関係所
属や民間企業との意見交
換や情報共有を通して、
データのオープンデータ
化や利活用方法を検討す
る。（通年） 

                                                      
26 スマートフォンやタブレットにおける閲覧のしやすさを考慮してウェブサイト等を作成すること。 
27 行政が保有する地理空間情報、防災・減災情報、調達情報、統計情報などの公共データを二次利用可能な形（二次利用が可

能な利用ルールかつ機械判読に適したデータ形式での公開）で民間へ開放したもの。 
28 経済や暮らしなどが災害や事故などにより、致命的な被害を負わない強さと、速やかに回復するしなやかさをもつこと。 
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討を進めていく。 

(2)③都市やまちのＤＸの
推進に向けた新たな
取組の検討・推進 

・都市インフラ分野での
新たなＩＣＴ活用事業
の創出に向けて、人流デ
ータのビッグデータ29

の利活用など、ＩＣＴ活
用のアイデア提案やそ
の事業化に向けた検討
を進めていく。 

・人流データの利活用に
向け、携帯電話ＧＰＳデ
ータ分析ツールを試行
的に導入した。 

・携帯電話ＧＰ
Ｓデータ分析
ツールの認知
度を高めるな
ど、データ活
用の意義につ
いて浸透を図
る 必 要 が あ
る。 

・携帯電話ＧＰＳデータ分
析ツールの活用事例の紹
介等により、同ツールの
利用拡充を図ることで、
人流データの活用を促進
するなど、都市・まちＤＸ
をはじめとするＤＸの推
進に取り組む。（通年） 

(2)④民間企業マッチング
等による新事業創出
検討 

・最新のデジタル技術や
ＩＣＴ活用事例等の情
報を有している民間企
業とのマッチングを促
進することで、本市の課
題・ニーズ把握及びその
解決案の創出につなげ
ていく。 

・民間企業と画像解析技
術の利活用に係る連携
協定を締結し、イベント
における人流把握に関
する実証実験を実施し
た。また、経済団体との
連携により、市域のフィ
ールド提供を行うなど、
デジタル技術に関する
実証実験の促進を図っ
た。 

・民間企業の実
証実験との連
携など、継続
的な取組によ
り、デジタル
技術の実証を
実装へつなげ
ることが必要
である。 

・実証実験の結果について、
関係所属との意見交換を
行い、今後の技術活用の
可能性を探る。また、市域
における実証実験の実施
の促進に向けて、フィー
ルド提供の取組を継続す
る。（通年） 

 

(3)①ＡＩ30等最先端テク
ノロジーの活用 

・音声認識技術を用いた
議事録作成、多言語翻訳
及び聴覚障がい者支援
やファイル全文検索な
どの行政事務における
ＡＩに関する調査・研
究・活用策の検討を進め
ていく。 

・また、ＡＩの一分野であ
る自然言語処理31の活
用にも着目し、ＡＩの具
体的な活用策の調査・研
究も進めていく。 

・ＡＩを活用した各種ツ
ールの利用を進めると
ともに、ファイル全文検
索については、一部所属
において実証利用を行
った。 

・新たに、専門相談事業を
実証フィールドとし、Ａ
Ｉによる音声認識技術、
自然言語処理を活用し
た自動受付を導入した。 

・専門相談事業
における実証
を通じて、実
装に向けた課
題検証を行う
必要がある。 

・引き続きＡＩを活用した
各種ツールの利用を促進
するとともに、ファイル
全文検索については、実
証利用の結果、導入効果
が見込まれるため、５年
度から全所属に展開す
る。（通年） 

・専門相談事業における実
証については継続して取
り組むとともに、得られ
た知見をもとに他業務へ
の展開を図る。（通年） 

(3)②データの可視化によ
るデータ活用推進 

･ ＢＩ（Business Intelli
gence）32ツールを活用
してデータを整形・結
合・可視化していくこと

・データリテラシー・セミ
ナー、ＢＩツールハンズ
オン研修を開催し、複数
所属におけるＢＩツー
ルの検証利用を行い、デ
ータ活用の機運醸成と
人材育成に取り組んだ。 

・更なる本格的
なデータ活用
に向けて、取
組を拡充して
いく必要があ
る。 

・個人を特定しない形に加
工した住民情報データを
全庁的に活用できる環境
を構築する。あわせて、本
市として将来的なデータ
活用のあり方や取組の方
向性などを示す方針を策

                                                      
29 従来の数値化されたデータの集合体であるデータベースよりも、より巨大で様々な形式の情報（動画や音声、ＳＮＳ の記

録、位置情報等）が蓄積され、異変の察知や近未来の予測等を通じ、利用者個々のニーズに即したサービスの提供、業務運
営の効率化や新産業の創出等が可能となるといわれている。 

30 Artificial Intelligence の略。人工的にコンピュータ上などで人間と同様の知能を実現させようという試み、あるいはそ
のための一連の基礎技術のこと。 

31 人間が日常的に使っている言葉や文章データなどをコンピュータに処理させる技術。 
32 保有する様々なデータを分析することで、施策実施等に向けた意思決定に役立てるための一つの技術。 
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で、庁内におけるデータ
活用に向けた検証を進
めていく。 

 定する。（通年） 

(3)③情報システムの刷新
によるデジタル化の
推進 

・クラウド環境33やＳａａ
Ｓ34利用を念頭に、業務
全体のデジタル化を推
進するとともに、各情報
システムが保有するデ
ータの横断的活用や分
析を可能とするための
情報システムの刷新に
向けた取組を進める。 

・更新時期を迎える情報
システムについて、計画
に基づき所管所属に対
して支援・指導を行い、
当該システムのクラウ
ド環境及びＳａａＳ利
用への移行を進めた。 

・引き続き、情
報システムの
更新時期に合
わせて、シス
テム所管所属
に 対 し て 支
援・指導を行
う 必 要 が あ
る。 

 

・各所属が保有する情報シ
ステムの現状及び更新の
方向性を確認する調査を
実施し、その結果に基づ
き支援・指導を行う。（通
年） 

 

(3)④ローコードツールの
活用 

・アプリ35開発に必要な専
門知識の習得や導入費
用・導入時間の低減とい
った課題の解決策のひ
とつとして、ローコード
ツール（専門知識がなく
てもアプリ開発が容易
になるツール）を導入
し、職員自らがアプリを
開発するスタイルへの
変革に向けた検討を進
める。 

・ローコードツールにつ
いては、今後の活用に向
けた事例調査や導入検
討を進めた結果、５年度
から新たにローコード
ツールを導入すること
とし、全庁的な活用に向
けた検討・準備を行っ
た。 

・５年度から導
入するローコ
ードツールに
ついて、具体
的な業務選定
や内製化に向
けた全庁的な
機運醸成を進
めて行く必要
がある。 

 

・ローコードツールの活用
により改善・効率化した
事例を創出するととも
に、庁内向けに積極的な
情報発信を行う。（通年） 

・ローコードツールを全庁
的に活用していくための
運用ルールを整備する。
（通年） 

 

  

                                                      
33 従来は利用者が手元のコンピュータで利用していたデータやソフトウェアを、インターネットなどのネットワークを通じ
て、利用者にサービス提供できる環境。 

34 Software as a Service の略。クラウド上に用意されたサービスや機能をネットワークを通じて利用できるサービスのこ
と。 

35 「アプリケーションソフトウェア」の略。コンピュータで、使用者の業務の目的に応じて使うソフトウェアをさす。スマホ
向けや事務作業向けの汎用的なものから、特定業務に特化して開発された業務用アプリケーション等がある。 
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柱１－２ 市民利用施設に係る手続きの利便性向上 

                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

利用手続きのオンライン
化施設 

２年度 ４施設 

３年度 33 施設 

４年度 実施計画に基づ
いたオンライン化の推進 

※５年度の目標は、４年
度の進捗状況を踏まえ
て設定 

・施設予約のオンライン化
に向けて、実施計画に基
づきオンライン化を推進
した。 

達成 貸館施設等の施設特性を踏ま
え、オンライン化可能な利用手
続きについて、実施計画に基づ
き推進する。 

（理由） 

 評価可能な５年度目標が未
設定であったため 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①施設利用手続きのオン
ライン化の推進 

・実施計画に基づき、各施
設の特性に応じた予約
等の手続きのオンライ
ン化を推進する。 

・施設所管所属に取組推
進に係る照会等及び各
施設のオンライン化目
標の設定に係るヒアリ
ングを実施した。 

・ヒアリング結果や各所
属との調整により、各
施設の特性を踏まえた
オンライン化目標を設
定し、実施計画を更新
した。 

・各施設の特性
等を踏まえな
がら、手続き
のオンライン
化などの利便
性向上に向け
た取組を進め
ていく必要が
ある。 

・実施計画に基づき、各施設
の特性に応じた予約等の
手続きのオンライン化を
推進する。（通年） 
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柱１－３ 多様な公共料金等支払手段の整備 

                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

２年度 各年度の目標を
含む実施計画を策定 

３年度 上記実施計画に
定めた目標に順次取り組
む。 

３年度 37 施設 

４年度 実施計画に定め
た目標に順次取り組むと
ともに実施計画を更新 

30 施設（屋内プール
等）において整備を実
施 

５年度 実施計画に定め
た目標に順次取り組む。 

・実施計画に定めた目標に
順次取り組み、実施計画
を更新した。 

20 施設（屋内プール等
17 施設、長居植物園、
咲くやこの花館、芸術創
造館）において整備を実
施した。 

１施設（中央公会堂）に
おいて、一部整備を実施
した。 

１施設（天王寺動物園）
において、支払手段の拡
充を行った。 

未達成 ５年度実施計画に定めた目標
に順次取り組む。 

 

（理由） 

 社会状況や市民ニーズの変
化等を踏まえ、「多様な公共料
金支払手段の整備実施計画」を
更新したため 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①多様な公共料金支払手
段の整備 

・実施計画に基づき、多様
な公共料金支払手段の
整備を推進するととも
に、技術革新などの社会
状況や市民ニーズの変
化を踏まえ、適宜、実施
計画を更新する。 

・施設所管所属に取組推
進に係る照会及びヒア
リングを実施した。 

・20 施設（屋内プール等
17 施設、長居植物園、咲
くやこの花館、芸術創造
館）において整備を実施
した。 

・１施設（中央公会堂）に
おいて、一部整備を実施
した。 

・１施設（天王寺動物園）
において、支払手段の拡
充を行った。 

・各施設の特性を踏まえ、
実施計画を更新した。 

・各施設の特性
や市民ニーズ
の変化等を踏
まえながら、
引き続き、多
様な公共料金
支払手段の整
備を促進して
いく必要があ
る。 

・実施計画に基づき、多様な
公共料金支払手段の整備
を推進するとともに、技
術革新などの社会状況や
市民ニーズの変化を踏ま
え、適宜、実施計画を更新
する。（通年） 
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柱１－４ 大阪港の物流円滑化の推進 

                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

４～５年度 夢洲のコン
テナターミナル（以下「Ｃ
Ｔ」という。）においてＣ
ＯＮＰＡＳ36試験運用（輸
入・輸出）を実施 

５年度 夢洲のＣＴにお
いてＣＯＮＰＡＳの本格
運用を開始 

・夢洲のＣＴにおいてＣＯ
ＮＰＡＳ試験運用（輸
入・輸出）を実施 

達成 

 

夢洲のＣＴにおいてＣＯＮＰ
ＡＳ試験運用（輸入・輸出）を
実施 

夢洲のＣＴにおいてＣＯＮＰ
ＡＳの本格運用を開始 

（理由） 

 予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①ＣＯＮＰＡＳの導入支
援 

・ＣＯＮＰＡＳと自社シ
ステムを接続するコン
テナターミナル運営事
業者37及び海運貨物取
扱業者38に対する支援
を行う。 

・阪神国際港湾株式会社
39と連携して専用携帯
端末を海上コンテナ輸
送事業者（ドライバー）
に貸与し、ＣＯＮＰＡＳ
の利用拡大につなげる。 

・ＣＯＮＰＡＳと接続す
る事業者の自社システ
ムの改修に対して支援
を行った。 

・試験運用に参加した海
上コンテナ輸送事業者
に専用携帯端末を貸与
した。 

・ＣＯＮＰＡＳ
の利用拡大を
図るため、引
き続き、各事
業者への支援
を実施すると
ともに、海上
コンテナ輸送
事業者へ専用
携帯端末を貸
与していく必
要がある。 

・ＣＯＮＰＡＳと接続する
事業者の自社システムの
改修に対して支援を行
う。（通年） 

・専用携帯端末を貸与す
る。（通年） 

・夢洲のＣＴにおいてＣＯ
ＮＰＡＳ試験運用（輸入・
輸出）を実施する。（上期） 

・夢洲のＣＴにおいてＣＯ
ＮＰＡＳの本格運用を開
始する。 

 

  

                                                      
36 Container Fast Pass の略。コンテナターミナルのゲート前混雑の解消やコンテナトレーラーのターミナル滞在時間の短縮
を図ることでコンテナ物流の効率化及び生産性の向上を実現することを目的とした新たな港湾情報システム。 

37 コンテナ貨物の荷役作業、コンテナターミナルの管理等のターミナル運営を行う事業者。 
38 港湾において、荷主の委託を受けて海運貨物の受け渡しを行う事業者。 
39 国際戦略港湾である阪神港の港湾運営の効率化を目的として、港湾法に基づき設立された港湾運営会社。26 年 10 月に設立
され、主に国、大阪市、神戸市が出資している。 
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【改革の柱２】官民連携40の推進 

柱２-１-（１） 水道                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

４年度  ＰＦＩ41管路更
新事業の導入 

※３年度に全ての応募者
の辞退により選定に至
らず取組を終了したこ
とから、取組内容を見
直し、目標を再設定 

４年度 新たな官民連携
プランの策定 

４年度以降 事業者選定 

６年度以降 新たな官民
連携プランによる事業開
始 

・新たな官民連携プランと
して、基幹管路の更新に、
従来型ＰＦＩ手法を活用
した「大阪市水道基幹管
路耐震化ＰＦＩ事業（案）
について」を策定した。 

達成 事業者選定 

（理由） 

予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

②「新たな官民連携手法」
の導入推進 

・市場調査を実施し、新た
な官民連携プランの策
定を行う。 

・市場調査を実施し、意
見交換等を通じて確認
できた事項を踏まえつ
つ、新たな官民連携プ
ランとして、『大阪市水
道基幹管路耐震化ＰＦ
Ｉ事業（案）につい
て』を策定した。（２
月） 

・新たな官民連
携プランをも
とに、事業者
選定に係る手
続きを着実に
進める必要が
ある。 

・入札公告を実施し、事業者
の選定を行い、事業契約
を締結する。（通年） 

 

 

  

                                                      
40 行政と民間が連携して、それぞれの強みを生かすことによって、最適な公共サービスの提供を実現し、地域の価値の向上や
住民満足度の最大化を図るもの。 

41 Private Finance Initiative の略。行政が実施している公共施設等の設計・建設・改修・更新や維持管理・運営に、民間の
資金と経営能力・技術力（ノウハウ）を活用し、公共サービスの提供を民間主導で行う手法。 
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柱２-１-（２） 工業用水道 

                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

４年度 公共施設等運営
権制度42の導入 

・公共施設等運営権制度を
導入 

達成 － 

（理由） 

 ４年度で取組完了したため 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①公共施設等運営権制度
の導入推進 

 

・公共施設等運営権制度
を活用した「大阪市工業
用水道特定運営事業等」
について、運営権者によ
る事業運営を開始した。
（４月） 

－ － 

 

 

  

                                                      
42 利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を公共主体が有したまま施設の運営権を民間事業者に設定する制度
のことをさす。「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（ＰＦＩ法）において 23 年に定められた
概念である。 



20 

 

柱２-１-（３） 下水道 

                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

２年度 実現可能性が高
い事業領域における事業
手法の決定 

３年度 汚泥処理炉43で
の民間活用の拡大に向
け、ＰＦＩ44事業に係る
特定事業の選定・公表を
行う 

４年度 事業契約の締
結、事業開始（予定） 

・事業契約を締結し、事業
を開始した。 

達成 － 

（理由） 

 ４年度で取組完了したため 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①民間活用手法の導入拡
大 

・学識経験者等の意見を
踏まえ詳細に検討した
上で、入札公告及び提案
書の審査、落札者の決定
を行う。 

・落札者決定後は基本協
定の締結、事業契約の締
結に係る手続きを進め、
ＰＦＩ手法による事業
を開始する。 

・学識経験者等の意見を
踏まえ詳細に検討した
上で、入札公告及び提案
書の審査、落札者の決定
を行った。（11～12 月） 

・落札者決定後は基本協
定の締結、事業契約の締
結に係る手続きを進め、
ＰＦＩ手法による事業
を開始した。（３月） 

－ － 

 

  

                                                      
43 下水処理の過程で発生する汚泥を減量化して、資源化する施設。 
44 Private Finance Initiative の略。行政が実施している公共施設等の設計・建設・改修・更新や維持管理・運営に、民間の
資金と経営能力・技術力（ノウハウ）を活用し、公共サービスの提供を民間主導で行う手法。 
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柱２-１-（４） 幼稚園 

                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

関係区・関係先との間で
調整を進めた結果、具体
化が可能となった園か
ら、順次、個々の進め方の
方針を策定し、民営化の
取組を進める。 

・個々の園の進め方の方針
を策定するため、所管局
と関係区との間で協議の
実施に向けて準備を進め
たが実施には至らなかっ
た。 

・一方、廃園予定の園につ
いて、廃園に向けた取組
を進めた。 

未達成 変更なし 

（理由） 

引き続き、関係区・関係先と
の間で調整のうえ取組を進め
ていくため 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①個々の園の状況や地域
ニーズ等による調整 

・個々の園の状況や地域
ニーズ等から今後の進
め方を検討する。 

・個々の園の進め方の方
針を策定するため、所管
局と関係区との間で協
議の実施に向けて準備
を進めたが実施には至
らなかった。 

・地域の十分な
理解を得て進
め て い く に
は、個々の園
や地域状況を
十分考慮して
進め方を検討
する必要があ
る。 

・個々の園の状況や地域ニ
ーズ等から今後の進め方
を検討する。（通年） 

②具体化が可能な園に係
る民営化の推進 

・具体化が可能な園につ
いて、個々の園の進め方
の方針をそれぞれ策定
し、取組を進める。 

・大阪市立六反幼稚園
（平野区）において、
６年３月 31 日廃園に向
け、園児募集を停止す
るなど廃園準備を進め
た。 

・具体化が可能な園につい
て、個々の園の進め方の
方針をそれぞれ策定し、
取組を進める。（通年） 
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柱２-１-（５） 保育所 

                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

２年度 ５箇所公募実施
３年度 ３箇所公募実施
４年度 １箇所公募実施 

※５年度の目標は、４年
度の進捗状況を踏まえ
て設定。 

（４年４月１日現在 直
営保育所 55 箇所） 

・１箇所公募実施（民間委

託） 

達成 ４箇所公募実施 

（理由） 

５年度目標が未設定であっ
たため 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①公立保育所の民営化等
の推進 

・新型コロナウイルス感
染の状況を注視しつつ、
民営化の条件の整った
保育所については、保護
者理解を得ながら着実
に公募を実施する。 

・６年度に民間委託予定
の１箇所について公募
を実施し、委託先法人を
決定した。 

・新型コロナウイルス感
染防止に配慮してスケ
ジュールを調整しなが
ら、公募実施時や委託先
法人選定後等の説明会
を実施するなど、保護者
への丁寧な対応に努め
た。 

・30 年度に移管先法人を
選定した１箇所、２年度
に移管先法人を選定し
た２箇所の保育所につ
いて、必要な手続を行
い、民間移管を実施し
た。 

・３年度に委託先法人を
選定した２箇所の保育
所のうち、１箇所につい
ては選定した法人が辞
退したが、もう１箇所に
ついては、５年度からの
円滑な民営化に向け、保
護者対応や、引継ぎ・共
同保育等を実施した。 

・公立保育所は
老朽化の進ん
でいる施設が
多く、建替え
が条件となる
移管が増えて
いるが、移転・
建替えに適し
た用地の確保
が難しい。 

・民営化の公募
等において、
民間事業者の
応募数が減少
しており、民
間移管先等が
決定しない場
合がある。 

・民営化の条件の整った保
育所については、保護者
理解を得ながら着実に公
募を実施する。（通年) 
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②新たな民営化手法の検
討・実施 

・民間事業者が応募しや
すい条件の検討に加え、
処分検討地をはじめと
する事業予定地も含め
た市有地の活用や、市有
地の確保が難しい場合
の民地の賃借等、短期間
の仮設を前提とした用
地確保など新たな民営
化手法を検討・実施する
こととし、移転・建替え
の必要な民営化対象保
育所ごとに、候補地情報
の収集や条件交渉など
を行う。 

・「公立保育所民営化推進
計画」に基づき、民営
化対象保育所としての
公表に向けて、建替予
定地や短期間の仮設に
係る用地などの確保に
ついて、候補地情報の
収集や、土地所管部署
等との調整を進めた。 

・民間事業者が応募しやす
い条件の検討に加え、処
分検討地をはじめとする
事業予定地を含めた市有
地の活用や、市有地の確
保が難しい場合の民地の
賃借等、短期間の仮設を
前提とした用地確保など
について検討・実施し、移
転・建替えの必要な民営
化対象保育所ごとに、候
補地情報の収集や条件交
渉などを行う。（通年) 

  



24 

 

柱２-１-（６） 一般廃棄物（収集輸送） 

 

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

２年度 東南環境事業セ
ンターの資源ごみ・容器
包装プラスチック収集に
係る民間委託の拡大 

３年度 東北環境事業セ
ンター・西北環境事業セ
ンターの資源ごみ・容器
包装プラスチック収集に
係る民間委託の拡大 

４年度 西南環境事業セ
ンター・南部環境事業セ
ンターの資源ごみ・容器
包装プラスチック収集に
係る民間委託の拡大 

※５年度の目標は、４年
度までの進捗状況を踏
まえて設定 

・西南環境事業センター・
南部環境事業センターの
資源ごみ・容器包装プラ
スチック収集を民間委託
した。 

達成 城北環境事業センター・中部環
境事業センター・中部環境事業
センター出張所の資源ごみ・容
器包装プラスチック収集及び
東北環境事業センターの古紙・
衣類収集に係る民間委託の拡
大 

（理由） 

５年度目標が未設定であっ
たため 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①民間委託の拡大と環境
事業センターの統廃合 

・職員数の減員に合わせ、
民間委託化を拡大する。
（西南環境事業センタ
ー及び南部環境事業セ
ンターの資源ごみ・容器
包装プラスチック収集
の民間委託化） 

・西部環境事業センター
の廃止に向けて、職員や
機材の受け入れ等、具体
的な検討を行う。 

・職員数の減員に合わせ、
西南環境事業センター
及び南部環境事業セン
ターの資源ごみ・容器包
装プラスチック収集を
民間委託化した。（４月） 

・西部環境事業センター
の廃止に向け、職員・機
材の受入や業務の移管
等についての検討を進
めた。 

・「家庭系ごみ
収集輸送事業
改 革 プ ラ ン
3.0」（５年３
月策定）に基
づき、５～９
年 度 の ５ 年
間、取組を進
めていく必要
がある。 

・職員数の減員に合わせ、民
間委託化を拡大する。（城
北環境事業センター・中
部環境事業センター・中
部環境事業センター出張
所の資源ごみ・容器包装
プラスチック収集及び東
北環境事業センターの古
紙・衣類収集の民間委託
化）（４月） 

・統合先の南部環境事業セ
ンターの老朽化対策を検
討する。（通年） 

②更なる効率的な運営に
よる市民サービスの質
的向上 

・ドライブレコーダー等
の映像確認及び研修等
による運転指導を強化
し、運転改善による交通
事故の発生抑制を図る。 

・粗大ごみのふれあい収

・運転登録制度に関する
要綱を改正し、危険運
転が改善しない者を運
転業務から除外する取
組を開始した。また、
これまで要綱適用対象
外としてきた本市が賠
償責任を負わない交通
事故について、重大な
手順違反を伴うものを

・ごみ収集車へのバックモ
ニター映像録画機能の搭
載を進めるとともに、録
画映像の活用手法につい
て検討を行う。（通年） 

・ふれあい収集の対象要件
を拡大し、大阪市内にご
親族等が居住する場合
も、粗大ごみのふれあい
収集を利用できるよう要
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集対応件数の増加と収
集間隔の平準化に取り
組む。 

・普通ごみ午前収集拡大
のための取組について
は、普通ごみ以外の収集
業務と関連するため、合
わせて検討を行う。 

要綱適用対象としたこ
とで交通法規や局内ル
ールなどの手順違反を
行う職員が更に減少し
た。 

・粗大ごみのふれあい収
集対応に関し、昨年度
に引き続き収集間隔の
平準化を図るととも
に、社会情勢や市民ニ
ーズに応じたサービス
提供のあり方について
も検討を行った。 

・住之江工場の竣工・鶴
見工場の閉鎖を控える
中、普通ごみの午前収
集地域の維持、午前収
集の拡大可能性につい
て検討した。これまで
普通ごみの午前収集拡
大に向けた課題を踏ま
え、午前収集地域を段
階的に拡大する成果
（45％(元年度)から
64％(４年度)）をあげ
た。 

綱改正を行う。（通年） 

③ごみ焼却処分事業との
一体的運営の手法を含
めた経営形態の検討 

・更なる効率化と安定し
た事業運営が両立でき
る経営形態について、計
画当初と状況が変化し
たことを踏まえ、改め
て、他都市事例等も参考
に、ごみ焼却処分事業と
の一体的運営手法も含
め検討する。 

・計画当初と状況が変化
したことを踏まえ、あら
ためて、他都市事例等も
参考に、ごみ焼却処分事
業との一体的運営手法
も含め検討した。 

・一体的運営に
ついては、統
合によるシス
テム改変等の
コストが発生
し、それを上
回る効果を現
時点では見出
すことができ
ない状況であ
ることから、
他都市との状
況も見据えつ
つ中長期的課
題として位置
付けた。 

― 
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柱２-１-(７)  市場（本場・東部市場） 

                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

市場取引の活性化と経営
の健全性の確保のための
各種取組を検討・実践す
るとともに、最適な市場
運営のあり方について
は、新型コロナウイルス
感染症の状況を踏まえ継
続して慎重に検討し、４
年度中に方針を決定。 

※５年度の目標は、方針
決定の内容を踏まえて
設定。 

・２年度に作成した「大阪
市中央卸売市場経営計画
2021」に基づき、引き
続き経営の健全性を確保
するための各種取組を実
施するとともに、最適な
市場運営のあり方につい
ての検討を進め、方針を
決定した。 

達成 最適な市場運営のあり方の方
針を踏まえ、業務委託化を引き
続き進めるとともに、経営の健
全性を確保するための取組を
推進する。 

（理由） 

 ５年度目標が未設定であっ
たため 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①市場取引の活性化に向
けた取組 

・最適な市場運営のあり
方の検討を継続し、４年
度中に方針を決定する。 

 

・所属内ワーキンググル
ープにおける検討など
を踏まえ、最適な市場運
営のあり方について、
「業務委託化を引き続
き進めることで経営の
効率化を図ること」を本
市の方針として決定し
た。 

・引き続き経営
の健全性を確
保するための
取組を実施す
る必要があ
る。 

・最適な市場運営のあり方
の方針を踏まえ、業務委
託化を進めていく。（通
年） 

②経営の健全性の確保 

・「大阪市中央卸売市場経
営計画 2021」に基づき、
市場事業会計の健全性
の確保に向け取り組ん
でいく。 

・市場事業会計の健全性
の確保に向け、本場業
務管理棟の入居促進や
民間活力を最大限活用
しながら業務の効率化
に取り組んだ。 

・「大阪市中央卸売市場経営
計画 2021」に基づき、市
場事業会計の健全性の確
保に向け取り組んでい
く。（通年） 
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柱２-２-（１） ＰＰＰ45／ＰＦＩ46の活用促進 

                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

事業の企画・実施に関わ
っている職員のうち、民
間活力を活用しようとし
ている職員の割合 

２年度 65％ 

３年度 70％ 

４年度 70％ 

５年度 70％ 

81.4％ 達成 80％ 

（理由） 

 ４年度実績が５年度目標を
上回ったため、５年度目標を上
方修正する。 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①民間活力の活用を検討
できる職員の育成 

・研修において、これまで
の職員アンケート結果
の分析を踏まえ、官民連
携の経験が少ない職員
にも、民間活力の活用の
有効性を理解し取り組
むことができるよう、研
修内容を工夫して実施
し、官民連携47に関する
理解促進を促す。 

・職員向け研修として、「e
ラーニング研修（１～２
月）」、「官民連携研修（９
月）」を実施した。 

・官民連携研修では、官民
連携の専門家による基
調講演、北区長・港区長
による区の具体事例の
紹介、登壇者間の意見交
換の３部構成で実施し
た。多くの職員が受講機
会を獲得できるよう
Teams 受講と会場受講
の両形式で開催した。 

・e ラーニングでは、複雑
多様化する行政課題の
解決に、官民連携の発想
が重要であることを伝
えるとともに、昨今の動
向も踏まえた多様な官
民連携手法を紹介し、職
員の理解促進に努めた。 

・引き続き、官
民連携に関す
る 意 識 を 高
め、民間活力
の活用を促す
取組を進める
ことが必要で
ある。 

・研修の実施に
より官民連携
に関する職員
の知識・スキ
ルの向上を促
し、率先して
行動できる人
材を育成する
ことで、民間
活力の活用の
積 極 的 な 検
討・導入につ
なげる必要が
ある。 

・研修において、これまでの
職員アンケート結果の分
析を踏まえ、官民連携の
経験が少ない職員にも、
民間活力の活用の有効性
を理解し取り組むことが
できるよう、研修内容を
工夫して実施し、官民連
携に関する理解促進を促
す。（通年） 

                                                      
45 Public Private Partnership の略。行政と民間が連携して、それぞれお互いの強みを生かすことによって、最適な公共サー
ビスの提供を実現し、地域の価値の向上や住民満足度の最大化を図るもの。 

46 Private Finance Initiative の略。行政が実施している公共施設等の設計・建設・改修・更新や維持管理・運営に、民間の
資金と経営能力・技術力（ノウハウ）を活用し、公共サービスの提供を民間主導で行う手法。 

47 行政と民間が連携して、それぞれの強みを生かすことによって、最適な公共サービスの提供を実現し、地域の価値の向上や
住民満足度の最大化を図るもの。 
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②ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の
検討・導入の促進 

・「大阪市ＰＰＰ／ＰＦＩ
手法導入優先的検討規
程」を踏まえ、官民対話
も活用しながら、最適な
民間活力の活用手法の
検討・導入を進める。 

 

・「大阪市ＰＰＰ／ＰＦＩ
手法導入優先的検討規
程」の対象事業の協
議、各種相談など活用
促進に向けて各所属に
おける検討を支援し
た。 

・ＰＦＩ手法を選択した
事業の検討を支援し、
ＰＦＩ事業検討会議の
運営を行った。 

支援対象事業：大阪市
水道基幹管路耐震化Ｐ
ＦＩ事業、大阪市汚泥
処理施設整備運営事
業、小林斎場整備運営
事業 

・４年のＰＦＩ法の改正
及び直近の本市事例等
を踏まえ、「大阪市ＰＦ
Ｉガイドライン」を改
訂した。（３月） 

 ・「大阪市ＰＰＰ／ＰＦＩ手
法導入優先的検討規程」
を踏まえ、官民対話も活
用しながら、最適な民間
活力の活用手法の検討・
導入を進める。（通年） 
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【改革の柱３】効果的・効率的な行財政運営 

柱３-１-（１） 業務改革の推進 

                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

２年度 各年度の目標を
含む実施計画を策定 

２年度以降 上記実施計
画に定めた目標に順次取
り組む 

４年度 提案内容の実現
に向けた点検・精査 

５年度 簡素化・効率化
に資する提案の実現 

・「市政改革に関する職員
提案」の実現に向けた点
検・精査 

・4 年度において実現可能
性のある提案を実現 

達成 簡素化・効率化に資する提案の
実現 

（理由） 

 予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①「中間処理レス」の取組 

・中間処理レスに資する
業務運営上の課題解決
に係る提案内容の実現
に向けた点検・精査を実
施する。 

・関係所属へ職員提案に
対して実現可能性等の
観点から意見照会を実
施した。 

・職員提案に対する関係
所属からの意見等を踏
まえて点検・精査を実施
した。 

・各所属において、中間処
理レスに資する取組な
ど実現可能性のある提
案に順次取り組んだ。 

・庁内事務の業
務プロセスに
おけるムダの
削減に常に取
り組むことで
業務を効率化
し、生産性が
向上すること
により、市民
サービスの向
上や職員の負
担を軽減する
必要がある。 

 

・中間処理レスに資する業
務運営上の課題解決に係
る提案の実現に向けて取
り組む。（通年） 

②多様な技術の活用等に
よる事務の簡素化・効率
化 

・多様な技術の活用等に
よる業務運営上の課題
解決に係る提案内容の
実現に向けた点検・精査
を実施する。 

・関係所属へ職員提案に
対して実現可能性等の
観点から意見照会を実
施した。 

・職員提案に対する関係
所属からの意見等を踏
まえて点検・精査を実施
した。 

・各所属において、技術の
活用等による課題解決
に係る取組など実現可
能性のある提案に順次
取り組んだ。 

・多様な技術の活用等によ
る業務運営上の課題解決
に係る提案の実現に向け
て取り組む。（通年） 
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柱３-１-（２）自治体システム標準化48に伴う業務改革 

                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

４年度 移行計画の策定 ・全体移行計画書を策定し
た。 

達成 ― 

（理由） 

４年度で取組完了したため 

４・５年度 ＢＰＲ49 ・標準化関係所属におい
て、現行システム調査、
Fit＆Gap 分析、ＢＰＲ
を実施した。 

達成 ＢＰＲ 

（理由） 

予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

４年度 業務フローツー
ルの導入及び規格統一 

・業務フロー作成ツールを
導入するとともに、業務
フローを作成する上での
ルールブックを作成し、
規格の統一を図った。 

・現行業務のフローや課題
の可視化を行った。 

達成 ― 

（理由） 

４年度で取組完了したため 

４年度 区役所業務の現
状把握、課題整理を実施 

５年度 区役所業務の集
約化に係る基本方針の取
りまとめ 

・区役所業務の現状把握、
課題抽出・整理等を実施 

達成 区役所業務集約化等基本方針
の取りまとめ 

（理由） 

予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①システム標準化移行に
向けた着実なプロジェ
クトの推進 

・ 標準化推進ＰＴにお
いて、移行計画を策
定し、標準化におけ
る移行手順を着実に
推進する。（現行シス
テム調査、Fit&Gap
分析、ＢＰＲ） 

 

・５年３月 31 日付けで全
体移行計画書を策定し
た。 

・標準化関係所属におい
て、現行システム調
査、Fit＆Gap 分析、Ｂ
ＰＲを実施した。 

・４年５月に開催した第
５回システム共通移行
プロジェクトチーム会
議において標準化関係
所属担当者に対し標準
化におけるＢＰＲの考

・限られた期間
の中で、標準
準拠システム
への移行を行
う 必 要 が あ
る。 

 

・システム標準化移行に向
けて、より具体的な作業
を記載した合同テスト計
画書、合同移行計画書を
策定する。 

・標準化関係所属において
は個別移行計画書に沿っ
て Fit＆Gap 分析、ＢＰＲ
を進めていく。 

 

                                                      
48 作業要領書などの整備を徹底し、作業効率を向上させるとともに、担当者間のムラ及び変化点（引継ぎや制度改正など）に
関するリスクの低減を図ること。 

49 Business Process Re-engineering の略。現状の業務プロセス、組織・機構、諸規定・制度を見直し、ゼロベースで業務手
順を刷新するもの。 
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え方を周知した。 

②自治体システム標準化
対象業務における業務
フローの統一 

・標準仕様書の業務フロ
ーはＢＰＭＮ50で記載
されており、ＢＰＲにお
いて業務の可視化を行
い、自動化、共通化や集
約化を検討するため、対
象業務フローの表記法
など規格を統一すると
ともに、業務フロー作成
（業務可視化支援）ツー
ルを対象業務所管課等
に導入する。 

・標準化対象業務の所管
局において業務フロー
ツールの導入が完了し
ており、業務フローを
作成する上でのルール
ブックを作成し、統一
的なルールでの業務フ
ロー作成を進めた。 

・業務フロー作成を進め
る中でピックアップし
た 97 本の業務フローに
ついて、標準化関係所
属と連携し、現行業務
のフローや課題の可視
化を行った。 

－ － 

③区役所業務における集
約化の推進 

・自治体情報システム標
準化の進捗にあわせ、区
役所等における業務プ
ロセスを見直し、共通し
た事務についての集約
化を推進する。 

・区役所業務集約化等推
進会議を設置し、区長会
議と関係所属の連携の
もと、ワーキンググルー
プにおいて、集約化検討
対象事務の精査、集約化
に向けた課題抽出、整理
等を実施し、276 事務を
集約化検討対象事務と
した。 

・自治体システ
ム標準化の動
きを注視しな
がら、取組を
推進していく
必要がある。 

・区役所業務集約化等推進
会議のもと、区役所業務
集約化等基本方針の取り
まとめを行うとともに、
集約化の実現に向けた取
組を推進する。（通年） 

 

  

                                                      
50 Business Process Model and Notation の略。業務フローをモデル化し、視覚的に表記する方法を標準化した仕様のこと。
「ビジネスモデル記法の国際標準」「業務担当者でも容易に理解可能」「ツールの充実により作成労力の抑制が可能」「目的に
応じて表記の粒度を分けることが可能」「システム開発工程との連続性確保が可能」といった特徴がある。 
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柱３-２-（１） 持続可能な施設マネジメントの取組の推進 

                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

①２年度 一般施設の資
産情報の一元化・見え
る化の実施 

長期的な施設マネジメ
ントの仕組み検討・整
理 

３年度 新公会計制度
に基づくコスト情報な
どを活用した資産情報
の一元化・見える化の
実施 

ガイドライン骨子作成 

①-ｱ 

４・５年度  新公会計
制度に基づくコスト情
報などを活用した資産
情報の一元化・見える
化の実施 

①-ｲ 

４年度 施設のあり方
検討のためのガイドラ
インの作成 

５年度 上記ガイドラ
インを活用した施設評
価等の実施 

①-ｱ 

・新公会計制度に基づくコ
スト情報などを活用した
資産情報の一元化・見え
る化の取組を継続して実
施した。 

 

達成 新公会計制度に基づくコスト
情報などを活用した資産情報
の一元化・見える化の実施 

（理由） 

 予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

①-ｲ 

・施設のあり方検討のため
の試行ガイドラインを作
成した。 

達成 試行ガイドラインを活用した
施設評価等の実施 

（理由） 

試行実施することで、運用面
での課題を分析・検証できるこ
とから、ガイドラインを試行ガ
イドラインとしたため 

②２年度 空き施設の活
用方針の検討・策定 

３年度 活用方針に基
づく取組の実施 

４・５年度 活用方針
に基づく取組の実施 

・「空き施設等活用方針」

に基づき空き施設の調

査・活用方針の整理など

の取組を継続して実施し

た。 

達成 活用方針に基づく取組の実施 

（理由） 

予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 
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４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①-ｱ 一般施設の資産情報
の一元化・見える化の
推進 

・1,000 ㎡以上等の 150 
施設について、新公会計
制度に基づくコスト情
報を取り入れた資産カ
ルテの作成を行うなど
取組を進める。 

・資産カルテについては、
主に 1,000 ㎡以上の一
般施設 475 施設を対象
として、３年度に公表し
た 325 施設に加えて、４
年度は新たに 150 施設
に関して作成し公表を
行った。（10 月） 

・試行ガイドラ
インの運用内
容に合わせた
資産カルテの
内 容 の 見 直
し・更新によ
り、一元化・
見える化を推
進する必要が
ある。 

 

・一般施設の基本情報を所
管所属に照会して更新
し、とりまとめて公表す
る。（下期） 

・試行ガイドラインの運用
に合わせて資産カルテの
内容を見直し、施設所管
所属へ時点更新とあわせ
て作成を依頼し、とりま
とめて公表する。（下期） 

・上記、一般施設の基本情報
及び資産カルテの更新内
容を基に、マップナビを
更新する。（下期） 

①-ｲ 中長期的な施設マネ
ジメントの推進 

・更新時期を迎える施設
等について、周辺施設・
土地の状況も踏まえな
がら長期的な施設のあ
り方案の取りまとめに
つなげていくため、コス
ト情報や、施策上の必要
性、利用者ニーズなどの
視点を踏まえながら現
状分析・評価等を行うガ
イドラインを作成する。 

・施設の分析・評価等を
行うための基本的な考
え方や検討すべき事項
を指針として示した試
行ガイドラインを作成
した。 

・試行ガイドラ
インを活用し
て試行実施の
うえ、運用面
での課題を分
析・検証する
とともに、施
設の複合化や
多機能化の考
え 方 を 整 理
し、ガイドラ
インの運用に
よる施設マネ
ジメントを推
進する必要が
ある。 

・試行ガイドラインを活用
し施設の分析・評価等を
実施し、運用面での課題
を分析・検証し、方向性を
取りまとめる。（下期） 

・本市事例及び他都市での
先進事例を調査したうえ
で、施設の複合化や多機
能化等を推進するための
考え方・手順を取りまと
める。（下期） 

②空き施設の活用 

・空き施設の効果的かつ
効率的な活用に向け、
「空き施設等活用方針」
に基づき取組を実施す
る。 

・市設建築物51における
空き施設等の調査及び
活用方針の整理を行っ
た。 

・事業実施所属からの要

望に対し、空き施設の

有効活用の検討を実施

した。(12 件) 

・空き施設等の
状況（付帯設
備や老朽度な
ど）を踏まえ
た活用可能性
の検討など、
事業実施所属
に対する技術
的支援が必要
である。 

・事業実施所属からの空き
施設の活用要望の把握に
努めるとともに、空き施設
等に関する情報の更新や
技術的支援に引き続き取
り組む。（通年） 

 

  

                                                      
51 教育・文化・スポーツ施設や庁舎、学校施設、市営住宅など、大阪市が保有する建築物。 
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柱３-２-（２） 大規模事業等のリスク管理 

                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

２年度 大規模事業等の
実施に伴うリスク管理の
仕組み52の構築 

３年度 10 億円以上の
大規模事業等に関わる所
属（２年度末現在 ５所
属）において仕組みを導
入している割合 100％ 

４年度 前年度に導入し
たリスク管理の仕組みを
活用し、リスク評価や対
応策の見直しなどが事業
所管所属において継続実
施されている割合 
100％ 

５年度 大規模事業等に
係る財務リスクの管理に
ついて、組織的・自律的
に事業所管所属において
継続実施されている割合 
100％ 

・10 億円以上の大規模事
業等に関わる５所属（４
年度末現在 建設局、計
画調整局、大阪港湾局、
万博推進局、都市整備
局）において、リスク管
理の仕組みを活用し、リ
スク評価や対応策の見直
しなどを継続実施した。 

達成 ５年度 大規模事業等に係る
財務リスクの管理について、組
織的・自律的に事業所管所属に
おいて継続実施されている割
合 100％ 

（理由） 

予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

③全市的なリスク管理の
実現 

・事業所管所属における
リスク管理の取組状況
を把握するとともに、そ
の状況に応じて研修等
の実施やツールの提供
等を行うことにより、リ
スク管理の強化を図る。 

・事業所管所属（５所属）
におけるリスク管理の
取組状況等について、ヒ
アリングを実施し、整理
した。 

・２年度に作成した「リス
ク管理ツール」をより実
務に適する形で大幅に
見直すことにより、５年
３月に「大阪市リスク管
理ガイドライン」を策
定・提供し、大阪市全体
のリスク管理の強化を
図った。 

・大規模事業の
リスク管理に
ついて、より
効果的・効率
的に実施でき
るよう、取り
組んでいく必
要がある。 

 

・事業所管所属におけるリ
スク管理の取組状況を把
握するとともに、ガイド
ラインの提供や改善等を
行うことにより、リスク
管理の強化を図る。（通
年） 

                                                      
52 リスクの顕在化によって過大な本市負担が生じないよう 、その発生要因を識別してその重大性を評価し、これに応じた対応
策を講じるとともに、その有効性を評価して必要に応じて見直すという、一連のリスクの管理に係るプロセスをさす。 
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④全市的なリスク管理の
強化に向けた外部有識
者意見の活用 

・大規模事業等のうち特
に本市財政への影響が
大きい事業（本市負担が
概ね 500 億円を超える
事業）を対象に、リスク
の管理の取組状況を確
認するとともに、必要に
応じて財務リスク管理
に関して外部有識者か
ら意見又は助言を求め
ることにより、全市的な
リスク管理の強化を図
る。 

・会議対象５事業のリス
ク管理の取組状況につ
いて、５年１月に開催し
た大規模事業リスク管
理会議へ報告し、確認し
た。 

・大規模事業リスク管理
会議における外部有識
者の意見を踏まえ、リス
ク評価時の「標準的なリ
スク項目の設定」、「前提
条件、考え方の明確化」、
「評価基準の検証・見直
し」などや、一定規模以
上の事業で、事業着手前
に当該事業のリスク評
価を建設事業評価有識
者会議に報告するなど
の取組を今後実施して
いくこととし、全市的な
リスク管理の強化を図
った。 

・大規模事業等のうち特に
本市財政への影響が大き
い事業（本市負担が概ね
500 億円を超える事業）を
対象に、リスクの管理の
取組状況を確認するとと
もに、大規模事業リスク
管理会議の対象事業につ
いて、４年度に策定した
新たなリスク評価ルール
に基づくリスク評価の点
検・見直しを実施し、外部
有識者から意見又は助言
を求めることにより、全
市的なリスク管理の強化
を図る。 
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柱３-３-（１） 施策・事業の見直し 

                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

２年度 ＰＤＣＡ53の徹
底に係る新たな仕組みの
設計・構築 

３年度 ＰＤＣＡの徹底
に係る新たな仕組みの設
計・構築 

４年度 フルコスト比較
による事業評価の仕組み
の構築 

５年度 構築した仕組み
の運用 

・フルコスト比較による事
業評価の仕組みを構築 

達成 構築した仕組みの運用 

（理由） 

 予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①施策・事業の検証と見直
し 

・各所属長マネジメント
による施策・事業の検証
と見直しにあたって、フ
ルコストの把握など多
様な視点で点検・精査が
行えるよう「新公会計制
度」の財務諸表のデータ
活用に向けた取組を進
める。 

・関係所属（財政局、政策
企画室及び会計室）や事
業所管所属と随時調整
を行い、新公会計制度の
財務諸表データを活用
したフルコストによる
事業評価の仕組みを構
築した。 

・各所属に対して施策・事
業のフルコストによる
検証と見直しを促した。 

・構築した仕組みの５年
度の運用に向けて、事業
所管所属から提出され
た検証シートや調査票
に基づいて精査・分析を
実施した。 

・財政状況を以
前に後戻りさ
せないことを
念頭に引き続
き取組を進め
ていく必要が
ある。 

・構築した仕組
みによる検証
と見直しが必
要な施策・事
業の有無を十
分に確認のう
え、事業所管
所属の更なる
活用を促して
いく必要があ
る。 

 

・各所属長マネジメントに
よる施策・事業の検証と
見直しにあたって、フル
コストの把握など多様な
視点で点検・精査が行え
るよう「新公会計制度」の
財務諸表のデータ活用に
向けた取組を引き続き進
める。（通年） 

 

②各所属長のマネジメン
トによる見直し 

・予算編成時のシーリン
グの設定等により、各所
属の選択と集中を促進
する。 

・所属長マネジメントの
もと、ＰＤＣＡサイクル
を徹底し、更なる自律的
改革に取り組むため、予
算編成時に、シーリング
を設定し、各所属の選択
と集中を促進した。 

・予算編成時のシーリング
の設定等により、各所属
の選択と集中を促進す
る。（通年） 

 

  

                                                      
53 施策・事業に必要な要素である企画（Plan）、運営（Do）、評価（Check）、改善（Action）を一貫した流れのものとして捉

え、それらを循環させることで、以降の施策・事業の改善に結びつける手法。 
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柱３-３-（２） 人員マネジメントの推進 

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

技能労務職員数 元年
10 月と比較して 400 人
削減 

２年 10 月 ▲ 60 人 
（約 3,350 人） 

３年 10 月 ▲180 人 
（約 3,230 人） 

４年 10 月 ▲330 人 
（約 3,080 人） 

５年 10 月 ▲400 人 
（約 3,010 人） 

（元年 10 月実績 3,405
人） 

・４年 10 月時点 

▲321 人（3,084 人） 

 

 

未達成 ５年 10 月 ▲400 人 
（約 3,010 人） 

※５年４月採用者 39 人を除く 
（元年 10 月実績 3,405 人） 

※災害時対応など公の責務を
果たすという観点から、将来
にわたって直営が必要とな
る部門については、職員の高
齢化や技術の継承等の課題
を踏まえ、５年度から採用
（５年４月採用者 39 人）を
再開 

（理由） 

４年度は未達成となったが、
５年度の目標達成に向け、引き
続き取組を進めているため変
更なし。 
なお、５年度から採用を再開

したことにより、５年４月採用
者を除く。 

４年度を目途に、将来に
わたって最低限必要とな
る部門ごとの技能労務職
員数の精査及び今後の採
用のあり方を定める。 

将来にわたって最低限必要
となる部門ごとの技能労務
職員数の精査及び今後の採
用のあり方を定めた。 

達成 ― 

（理由） 

４年度で取組完了したため 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①人員マネジメントの推進 

・当面の間、退職不補充を
前提に、委託化、効率化
を図り技能労務職員を
削減する。 

・災害時対応など公の責
務を果たすという観点
を踏まえ、将来にわたっ
て最低限必要となる部
門ごとの技能労務職員
数を精査する。 

・職員の高齢化や技術の
継承等の課題を踏まえ、
今後の採用のあり方を
検討する。 

・新型コロナウイルス感
染症に伴う緊急雇用対
策の一環としての臨時
的な新規採用を除き、退
職不補充のうえ、委託
化、効率化を図り、適正
に人員マネジメントに
取り組んだ。 

・災害時対応など公の責
務を果たすという観点
から、将来にわたって直
営が必要となる部門に
ついては、職員の高齢化
や技術の継承等の課題
を踏まえ、５年度から採
用を再開することとし、
関係所属において５年
度に向けた採用活動を
行った。 

・関係所属と連
携し、委託化、
効率化を図る
事 業 に つ い
て、引き続き
検討が必要で
ある。 

 

・当面の間、委託化、効率化
を図り技能労務職員を削
減する。（通年） 
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柱３-３-（３） 未利用地の有効活用等 

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

【売却収入額】 

２年度 60億円 

３年度 60億円(120億円) 

４年度 60億円(180億円) 

５年度 60億円(240億円) 

※（ ）内は累計額 

※なお、元年度の未利用
地売却額は約 60 億円
であり、こうした状況
も踏まえて目標値を設
定 

168 億円（323 億円） 

（３月末時点決算見込） 

※（ ）内は累計額 

 

達成 60 億円(240 億円) 

 

（理由） 

予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①進捗管理と情報共有の
推進 

・精査した未利用地の状
況について、一覧を公表
する。 

・「マップナビおおさか」
に未利用地の商品化54進
捗状況を掲載して管理
の徹底を図る。 

・用地ＰＴヒアリングに
おいて、処分目途の精査
を実施する。 

 

・精査した未利用地の状
況について、一覧表を公
表した。（９月） 

・管理徹底を図るため、
「マップナビおおさか」
に未利用地の商品化進
捗状況について掲載し
た。（９月） 

・用地ＰＴヒアリングに
おいて、商品化作業の進
捗管理を実施するとと
もに、全未利用地を対象
に活用区分及び処分年
度の再精査を実施した。
（４月、10 月、１月） 

・計画的に未利
用地の売却を
進めるため、
引き続き未利
用地の商品化
や事業化の進
捗管理と情報
共有の徹底を
図っていく必
要がある。 

・精査した未利用地の状況に
ついて、一覧を公表する。
（８月） 

・「マップナビおおさか」に未
利用地の商品化進捗状況を
掲載して管理の徹底を図
る。（８月） 

・用地ＰＴヒアリングにおい
て、処分目途の精査を実施
する。（10 月、１月） 

②有効活用に向けた取組
の推進 

・土壌汚染調査及び地下
埋設物調査など商品化
促進を図るための外部
発注業務の設計書作成
や検査等に対する技術
的サポートを実施する。 

・区役所が進める未利用
地を活用したまちづく
りに関して、総合的な調
整や用地ＰＴによる事

・各所属に対し、年間８
件の技術的サポートを
実施した。 

・港区における「もと市
岡商業高等学校」の活
用に向けて、万博開催
を見据えた暫定活用を
含む工程を策定し意思
決定に至った。（11
月） 
また、平野区における
「長吉長原東第３住宅
跡地」の活用につい

・長期に渡って
未活用となっ
ている未利用
地について、
４年度に外部
有識者から徴
した意見を踏
まえ、各未利
用地の状況や
活用に至らな
い要因をより
詳 細 に 把 握
し、処分、活

・土壌汚染調査及び地下埋
設物調査など商品化促進
を図るための外部発注業
務の設計書作成や検査等
に対する技術的サポート
を実施する。（通年） 

・区役所が進める未利用地
を活用したまちづくりに
関して、総合的な調整や
用地ＰＴによる事前審査
（フィルタリング）によ
り積極的なサポートを実

                                                      
54 土地の売却前に、土地の測量、隣接地との境界確定、残地物や越境物（ブロック塀等）の除去、土壌汚染や地下埋設物等の

調査を行い、売却が可能な状態にすること。 
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前審査（フィルタリン
グ）により積極的なサポ
ートを実施する。 

・「未利用地処分促進等検
討会議」において意見を
徴しながら、長期に渡っ
て未活用となっている
未利用地の処分、活用方
法について検討する。 

て、公募に向けた実施
要領等の調整を行い、
事業者決定に至った。
（３月） 

・長期未処分未利用地の
解消に向け、「未利用地
処分促進等検討会議」
（12 月）において意見
を徴し、今後の取組内
容等について検討を行
った。 

用方法を検討
する必要があ
る。 

施する。（通年） 

・各未利用地を所管する所
属へのヒアリング等によ
り課題を精査するととも
に、「未利用地処分促進等
検討会議」において意見
を徴しながら、各未利用
地に応じた、処分、活用方
法の検討を行う。（６月、
12 月、３月） 

③貸付による有効活用の
促進 

・３年度に抽出した４年度
貸付が可能な未利用地を
公表する。 

・５年度に貸付が可能とな
る未利用地を抽出し、用
地ＰＴによる各所属に対
するヒアリングを実施す
る。 

・売却が困難な学校跡地
の有効活用を図るため、
関係所属に対し、見直し
を行った「未利用地等の
活用に伴う定期借地等
運用指針」について説明
会を実施するとともに、
事案に応じて個別案件
の支援を行う。 

・３年度末時点における
４年度貸付が可能な未
利用地について、未利
用地活用方針一覧に反
映・更新を実施した。
（９月） 

・未利用地状況の公表
（９月）にあわせて、
３年度中の未利用地の
貸付実績について公表
した。 

・５年度に貸付が可能と
なる未利用地の抽出を
行い、用地ＰＴによる
ヒアリングを実施して
精査した。（10 月、１
月） 

・各所属において貸付を
実施する案件 15 件につ
いて、「市有不動産の貸
付物件一覧表」に集約
掲載するとともに、メ
ールマガジンによる事
業者への配信を行っ
た。 

・学校跡地の有効活用に
向け、各区役所担当者
に対し、「未利用地等の
活用に伴う定期借地等
運用指針」に基づく説
明会を実施した。（７
月） 

また、３件の個別案件
について関係所属と連
携し、マーケットサウ
ンディングの実施や、
既存校舎の調査及びそ
の結果を踏まえた活用
検討などの支援を行っ
た。 

・商品化に時間
を要する未利
用地の有効活
用に向け、貸
付が可能な未
利用地を抽出
し、貸付によ
る有効活用の
促進を図って
いく必要があ
る。 

・学校跡地の有
効活用につい
ては、個々の
事 案 に 応 じ
て、関係所属
が連携しなが
ら支援を行う
必要がある。 

・４年度に抽出した５年度貸
付が可能な未利用地を公表
する。（８月） 

・６年度に貸付が可能となる
未利用地を抽出し、用地Ｐ
Ｔによる各所属に対するヒ
アリングを実施する。（10

月、１月） 

・学校跡地の有効活用を図
るため、事案に応じて個
別案件の支援を行う。（通
年） 

 

  



40 

 

柱３-３-（４）未収金対策の強化 

                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

・未収金残高 

２年度 635 億円 

３年度 378 億円 

４年度 347 億円 

５年度 343 億円 

・未収金残高  

357 億円（決算見込） 

現年度分 125 億円 

過年度分 232 億円 

 

未達成 339 億円以下 

（理由） 

４年度は未達成となったも
のの、徴収率の上方修正によ
り、５年度目標を５年８月開催
の大阪市債権回収対策会議に
おいて、343 億円から修正。 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①債権別行動計画に基づ
く未収金対策の取組 

・４年１月末の未収金残
高の状況をもとに出納
整理期間の取組を徹底
するため、４月に市債権
回収対策推進会議を開
催する。 

・７月頃に各債権所管に
対し、３年度の取組実
績、４年度の目標修正の
要否、具体取組内容及び
５年度目標に係るヒア
リングを実施する。ま
た、未収金対策の取組強
化のため、残高が減少し
ないなど課題のあると
考えられる債権所管へ
のヒアリングを実施す
るなどし、年間を通じた
進捗管理を行う。 

・８月に市債権回収対策
会議を開催し、４年度目
標の修正要否、具体取組
内容の確認及び５年度
目標を設定する。 

・１月頃に年度後半の取
組強化及び進捗管理の
ため、10 月末の未収金
残高状況に基づき、市債
権回収対策推進会議を
開催するほか、必要に応
じて市債権回収対策会
議を開催する。 

・４月に市債権回収対策
推進会議を開催し、出納
整理期間の取組強化な
ど、未収金対策の徹底を
図った。 

・６～７月に各債権所管
に対し、３年度の取組実
績、４年度の目標修正の
要否、具体取組内容及び
５年度目標に係るヒア
リングを実施した。また
３年度にヒアリングを
実施した債権のうち、財
産調査・法的手続等の取
組が十分でない債権に
ついて、取組状況を確認
し、必要に応じて、ヒア
リングを実施するなど、
年間を通じた進捗管理
を実施した。 

・８月に市債権回収対策
会議を開催し、４年度目
標の修正、具体取組内容
の確認及び５年度目標
を設定した。 

・２月に 10 月末の未収金
残高状況に基づき、市債
権回収対策推進会議を
開催し、年度後半の取組
を確認するなど、進捗管
理を行った。 

・７月末（10 月公表）、10 
月末（２月公表）、１月末
（３月公表）の未収金の

・いまだ、多額
の未収金残高
が存在するた
め、引き続き、
全市的な未収
金対策に取り
組む必要があ
る。 

・５年度目標の
達成に向け、
適正な債権管
理及び早期の
滞納整理等に
ついての総括
的な指導を実
施する。 

・消滅時効期間
を経過する予
定の債権に対
する適切な事
務処理を引き
続き徹底して
いく必要があ
る。 

・４月に市債権回収対策推
進会議を開催し、５年１
月末の未収金残高の状況
をもとに出納整理期間の
取組を徹底する。 

・７月頃に各債権所管に対
し、４年度の取組実績、５
年度の目標修正の要否、
具体取組内容及び６年度
目標に係るヒアリングを
実施する。また、未収金対
策の取組強化のため、財
産調査・法的手続等の取
組が進んでいないなど課
題のあると考えられる債
権所管へのヒアリングを
実施するなどし、年間を
通じた進捗管理を行う。 

・８月に市債権回収対策会
議を開催し、５年度目標
の修正要否、具体取組内
容の確認及び６年度目標
を設定する。 

 
・12 月に市債権回収対策推
進会議を開催し、10 月末
の未収金残高状況に基づ
く年度後半の取組強化及
び進捗管理を徹底する。 

・３月に市債権回収対策推
進会議を開催し、６年１
月末の未収金残高の状況
をもとに出納整理期間の
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・７月末、10 月末、１月
末の未収金の削減状況
を取りまとめ、ホームペ
ージで公表する。 

・消滅時効期間を経過す
る予定の債権に対する
適切な事務処理を徹底
させるべく、取組を実施
する。 

削減状況を取りまとめ、
ホームページで公表し
た。 

・４年度中に消滅時効期
間を経過する予定の債
権に対する適切な事務
処理を徹底させるべく、
各債権所管の対応状況
（７月末、10 月末、１月
末）を確認した。 

取組を徹底する。 

・７月末、10 月末、１月末
の未収金の削減状況を取
りまとめ、ホームページ
で公表する。 

・消滅時効期間を経過する
予定の債権に対する適切
な事務処理を徹底させる
べく、取組を実施する。
（通年） 

②「ＯＪＴ55による徴収
事務担当者の育成」等 

・市債権回収対策室と各
所属の徴収ノウハウの
共有化に向けて、「ＯＪ
Ｔによる徴収事務担当
者の育成」を実施する。 

・債権管理・回収業務支援
弁護士を活用した研修
会等を実施する。 

・市税の徴収ノウハウを
有する市債権回収対策
室職員によるＯＪＴ研
修を実施した。 

・前期（６～10 月） 
５所属７名 

・後期（11～２月） 
５所属５名 

・債権管理・回収業務支
援弁護士による債権管
理・回収研修会を実施
した。 

・【基礎編】 
６～８月にかけて４
講座実施     

  参加者数：136 名    

・【発展編】 
11～１月にかけて４
講座実施 

  参加者数：89 名 

・【ケーススタディ】 
９月に２回実施 

  参加者数：95 名                

・【ケーススタディ：基
礎編】 
２月に４回実施 

  参加者数：47 名  

・各所属の徴収
ノウハウを向
上させ、所属
内で継承及び
蓄積されるこ
とを支援する
ため、取組を
継続する必要
がある。 

・市債権回収対策室と各所
属の徴収ノウハウの共有
化に向けて、「ＯＪＴによ
る徴収事務担当者の育
成」を実施する。（通年） 

・債権管理・回収業務支援弁
護士を活用した研修会等
を実施する。（通年） 

・新たに各所属監督者向け
に債権管理の重要性の理
解徹底を促進するための
研修を実施する。（４～５
月） 

 

  

                                                      
55 On-the-Job Training の略。職場の上司や先輩が、部下や後輩に対し、日常的に職務のあらゆる場面を通じて業務に必要な
知識・技術・技能・態度などを、計画的・継続的・反復的に指導し、習得させるもの。 
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【改革の柱４】ニア・イズ・ベターの徹底 

柱４-１ 地域活動協議会56による自律的な地域運営の促進 

 

４年度目標の達成状況  

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

地活協の構成団体が、地
域特性に即した地域課
題の解決に向けた取組
が自律的に進められて
いる状態にあると思う
割合 

 

２～４年度 各区にお
いて前年度実績以上の
数値を設定 

 

※市改革プロジェクト
チーム会議での議論
の結果、市として統一
した目標が必要であ
るため、３年度以降の
目標値を区ごとの設
定から市全体の設定
に変更 

３年度 88.0% 

４年度 89.0% 

５年度 90.0% 

89.6% 

 

※区ごとの実績は、53 ペ
ージ「（参考）柱４－１ 
地域活動協議会による
自律的な地域運営の促
進 各区状況」参照 

達成 ５年度 90.0% 

 

（理由） 

予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①地域の実情に即したき
め細かな支援 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議くらし・安全・防
災部会において、各区の
取組内容を共有する。 

・各区において、地活協の
活動や自律の状況を把
握し、地域カルテ57更新
の支援など地活協と課

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議くらし・安全・防
災部会において、各区の
取組内容を共有した。
（２月）  

・地活協の活動や自律の
状況を把握し、地域カル
テ更新の支援など地活
協と課題を共有したう
えで、地域の実情に即し

・一部の区では、
コロナ禍の間
に活動の長期
自粛が続いて
い た こ と か
ら、スムーズ
な地域活動の
再開が難しい
地域もある。 

・一部の区では、
地域の諸活動
を担う人材の
不足が懸念さ

・引き続き、各区が取組の
進捗状況・目標達成状況
に応じて必要な対策を検
討する際に活用できるよ
う、区長会議くらし・安
全・防災部会において、
各区の取組内容を共有す
る。（通年） 

・引き続き、各区において、
地活協の活動や自律の状
況を把握し、地域カルテ
更新の支援など地活協と
課題を共有したうえで、

                                                      
56 概ね小学校区を範囲として、地域団体やＮＰＯ、企業など地域のまちづくりに関するいろいろな団体が集まり、話し合い、
協力しながら、様々な分野における地域課題の解決やまちづくりに取り組んでいくための仕組み。 

57 地域ごとに地域特性や地域課題、地域活動協議会の活動状況や運営上の課題などについて、客観化・明確化するための資
料。 
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題を共有したうえで、区
長会議くらし・安全・防
災部会において、地域の
実情に即したきめ細か
な支援を行った取組内
容を収集・共有する。          

・区を越えた地活協の事
例共有や連携促進のた
めの交流の場について、
区長会議くらし・安全・
防災部会のもと実施方
法等を検証し、必要に応
じて開催する。 

・自治会・町内会への加入
を促進するため、区長会
議くらし・安全・防災部
会において、各区の取組
内容を収集・共有すると
ともに、各区において広
報紙等で自治会・町内会
の活動目的や内容を発
信する。 

・一部の区では、コロナ禍
においても実施可能な
地域活動についてでき
るだけ行えるようにオ
ンラインの活用や他の
地域の好事例等の情報
を集めて提供するなど
の地域活動支援を行う。 

・一部の区では、防災を切
り口にマンション住民
や子育て層といった第
一層58へのアプローチ
を強化する。 

たきめ細かな支援を行
った取組内容を収集し
た。（２月） 

・区を越えた地活協の事
例共有や連携促進のた
めの交流の場について、
区長会議のもと実施方
法等を検証し、必要に応
じて交流の場を設定し
た。 

・自治会・町内会への加入
を促進するため、区長会
議くらし・安全・防災部
会において、各区の取組
内容を収集・共有すると
とともに、各区において
広報紙やホームページ
等により、自治会・町内
会の活動目的や内容を
発信したほか、チラシを
作成し、配布した。 

・一部の区では、地区防災
計画改定プロジェクト
に係る勉強会を対面と
Web のハイブリッド形
式で開催した。（全２回） 

・一部の区では、オンライ
ン会議を開催できる環
境が整うよう必要な機
器の知識や会議の開催
方法の支援を行った。
（９区） 

・一部の区では、中間支援
組織作成の地域活動広
報誌を配付し、情報の提
供を行った。 

・一部の区では、マンショ
ン住民を対象とした防
災講座を実施した。（３
区） 

れるため、地
域とともに地
域の担い手と
なる人材を確
保し、その育
成に努めてい
く 必 要 が あ
る。 

 

区長会議くらし・安全・
防災部会において、地域
の実情に即したきめ細か
な支援を行った取組内容
を収集・共有する。（通年）          

・引き続き、区を越えた地
活協の事例共有や連携促
進のための交流の場につ
いて、区長会議くらし・
安全・防災部会のもと実
施方法等を検証し、必要
に応じて交流の場を設定
する。（通年） 

・自治会・町内会への加入
を促進するため、区長会
議くらし・安全・防災部
会において、４年度まで
の取組や５年度からの新
たな取組について、24 区
の取組状況の集約・共有
を行い、効果的な取組の
整理・展開を行う。（通
年） 

・一部の区では、コロナ禍
以前の規模での地域活動
再開に向けて、過去に行
っていた活動ノウハウの
活用や、地活協と地活協
外部の人がつながる場の
試行など、新たな地域人
材の拡充に向けた支援を
行い、地域活動運営の基
盤強化を図る。（下期） 

・一部の区では、地域の担
い手となる人材の確保に
ついて、地域とともに検
討し活動のＰＲを行うな
ど、実行できるものから
順次取り組む。（通年） 

②地活協の意義・求めら
れる機能の理解促進 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議くらし・安全・防
災部会において、各区の
取組内容を共有する。 

・地活協の意義や求めら

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議くらし・安全・防
災部会において、各区の
取組内容を共有した。
（２月） 

・市民協働職員研修にお
いて、地活協の意義や地
活協に求められる準行

・一部の区では、
地 活 協 の 意
義、求められ
る機能等の理
解度や会計の
透明性に地域
格差があるた
め、更なる理
解度の深化を
図る必要があ
る。 

・引き続き、各区が取組の
進捗状況・目標達成状況
に応じて必要な対策を検
討する際に活用できるよ
う、区長会議くらし・安
全・防災部会において、
各区の取組内容を共有す
る。（通年） 

・引き続き、地活協の意義
や求められる機能の促進
に向けて、職員の理解を

                                                      
58 地域活動の対象範囲を表した表現で、第一層とは「自治会・町内会単位」をさしている。なお、29 年１月にまとめられた

「区政の検証」では、第一層のほかに、第二層を「校区等地域単位」、第三層を「区単位」としている。 
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れる機能の促進に向け
て、職員の理解を深める
取組を行う。 

・一部の区では、地域住民
に対する地活協の理解
度促進に向けた取組と
して、地活協に関する情
報発信を積極的に進め
るため、ホームページや
ＳＮＳ等を活用した情
報発信の強化に向けた
支援を実施する。 

・一部の区では、地活協の
役員・構成団体の方を対
象に情報交換会を開催
し、地活協の意義・機能
を定期的に伝える。 

政機能59や総意形成機
能60についての理解を
深める研修を行った。
（５回、５～８月） 

・一部の区では、ＳＮＳ等
の電子媒体の開設及び
活用の活性化に向けた
支援を行ったことによ
り、情報発信手段として
新たにFacebookを開設
し、広報を実施している
地活協が昨年より増加
した。 

・一部の区では、地活協の
役員や主な担い手を対
象に、地活協の意義や機
能の理解を深められる
ようまちづくりセンタ
ー61を活用して情報交
換会を開催した。 （７
月、11 月） 

・一部の区では、
広報紙や広報
板などを活用
して地活協の
活動紹介を行
ったが、市民
局実施の区民
アンケートの
結果、区民へ
の認知度は５
割を下回って
おり、地活協
の活動の浸透
の取組を継続
して行ってい
く 必 要 が あ
る。 

深める取組を行う。（通
年） 

・一部の区では、地活協の
役員等を対象とした補助
金説明会で地活協の意
義、求められる機能の理
解がより深まるような説
明を行う。（上期・下期で
各１回） 

・一部の区では、広報紙に
地活協の意義、求められ
る機能等に関する特集記
事を掲載し、情報発信（区
内全戸配布）する。（４月） 

・一部の区では、地活協の
役員や担い手を中心に、
地活協の意義・機能の理
解が深まるよう、情報交
換会や意見交換会を定期
的に開催する。（通年） 

・一部の区では、広報紙や
広報板を活用して、広く
区民に地活協の活動紹介
を行う。（通年） 

③区の状況に応じた支援
の実施 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議くらし・安全・防
災部会において、各区の
取組内容を共有する。 

・区長会議くらし・安全・
防災部会において、各区
まちづくりセンター等
62の支援内容・支援手法
について全区で共有す
る。 

・引き続き、各区まちづく
りセンター等と連絡調
整会議を開催し、事例共
有や市民局事業のメニ
ューに係る有用性等を
紹介する機会を設ける。 

・一部の区では、地域のニ
ーズに応じて、地域の 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議くらし・安全・防
災部会において、各区の
取組内容を共有した。
（２月） 

・区長会議くらし・安全・
防災部会において、各区
まちづくりセンター等
の支援内容・支援手法に
ついて全区で共有した。
（２月） 

・各区まちづくりセンタ
ー等と連絡調整会議を
開催し、事例共有や市民
局事業のメニューに係
る有用性等を紹介する
機会を設けた。（９月） 

・一部の区では、各地域

への個別の会計説明会

やオンライン会議の実

・一部の区では、
自主財源確保
の一助となる
新たなペット
ボトル回収に
取り組まれて
いる地域が少
なく、ＳＤＧ
ｓについての
理解促進が必
要である。よ
り多くの地域
で取組が展開
されるよう、
事例共有も含
め、引き続き
働きかけを行
う 必 要 が あ
る。 

・一部の区では、
コロナ禍にお
いて Web での
会 議 開 催 や
Teams を活用
した情報共有

・一部の区では、ＳＤＧｓ
についての理解促進及び
自主財源確保の一助とな
る新たなペットボトル回
収に関する説明を関係局
と連携して行うなど、Ｃ
Ｂ／ＳＢの取組が進めら
れるよう支援する。（通
年） 

・地域活動連絡会議の Web
開催や各地域での Web
会議開催支援を継続し、
ＩＣＴを活用した体制維
持を支援する。（通年） 

                                                      
59 校区等地域内で、他の市民活動団体が行っていない地域活動をカバー（補完）しながらまちづくりを進めていく機能。 
60 校区等地域の将来像や、住民の様々な意見の調整・取りまとめを行う機能のこと。 
61 まちづくりセンター：「大きな公共を担う活力ある地域社会づくり」の実現に向けて、市民による自律的な地域運営を積極的

に支援することを目的としている機能や体制などの総称。 
62 まちづくりセンター等：まちづくりセンター設置当初は本市からの外部委託であったが、現在では、本市の会計年度任用職
員による支援を行う区もあることから、「等」と表記している。 
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ＩＣＴ 活用の機運を高
めることができるよう、
ＳＮＳでの情報発信や
オンライン会議など身
近な体験会の開催や
様々な事例紹介を行う。
（通年） 

・一部の区では、感染症対
策をしっかりと行いな
がら事業を再開できる
よう、他地域の事例を収
集して情報提供を行う
とともに、事業の実施手
法や感染拡大防止策に
ついて具体的な提案を
行う等継続した支援に
取り組む。                                                    

施等により、地域ニー

ズへの柔軟な対応を実

施した。 

・一部の区では、「地域活
動ガイドライン（旭区
Ver.）」や「コロナ禍でも
できる地域活動のヒン
ト」を活用し、地域活動
の再開に向けた支援を
実施した。 

を実施できる
体制を支援し
てきたが、引
き続き、災害
時も想定して
ＩＣＴを活用
した体制を維
持する必要が
ある。 
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柱４-２ 区ＣＭ63制度の充実、更なるニア・イズ・ベター64の追求                                                                                                         

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

①-１ 関係所属におい
て区ＣＭ事業のＰＤＣＡ
65が適切に行われ、制度の
趣旨に即した運用が徹底
されていると評価してい
る区長（区ＣＭ）の割合 

24 区中 

２年度 21 区長 

３年度 23 区長 

４年度 24 区長 

５年度 24 区長 

24 区長 達成 関係所属において区ＣＭ事業
のＰＤＣＡが適切に行われ、制
度の趣旨に即した運用が徹底
されていると評価している区
長（区ＣＭ）の割合 

24 区長 

 

（理由） 

予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

①-２・② ニア・イズ・
ベターの徹底の観点か
ら、区ＣＭ権限等が適切
に整理されていると考え
る区長（区ＣＭ）の割合 

24 区中 

２年度 21 区長 

３年度 24 区長 

ニア・イズ・ベターの徹底
の観点から、区ＣＭ権限
等の整理や区・局の連携
の推進が適切に図られて
いると考える区長（区Ｃ
Ｍ）の割合 

24 区中 

４年度 23 区長 

５年度 24 区長 

24 区長 達成 ニア・イズ・ベターの徹底の
観点から、区ＣＭ権限等の整
理や区・局の連携の推進が適
切に図られていると考える区
長（区ＣＭ）の割合 

24 区長 

 

（理由） 

予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①区ＣＭ制度の趣旨に即
した運用の徹底に向け
た区ＣＭ事業のＰＤＣ
Ａサイクルによる事業
監理の強化及び区ＣＭ

・区長会議において、「区
ＣＭ事業のＰＤＣＡ」の
仕組みの運用状況につ
いて振り返った結果を
関係所属に周知すると

・５年度の目標
達成に向けた
課題を洗い出
し、その解決
に向けて取組

・区長会議において、成果指
標測定のためのアンケー
トにおける各区長（区Ｃ
Ｍ）の意見等を踏まえ、５
年度の目標達成に向けた

                                                      
63 地方自治法上、「区長」は「区役所の長」であり、局の事務を所掌できないことになっていることから、現行の政令指定都市
制度のもとで、区の区域内における各局の基礎自治に関する業務を横断的に総括し、局長以下を指揮監督する職として、24 
の「区シティ・マネージャー（区ＣＭ）」職を設置し、24 区長をもって充てる（兼務する）旨を大阪市の事務分掌規則に定
めている。 

64 住民に近いところで行われる決定ほど望ましい、という地方分権の基本的な考え方。 
65 施策・事業に必要な要素である企画（Plan）、運営（Do）、評価（Check）、改善（Action）を一貫した流れのものとして捉
え、それらを循環させることで、以降の施策・事業の改善に結びつける手法。 
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の権限等の整理 

・区長会議において、成果
指標測定のためのアン
ケートにおける各区長
（区ＣＭ）の意見等を踏
まえ、４年度の目標達成
に向けた課題を洗い出
し、その解決に向けて取
組を進める。 

ともに、その実践の徹底
を図った。 

・区長会議において、区Ｃ
Ｍ事業の関係所属職員
に対するｅラーニング
を実施するとともに分
析・検証を行い、その結
果を関係所属に対して
フィードバックした。 

を進める必要
がある。 

課題を洗い出し、その解
決に向けて取組を進め
る。（通年） 

②区ＣＭが決定権を有し
ない基礎自治に関わる
局の施策・事業に係る
区・局の連携の推進 

・区ＣＭが決定権を有し
ない基礎自治に関わる
局の施策・事業に、課題
の把握、意思形成の初期
の段階から区長会議が
関与する新たな方針を
定めて連携を推進する。 

・区長会議において、「ニ
ア・イズ・ベターの徹底
に向けた区・局の連携推
進方針」を策定して各所
属に周知するとともに、
取組を進めるなかで得
られた知見から方針運
用上のポイントを整理
するなど推進を図った。 

・５年度の目標
達成に向けた
課題を洗い出
し、その解決
に向けて取組
を進める必要
がある。 

・区長会議において、成果指
標測定のためのアンケー
トにおける各区長（区Ｃ
Ｍ）の意見等を踏まえ、５
年度の目標達成に向けた
課題を洗い出し、その解
決に向けて取組を進め
る。（通年） 

③行政区の今後のあり方
の検討 

・行政区の今後のあり方
について、議会での議論
を踏まえ、区長会議、関
係局連携のもと検討を
進める。 

・議会からの要請に応じ
て説明等を行うための
窓口として、情報提供等
の対応を行った。 

・他都市状況の情報収集
を行った。 

・議会での議論
を注視する必
要がある。 

・行政区の今後のあり方に
ついて、議会での議論を
踏まえ、区長会議、関係局
連携のもと検討を進め
る。（通年） 
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柱４-３ 区役所業務の更なる改善の推進                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

２年度 

・標準化66の計画策定 

・１年目の標準化計画達成 

３年度 

・２年目の標準化計画達成 

４年度 

・３年目の標準化計画達成 

５年度 

・標準化計画により標準化
した業務のモニタリン
グが行われている状態
の確立 

・３年目の標準化計画達
成 

達成 標準化計画により標準化した
業務のモニタリングが行われ
ている状態の確立 

（理由） 

 予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①区役所業務における業
務改善のベストプラク
ティスをもとにした 24 
区の標準化と、更なる改
善を継続的に行ってい
く仕組みの構築 

・国の標準準拠システム
の進捗状況に応じて、プ
ランに掲げる対象とす
る区役所業務に係る改
善本部のもと、各区及び
関係所属の意見を十分
に聴取・考慮しつつ、標
準化計画に沿った３年
目の取組を進めていく。 

・改善本部のもと、策定し
た標準化計画に沿って
３年目の取組を実施し
た。 

区長会議福祉・健康部
会では、改善本部にお
いて審議の結果、対応
を必要とした案件に
ついて、全件対応され
たことを確認した。 

区長会議こども・教育
部会では、改善本部に
おいて、昨年度に引き
続き全区で実施した
保育施設等一斉入所
のオンライン予約に
関し、事後検証の結果
明らかになった課題
と更なる機能の向上
について庁内調整を
進めていること、及
び、国の標準準拠シス
テムへの移行に関し、
国に改善要望を行っ
ていることを確認し
た。 

・国の標準準拠
システムの影
響を受ける一
部の業務につ
いては、今後
の自治体情報
システム標準
化の進捗状況
に応じて取組
を進める必要
がある。 

・国の標準準拠システムの
進捗状況に応じて、プラ
ンに掲げる対象とする区
役所業務に係る改善本部
のもと、各区及び関係所
属の意見を十分に聴取・
考慮しつつ、標準化計画
に沿った４年目の取組を
進めていく。（通年） 

                                                      
66 作業要領書などの整備を徹底し、作業効率を向上させるとともに、担当者間のムラ及び変化点（引継ぎや制度改正など）に
関するリスクの低減を図ること。 
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【改革の柱５】人材育成・職場力の向上 

柱５-１ 次代を担う職員の育成                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

「状況に応じて、リーダ
ーシップを発揮してい
る」かつ「困難な問題にも
積極的にチャレンジし、
自己成長につなげたい」
に、「思う」と回答した職
員の割合 

２年度 10％ 
３年度 10％ 

キャリアデザインシート
において「状況に応じて、
リーダーシップを発揮し
ている」かつ「困難な問題
にも積極的にチャレンジ
し、自己成長につなげた
い」に、「思う」「やや思う」
と回答した係長級以上の
職員の割合 

４年度 58％ 

５年度 60％ 

キャリアデザインシート
において「組織から求め
られる役割を理解してい
る」かつ「困難な問題にも
積極的にチャレンジし、
自己成長につなげたい」
に、「思う」「やや思う」と
回答した係員の割合 

４年度  77％ 

５年度  80％ 

係長級以上 65.4% 

係 員   79.9% 

達成 キャリアデザインシートにお
いて「状況に応じて、リーダー
シップを発揮している」かつ
「困難な問題にも積極的にチ
ャレンジし、自己成長につなげ
たい」に、「思う」「やや思う」
と回答した係長級以上の職員
の割合 

５年度 66％ 

キャリアデザインシートにお
いて「組織から求められる役割
を理解している」かつ「困難な
問題にも積極的にチャレンジ
し、自己成長につなげたい」に、
「思う」「やや思う」と回答した
係員の割合 

５年度 80％ 

（理由） 

係長級以上の目標について、４
年度実績が５年度目標を上回
ったため、５年度目標を上方修
正する。 

 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①自主的・主体的に行動す
ることができる職員の
育成・支援 

・自己啓発講座の開催回
数を増やす等、自主的・
主体的に行動できるよ
う、幅広い視野や多様な

・自己啓発講座を、３年度
は２講座実施であった
ところ、４年度は 15 講
座開催し、幅広い視野や
多様な知識を身に着け
る機会を増やした。 

・中堅職員研修のカリキ

・引き続き、自
主的・主体的
に行動するこ
とができる職
員や複雑化・
多様化する行
政課題にも対

・全職員を対象としたＤＸ
67基礎研修を実施し、行政
スキルに加えデジタルス
キルを身につけ、自主的・
主体的に行動できる職員
を育成する。 

・民間企業との人事交流研

                                                      
67 デジタルトランスフォーメーション。一般的には「新たな価値を創造することを目的に、デジタル技術の駆使によって既存
の枠組みを変化させること」をいう。 
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知識を身に付ける機会
を提供するとともに、各
階層別研修の内容の改
善も行い取組を強化す
る。 

・民間企業との人事交流
研修（旧民間企業派遣研
修）を拡充し、若年層職
員の計画的な育成・支援
をさらに推進する。 

ュラムを見直し、リーダ
ーシップについて理解
する内容を実施した。ま
た、各階層別研修でカリ
キュラムごとにオンラ
イン研修やグループ研
修を組み合わせるなど、
効果的な実施手法へと
見直した。 

・５年度からの派遣先及
び、民間企業から本市へ
の受け入れを拡充した。 

応できる専門
性やチャレン
ジ精神のある
職員を育成・
支援する必要
がある。 

修の更なる拡充に取り組
む。 

②各所属における職員の
専門性の向上 

・各所属と連携し、e ラー
ニングの手法も活用し
ながら、ＩＣＴ68に関す
る研修等を実施し専門
性の向上に取り組む。 

・各所属で実施する専門
研修において、e ラー
ニングシステムを活用
し専門性を向上させる
研修の実施を支援し
た。（127 コンテンツ） 

・福祉職員のキャリア研
修（３級２年目職員）
を拡大実施した。 

・各所属における専門研修
での適切な e ラーニング
システムの活用を促進
し、専門性の向上に取り
組む。 

・全職員を対象としたＤＸ
基礎研修や、全課長級を
対象としたＤＸマネジメ
ント研修を実施する。 

③職員による改善、問題解
決や新たなチャレンジ
を促す仕組みの構築 

・業務改善や問題解決に
資する取組事例や手法
について、職員向け e ラ
ーニング等により情報
発信及び研修を実施す
る。 

・様々な課題に積極的に
チャレンジする組織風
土を醸成するための仕
組みを検討する。 

・全所属の係長・係員を
対象に業務改善や問題解
決に資する「問題解決研
修（本編・参考事例
編）」（e ラーニング）を
実施した。 

・様々な課題に積極的にチ
ャレンジする組織風土を
醸成するための仕組みを
検討した。 

・業務改善や問題解決に資
する取組事例や手法につ
いて、職員向け e ラーニン
グ等により情報発信及び
研修を引き続き実施する。
（通年） 

 

・引き続き、様々な課題に積
極的にチャレンジする組
織風土を醸成するための
仕組みを検討する。（通
年） 

 

  

                                                      
68 Information and Communication Technology の略。コンピュータやインターネットなどの情報通信技術のこと。 
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【改革の柱６】働き方改革 

柱６－１ 働き方改革の推進                                                                                                           

４年度目標の達成状況 

目標 ４年度実績 
４年度目標 
の評価 

５年度目標 
（設定・変更等） 

２年度及び３年度 

【長時間労働の是正】 

・職員１人あたりの時間
外勤務の年間平均時間
数 

 ２年度 124 時間 

 ３年度 124 時間 

・職員１人あたりの年次
休暇の年間平均取得日
数 

 ２年度 16 日 
 ３年度 16 日 

【仕事と生活の両立】 

・男性職員の育児休業等
取得率 

 ２年度 13.0％ 

３年度 30.0％ 

・管理職に占める女性職
員の割合（事務系） 

 ２年度 

 課長級以上 20.0％ 

 係長級以上 30.0％ 

３年度 

 課長級以上 20.0％ 

 係長級以上 30.0％ 

４年度 抜本的な働き方
改革の実現に向けた実施
方針の策定 

※５年度の目標は、４年
度に策定する実施方針
を踏まえて策定 

・働き方改革のビジョンと
なる「働き方改革の実施
方針」を策定 

達成 「働き方改革の実施方針」に
基づき各取組の導入検討を行
い、フレックスタイム制度等、導
入可能なものから順次運用開始 

（理由） 

「働き方改革の実施方針」が
策定され、方針に基づいた取組
を行うこととなったため 

４年度取組の実施状況 

４年度の取組内容 
４年度の主な 
取組実績 

課題 
５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①長時間労働の是正 

・時間外勤務の上限規制
を踏まえて、ＰＣログ管

・ＰＣログ管理支援シス
テムを活用しながら管
理の徹底を図るととも
に、各所属の時間外勤務

・様々な先行事
例も参考にし
ながら、個々
の職員及び職

・引き続き、時間外勤務の上
限規制を踏まえて、ＰＣ
ログ管理支援システムを
活用しながら管理の徹底
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理支援システムを活用
しながら管理の徹底を
図るとともに、モニタリ
ングを実施するなどに
より、長時間労働の是正
に向けて取り組む。 

の状況に応じてヒアリ
ングを実施するなど、長
時間労働の是正を図っ
た。 

場の生産性を
向上させ、大
阪市を取り巻
く様々な情勢
の変動にも柔
軟に対応でき
る変化に強い
組織づくりに
つなげていく
必要がある。 

を図るとともに、モニタ
リングを実施するなどに
より、長時間労働の是正
に向けて取り組む。（通
年） 

②働きやすい職場環境づ
くりの取組 

・研修の実施や制度の周
知及び既存制度の利便
性の向上などにより、働
きやすい職場環境づく
りを推進する。 

・階層別研修のほか、引
き続き「女性職員の多
様な働き方を考えるコ
ラム」の発行・周知を
行うなど、働きやすい
職場環境づくりに取り
組んだ。 

・引き続き、研修の実施や制
度の周知及び既存制度の
利便性の向上などによ
り、働きやすい職場環境
づくりを推進する。（通
年） 

 

③柔軟な働き方の推進 

・テレワーク69等の各種制
度による柔軟な働き方
の更なる推進に取り組
むとともに、全庁横断的
な取組を行うためのプ
ロジェクトチームを設
置し、大阪市役所のある
べき働き方の絵姿を示
す。 

・テレワーク等の各種制
度による柔軟な働き方
の推進に取り組むとと
もに、副市長をトップ
とした大阪市働き方改
革プロジェクトチーム
を設置し、働き方改革
のビジョンとなる「働
き方改革の実施方針」
を策定した。 

・引き続き、テレワーク等の
各種制度による柔軟な働
き方の更なる推進に取り
組むとともに、「働き方改
革の実施方針」に基づき
各取組の導入検討を行
い、フレックスタイム制
度等、導入可能なものか
ら順次運用を開始する。
（通年） 

④コミュニケーション活
性化・ムダ取りのための
オフィス改革 

・新型コロナウイルス感
染症の感染状況を踏ま
えたうえで、それぞれの
職場実態に応じた取組
を進める。 

・各所属におけるフリー
アドレス70及びオープン
オフィス71の導入状況を
調査し、課題や効果等の
検証を行う。 

・生産性の向上や働き方
改革の観点から、それ
ぞれの職場のワークス
タイルに合わせた会議
の実践を促すため、庁
内会議の見直しに係る
資料を作成し、全職員
に向けて提案した。 

・各所属におけるフリー
アドレスの導入状況を
踏まえて、課題や効果
等の検証を行った。 

・生産性の向上
や働き方改革
の観点から、
引き続き各所
属における庁
内会議の見直
しに向けて取
り組んでいく
必要がある。 

・各所属における庁内会議
の実態を調査し、その結
果に基づき各所属による
自律的な改善を促すこと
で、全庁的な庁内会議の
見直しを進める。（通年） 

 

  

                                                      
69 ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方のこと。 
70 職場で従業員の席を固定せず、空いている席を自由に使う制度。 
71 隔たりのない広い事務室で、大勢の職員が働く職場環境。 
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（参考）柱４-１ 地域活動協議会による自律的な地域運営の促進 各区状況 

 

【各区における４年度実績】 

目標指標：地活協の構成団体が、地域特性に即した地域課題の解決に向けた取組が自律的に進め

られている状態にあると思う割合 

４年度目標：市全体で 89.0％ 

市全体の４年度実績：89.6％（目標達成） 

 区ごとの４年度実績： 
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４年度取組の実施状況 

取組①「地域の実情に即したきめ細かな支援」 

                                                      
72 まちづくりセンター：「大きな公共を担う活力ある地域社会づくり」の実現に向けて、市民による自律的な地域運営を積極的
に支援することを目的としている機能や体制などの総称。 

 ４年度の取組内容 
４年度の主な 

取組実績 
課題 

５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・「まちセンオンラ
インルーム」の定
期開催を継続し、
各地域での Web
会議開催支援や
情報共有を行う。 

・地域住民と地域活
動 の 担 い 手 の
方々が共に取り
組める事業とし
て、感謝メッセー
ジを持った人を
写した写真を 10
万枚収集し、ギネ
ス世界記録に挑
戦する事業を企
画することで、地
域のつながりづ
くりの支援を行
う。 

・百歳体操や高齢者
食事サービスな
ど各地活協の活
動の場において、
感謝メッセージ
を持った人を写
した写真を 10 万
枚収集し、ギネス
世界記録に挑戦
する事業を実施
し、地域住民と地
域活動の担い手
の方々が共に取
り組むことによ
り、コミュニティ
の活性化や地域
住民の意欲醸成
につなげること
ができた。 

・コロナ禍で停滞し
ていた地域活動
が徐々に再開し
つつあるが、活動
の停滞が２年以
上に及んだこと
から、これまでの
地域活動の継承
が危ぶまれる状
況が生じている。 

 

・地域住民やボランテ
ィア団体等が地域イ
ベントや事業への参
画をきっかけとし
て、地域活動の担い
手の方々と共に取り
組めるよう、地域の
つながりづくりを支
援する。（通年） 

都島区 

・全地域の会計担当
者を対象とした
会計事務説明会
を実施し、各地域
間での情報共有
を図るほか、地域
担当者の横のつ
ながりづくりの
支援も行う。 

・全地域の会計担当
者を対象とした
会計事務説明会
を実施し、各地域
間での情報共有
を図った。(７月) 

・地域公共人材を活
用し、地域の若手
を主体としたイ
ベント開催に向
けワークショッ
プを行った。 

・一部の地域では、
地域内の世代交
代が進んでおら
ず、役員や会計事
務担当者の負担
が大きくなって
いる。 

 

・引き続き、若年層の地
域参画を促進するた
め、地域公共人材な
どを活用し、次世代
の人材育成に向けた
支援を行う。（通年） 

・まちづくりセンター
72と連携しながら、引
き続き、地域の会計
担当者を対象とした
会計事務説明会を実
施する。（通年） 

福島区 

・新型コロナウイル
ス感染症の感染
拡大防止に配慮
しつつ、地域活動
が円滑に行われ
るように支援方
法を検討する。 

・ＳＮＳ活用の環境
整備支援やわか
りやすい活用説
明書を作成して

・活動再開に向け
て、事業開催方法
や開催場所など
従来と違う手法
での事業実施を
地域状況に応じ
て提案した。 

・様々な感染対策物
品の活用や対策
事例を説明し、安
全で安心な事業

・新型コロナウイル
ス感染症の影響
が３年に及ぶ長
期にわたるため、
これまで活動し
てきたスタッフ
の方のモチベー
ションの維持・向
上が必要である。 

・新たな担い手（増
員）確保も難しい

・新型コロナウイルス
の感染対策を踏ま
え、地域活動に向け
たマニュアル作成を
支援し、安定的・円滑
な事業実施が行なわ
れるよう支援してい
く。（通年） 

・ＳＮＳを活用するた
めの環境整備を支援
するほか、わかりや
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地域の理解を深
めるなど、地域実
情に合わせてＳ
ＮＳ等を活用し
た効果的な情報
発信の支援を行
う。 

・担い手の不足につ
いては、上記ＳＮ
Ｓ等の活用で新
たな担い手を募
集できるように
支援するほか、各
地域における効
率的な活動体制
の情報を収集・共
有することで負
担軽減のきっか
けづくりに努め
る。 

再開を促した。 

・ＳＮＳを活用する
ためのネット環
境が不十分であ
った地域に対し
て環境整備の支
援をし、ホームペ
ージ・Facebook
の作成説明書を
配付し、理解が深
まるまで丁寧に
説明を行なった。 

・ホームページ更新
頻度が低くなっ
た地域へ、自律的
なホームページ
更新が確認でき
るまで支援を継
続し、新たな担い
手の募集などが
できるように情
報発信のスキル
向上に向けた支
援を行った。 

・まちづくりセンタ
ーの支援に関す
るアンケートを
行い、その評価と
これまでの支援
の効果検証に基
づき、支援内容の
改善を行った。 

が高齢化による
スタッフの減員
が多く、実施体制
の再検討を引き
続き行う必要が
ある。 

・地域の「やりたい」
ことと「できるこ
と」の乖離がある
ため、地域課題や
住民ニーズを洗
い出し、解決へ向
けた話し合いが
できるように支
援する必要があ
る。 

・ＳＮＳ活用の支援
強化は重要であ
るが、活動の担い
手が高齢化する
中、情報共有等が
上手くいかない
場合があるため、
地域実情を十分
に把握し支援方
法を講じる必要
がある。 

・構成団体や連携で
きる団体を拡大
しながら、組織運
営や事業実施に
おける地域の負
担軽減を図って
いく必要がある。 

すく丁寧にＳＮＳ活
用の説明や事例を共
有するなど地域の理
解を深め、地域実情
に合わせたスキル向
上支援を行う。（通
年） 

・担い手の不足につい
てＳＮＳ等の活用で
新たな担い手を募集
できるように支援す
る。（通年） 

・各事業の場を地活協
のＰＲの場として活
用していくことで、
より多くの方に地活
協の意義や活動内容
を理解してもらい、
今後の担い手の確保
に努める。（通年） 

此花区 

・安全に活動を行う
ための感染拡大
防止方法等につ
いての相談支援
を実施する。ま
た、コロナ禍にお
ける会議開催の
ためオンライン
の活用について
きめ細かい支援
を実施し、多くの
参加を促す。 

・地域での活動や取
組を地活協が中
心となって開催
していることを
ＳＮＳや区役所
の広報版で情報
発信した。 

・コロナ禍における
活動方法に関す
る情報提供を行
った。 

・Zoom によるオン
ラインを活用し、
幅広い年齢層へ
地域の活動を紹
介し新たな地域
資源や人材発掘
を実施した。（５

・コロナ禍の間に活
動の長期自粛が
続いていたこと
から、スムーズな
地域活動の再開
が難しい地域も
ある。 

・引き続き、地域での活
動や取組を地活協が
中心となって開催し
ていることをＳＮＳ
や区役所の広報版で
情報発信する。（通
年） 

・コロナ禍以前の規模
での地域活動再開に
向けて、過去に行っ
ていた活動ノウハウ
の活用や、地活協と
地活協外部の人がつ
ながる場の試行な
ど、新たな地域人材
の拡充に向けた支援
を行い、地域活動運
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回） 

・地域カルテの更新
と地域ごとの現
状や課題の把握
に取り組んだ。
（９地域） 

営の基盤強化を図
る。 

・オンラインを活用し、
幅広い年齢層へ地域
活動を紹介すること
で、新たな地域資源
や人材の発掘につな
げる。（通年） 

・引続き、地域カルテの
更新と地域ごとの現
状や課題の把握に取
り組む。（９地域） 

中央区 

・地域活動に関わる
記事を広報紙に
掲載する。 

・区庁舎に、地活協
の活動紹介パネ
ルやイベントチ
ラシを掲示する。 

・様々な地域情報を
Twitter 等で発信
する。 

・ガイドラインを活
用し、住民と地域
をつなぐ取組を
支援する。 

・防災講演会や防災
訓練計画作成な
どの「マンション
防災」の取組を支
援する。 

・各地域の課題解決
に向けた地活協
の取組を広報紙
に掲載した。（下
期） 

・区庁舎に「地活協
コーナー」を設
け、地活協の活動
紹介パネルを掲
示した。（通年） 

・地域イベントなど
の地域情報を随
時 Facebook で発
信した。（随時） 

・マンション等の建
築段階から地域
との関係をつく
るために作成し
たガイドライン
を活用し、住民と
地域をつなぐ取
組を支援した。
（通年） 

・マンション居住者
を対象に防災講
演会を企画開催
し、防災訓練など
「マンション防
災」の取組を支援
した。 

・転出入が多く、居
住年数の浅いマ
ンション住民層
では、地域とつな
がりにくい状況
となっている。 

・居住者同士のつな
がりづくりの大
切さの啓発や地
域活動への関心
を持ってもらえ
るきっかけとな
る継続的な周知
が必要となって
いる。 

・広報紙に、地域活動に
関わる記事を掲載す
る。（下期） 

・区庁舎１階の「地活協
コーナー」に、地活協
の活動紹介パネルや
イベントチラシなど
を掲示する。（通年） 

・様々な地域情報を   

Facebook等で発信す
る。（通年） 

・左記ガイドラインを
活用し、出前講座な
どを通じて居住者同
士のつながりづくり
の大切さや地域活動
への関心を持っても
らえるきっかけとな
るよう啓発する。 
（通年） 

・地域活動参加へのき
っかけづくりの一環
として、防災講演会
や防災訓練計画作成
などの「マンション
防災」の取組を支援
する。（通年） 

西区 

・自治会や町内会、
子ども会など地
縁型団体の活動
状況について、活
動主体と連携し
て広報紙・ホーム
ページ等を通じ
て区民に広報し、
活動目的の周知
や活動への参加

・自治会や町内会、
子ども会など地
縁型団体の活動
状況について、活
動主体と連携し
て広報紙・ホーム
ページ等を通じ
て区民に広報し、
活動目的の周知
や活動への参加

・地域活動を行って
いる地縁による
団体やグループ、
地域のつながり
の基礎となる住
民に最も身近な
自治会・町内会単
位の参画を促す
ため、地活協や地

・地活協の広報（７月
）や、自治会・町内
会、子ども会など地
縁型団体の活動状況
について、活動主体
と連携して広報紙・
ホームページ等を通
じて区民に広報する
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73 地域活動の対象範囲を表した表現で、第一層とは「自治会・町内会単位」をさしている。なお、29 年１月にまとめられた
「区政の検証」では、第一層のほかに、第二層を「校区等地域単位」、第三層を「区単位」としている。 

を呼びかける。 を呼びかけた。
（通年：21 回） 

域での活動内容
を広く区民に知
ってもらう必要
がある。 

（通年） 

・区内イベント等での
活動目的の周知や活
動への参加を呼びか
ける。（通年） 

港区 

・コロナ禍でも実施
している地域の
事業方法を他地
域にも情報共有
し広げるととも
に、アフターコロ
ナを見据えた活
動の仕方につい
て地域スタッフ
へアドバイスし
ながら地域実情
に即した支援を
行う。 

・各地域のＳＮＳ、
オンライン会議
システムの構築
などを通じてオ
ンライン機能や
操作に習熟する
よう支援する。 

・様々な広報媒体を
活用して地活協
の認知度向上に
取り組む。 

・前年度に行った防
災を切り口とし
たマンションコ
ミュニティ構築
のためのイベン
トをさらに広げ
ながら、マンショ
ン住民と地域の
連携に取り組む。 

・地域と他の活動主
体の連携による
メリットが双方
に実感されるよ
う相互調整や連
携創出に向けて
引き続き各々の
課題やニーズ把
握を行い、マッチ

・コロナ禍でも活動
できるよう事業
形態の見直しを
地域と図り、他地
域にも情報を共
有することで、活
動再開に向け地
域の実情に即し
た支援を行った。
（通年） 

・各会館のオンライ
ンハイブリッド
型環境の整備を
促進し、コロナ禍
でも地域で情報
共有が可能とな
るよう支援を行
った。（７月、12
月） 

・広報紙、ＳＮＳ、
チラシ、イベント
でのパネル展示
等により地活協
の活動について
情報発信を行っ
た。（通年） 

・「顔の見えるつな
がりづくり」を促
進するため、地域
活動に関わりの
薄かった住民が
参加しやすく、楽
しく学べる防災
イベントを開催
した。地域と企業
等との連携企画
を含め、第一層73

支援につなげた。
（３月） 

・ひとり親家庭支援
のＮＰＯ法人と
地活協のマッチ
ングを図り、区の
地域福祉課題解
決に向け、フード

・地域実情に即した
活動再開に向け、
ウイズコロナ・ア
フターコロナを
踏まえた地域活
動（新規事業を含
め）の見直しを図
る必要がある。 

・各会館のオンライ
ンハイブリッド
型会議が可能な
環境整備は進ん
でいるが、地域に
よってはオンラ
イン機能や操作
の担い手不足が
課題である。 

・マンション住民等
地域活動に関わ
りの薄かった住
民の地域活動に
係るニーズを把
握し、第一層支援
につなげる手段
を講じる必要が
ある。 

・アフターコロナにお
ける地域活動の再開
と活性化に向け、コ
ロナ禍の事業延期や
取組の中止による活
動への影響等を洗い
出し、各地域の実情
に応じ、地域スタッ
フへのきめ細やかな
支援を行う。（通年） 

・各会館におけるオン
ラインハイブリッド
型会議の環境整備を
継続して支援すると
ともに、実際の会議
や説明会をオンライ
ンハイブリッド型で
実施しながら、操作
の習熟度の向上に向
けて支援を行う。（通
年） 

・様々な広報媒体を活
用して地活協の認知
度向上に取り組む。
（通年） 

・アフターコロナにお
いて再開される各種
地域イベントや区役
所主催の催し等の機
会を活用し、啓発活
動に取り組むなど、
地活協の認知度向上
を進める。（通年） 

・住民や区内企業等、区
内に在住、在勤する
全ての人たちに関わ
る防災をテーマとし
たイベントを継続的
に開催し、広く意識
づけすることによ
り、災害時における
地域連携の促進に取
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74 Sustainable Development Goals の略。2001 年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継として，2015 年 9 月の国連

サミットで加盟国の全会一致で採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載された 2030 年までに持続可
能でよりよい世界をめざす国際目標。 

ングにつなげて
いく支援を行う。 

ドライブ等を活
用した連携事業
創出の支援を行
った。（通年） 

・スポーツを通じて
地域活性化と住
民の交流促進を
図るスポーツコ
ミッションの取
組を各地活協に
紹介。新たな活動
創出につなげた。
（７月、12 月） 

・地域貢献を実習と
して希望する大
学や専門学校と
地域をつなげ、双
方に有益な機会
となる支援を行
った。（８～11 月） 

り組む。（通年） 

・地域と他の活動主体
の連携によるメリッ
トが双方に実感され
るよう相互調整や連
携創出に向けて引き
続き各々の課題やニ
ーズ把握を行い、マ
ッチングにつなげて
いく支援を行う。（通
年） 

・地域の課題やニーズ
を把握し、地域実情
に応じて企業、ＮＰ
Ｏなど多様な活動主
体が連携、協働して
地域課題解決とＳＤ
Ｇｓ74を踏まえた持
続可能な地域づくり
に取り組んでいくこ
とができるよう必要
な支援を行う。（通
年） 

大正区 

・統括アドバイザ
ー･防災アドバイ
ザーに加え、広報
アドバイザーを
配置し、オンライ
ン会議ができる
環境整備やスキ
ルアップ支援を
行うとともに、地
域課題等の把握
や解決に向けた
活動ができるよ
う、地域カルテを
活用しながら地
域の実情に即し
た支援を展開す
る。 

・統括アドバイザ
ー･防災アドバイ
ザーに加え、広報
アドバイザーを
活用し、オンライ
ンにより会議や
イベントができ
る環境整備やス
キルアップ支援
を行った。 

・地域カルテや地域
担当制を活用し、
地域課題の把握
に努めるととも
に、まちづくりセ
ンターと連携し、
地域の実情に即
した支援を展開
した。 

・地域活動を活性化
し、自助・共助の
機運の醸成を図
るためには、住民
が地域に興味と
関心を持って関
わるとともに愛
着を持って住み
続けることが重
要である。 

・そのためには区民
が地域の課題を
認識し、地域活動
に参加するきっ
かけづくりを行
政として行う必
要がある。 

・新型コロナウイル
ス感染症の影響
により一時休止
していた地域活
動を再開するた
めの支援を行う
必要がある。 

・地域カルテや地域担
当制の活用、構成団
体アンケートや区民
アンケート調査によ
るニーズの把握を通
じ個々の地域の実情
に即した支援を行
い、地域活動への住
民参加を促す。 

・新型コロナウイルス
感染症の影響により
一時休止していた活
動を再開させるた
め、地域の実情に即
したきめ細やかな支
援を行い、活動再開
に向けて、地活協補
助金の有効な活用等
具体的な支援を改め
て行う。（通年） 

天王寺区 
・地域カルテについ
て、引き続き更新
支援及び内容の

・まちづくりセンタ
ーを活用して地
域カルテの更新

・地域カルテの地域
への浸透が不十
分であり、引き続

・引き続き、地域カルテ
の更新支援と、地域
が主体的に活用でき
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充実に取り組み、
地域への浸透を
図る。 

・コロナ禍における
課題やアフター
コロナを見据え
た地活協の活動
手法を共有する
とともに、地域の
会計全体を理解
し調整できる担
い手の育成のた
め、会計説明会及
び情報交換会の
開催を行う。 

・まちづくりセンタ
ーを活用して、地
域活動のFaceboo
k やポスター・チ
ラシによる情報
発信の支援を継
続して行う。 

を行い、備品台帳
や防災備蓄品リ
スト、経年の決算
書等を編綴し、担
当者の引継ぎや
地域内情報共有
が行えるよう活
用の支援を行っ
た。（通年） 

・まちづくりセンタ
ーを活用して、地
域の担い手が、コ
ロナ禍での地域
活動の手法や補
助金の活用につ
いて、他地域の情
報を共有できる
よう情報交換会
を開催した。（７
月・11 月） 

・地域の会計担当者
の理解を深める
よう会計説明会
を開催した。（12
月） 

・まちづくりセンタ
ーを活用して、地
域活動のFaceboo
k やポスター・チ
ラシによる情報
発信の支援を行
った。（通年） 

き更新の支援と
ともに活用を促
進する必要があ
る。 

・役員や担い手の交
代にともなう引
継ぎの支援や、地
域内での共有が
進められるよう
地域実情に応じ
た支援が必要で
ある。 

・一部の地域では電
子媒体を活用し
た地域の情報発
信が不十分であ
り、Facebook の
活用促進の支援
が継続して必要
である。 

る支援を行う。  
（通年） 

・役員や担い手の交代
にともなう引継ぎ
や、会計処理・事務処
理が自律的に円滑に
進められるようまち
づくりセンターを活
用して地域実情に応
じた支援を行う。 
（通年） 

・まちづくりセンター
を活用してFacebook

の活用促進の支援を
継続して行う。（通
年） 

浪速区 

・より多くの住民参
加を促すため、区
広報紙に地活協
の特集を掲載（年
１回以上）すると
ともに、ホームペ
ージ等に地活協
のバナーを掲載
する。 

・防災を切り口にマ
ンション住民や
子育て層といっ
た第一層へのア
プローチを強化
する。 

・10 月号広報紙に
おいて、地活協の
特集を掲載した。 

・広報紙発行に合わ
せ、ホームページ
に地活協のバナ
ーを掲載した。 

・マンション住民を
対象とした防災
講座を３棟実施
した。 

・地域避難所開設訓
練での防災講座
を 10 地域（10 箇
所）で実施した。 

・左記のとおり取り
組んだものの、地
活協の活動に対
する区民の認知
度についてのア
ンケートを実施
したところ、以下
の結果となった。 

「地活協の仕組
みのことを知っ
ている割合」：36.

5％ 

以上より、地活協
の活動に対する
区民の認知度が
まだまだ低水準
であることから、
今後も積極的な
働きかけや発信
により認知度を
高めることが必

・10 月号広報紙に地活
協の特集記事を掲
載、ホームページで
の動画掲載、ＳＮＳ
での地域活動情報発
信を行う。（通年） 

・地活協の活動内容紹
介や町会加入を促進
するチラシを各種行
事等で配布すること
で、第一層へのアプ
ローチを強化する。
（通年） 
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要である。 

・地活協の主力であ
る町会への加入
率が低水準（３年
４月推計 28.3％）
であることから、
今後も町会への
加入を促進する
必要がある。 

西淀川区 

・庁内ポータルのチ
ームサイト等を
利用し、区役所内
における地域情
報の一元化を図
り、まちづくり、
福祉活動、防災・
防犯活動等の地
域活動支援を効
率的・効果的に実
施する。 

・区役所内における
地域情報の一元
化を図るため課
題別にプロジェ
クトチームを組
成し、まちづくり
などの対策に取
り組んだ。 

・地域の諸活動を担
う人材の不足が
懸念されるため、
地域とともに地
域の担い手とな
る人材を確保し、
その育成に努め
ていく必要があ
る。 

・地域の担い手となる
人材の確保につい
て、地域とともに検
討し活動のＰＲを行
うなど、実行できる
ものから順次取り組
む。（通年） 

淀川区 

・コロナ禍において
も実施可能な地
域活動について
できるだけ行え
るようにオンラ
インの活用や他
の地域の好事例
等の情報を集め
て提供するなど
の地域活動支援
を行う。 

・地区防災計画改定
プロジェクトに
係る勉強会を対
面と Web のハイ
ブリッド形式で
開催した。（全２
回） 

・オンライン会議を
開催できる環境
が整うよう必要
な機器の知識や
会議の開催方法
の支援を行った。
（２地域） 

・中間支援組織作成
の地域活動広報
誌を配付し、情報
の提供を行った。 

・地区防災計画につ
いて、より地域の
実情に応じた計
画となるように
改定する必要が
ある。（通年） 

・地域活動を行う際
にできるだけ担
い手の負担が軽
減されるように
支援する必要が
ある。（通年） 

・４地域について、地区
防災計画改定に係る
支援を行う。（通年） 

・LINEWORKSを活用
して、メンバー間の
会議の連絡・調整が
容易となるよう支援
する。（通年） 

東淀川区 

・コロナ禍及びアフ
ターコロナを見
据え、「新しい生
活様式」に沿った
形でニーズに応
じた活動が継続
的に行えるよう、
各地域に寄り添
いながら、インタ
ーネット活用支
援やホームペー
ジ等を活用した
地域活動に役立
つ情報等を発信

・コロナ禍を踏まえ
た地域活動や補
助金運用に係る
情報提供等を行
うため、オンライ
ンを活用しなが
ら地活協連絡会
議を開催した。 

・地域づくりアドバ
イザーによる地
域へのサポート
を行った。 

・今後の活動再開
に向けて、これ
までコロナ禍に
より、地域活動
の休止を余儀な
くされたこと等
による、地域の
モチベーション
低下。 

・コロナ禍及びア
フターコロナを
見据えた新たな
活動への転換に

・コロナ禍及びアフタ
ーコロナを見据え、
「新しい生活様式」
に沿った形でニーズ
に応じた活動が継続
的に行えるよう支援
する。（通年） 

例：ＳＮＳを活用し
た広報をテーマ
とした広報講座
の実施。 

・地域担当職員による、
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75 まちづくりセンター等：まちづくりセンター設置当初は本市からの外部委託であったが、現在では、本市の会計年度任用職
員による支援を行う区もあることから、「等」と表記している。 

76 Information and Communication Technology の略。コンピュータやインターネットなどの情報通信技術のこと。 

する。 

・地域担当職員によ
る、地域力向上に
向けた支援を継
続する。 

・「東淀川区まちづ
くりフォーラム」
を開催し、コロナ
禍でも工夫して
事業等を実施し
た地域（４地域）
に活動事例等を
発表していただ
き、共有を図っ
た。 

向けた支援を推
進する必要があ
る。 

地域力向上に向けた
支援を継続する。（通
年） 

東成区 

・地域と企業間での
具体的な連携を
一つずつ実現さ
せていくために、
区役所内の部門
間での連携を進
展させるほか、ま
ちづくりセンタ
ーとも連携し、団
体間の調整がス
ムーズに進むよ
う橋渡しを行う。 

・加入促進を含めた
自治会・町内会単
位（第一層）の活
動の活性化に対
するサポートを
行う。 

・地域資源発掘のた
め実施した企業
アンケートをも
とに、地域貢献に
意欲のある企業
を訪問し、具体的
な連携に向けた
素地を作った。ま
たまちづくりセ
ンター主催の講
習会にアンケー
トで回答のあっ
た３社の参加を
得た。 

・第一層支援とし
て、地域や企業イ
ベントに出展し、
町会加入やまち
づくりセンター
事業に係るチラ
シを配布し、町会
加入及び地域交
流促進に向けた
積極的な取組を
進めた。 

・企業へのアプロー
チに時間を要し
たため、今後はよ
り具体的かつ効
果的な成果を出
すことを見据え、
企業と地域ニー
ズと合致させる
必要がある。 

・加入促進に向けて
特に若年層への
周知に限界が生
じており、情報発
信の手法につい
て検討し直す必
要がある。 

・震災訓練への参加や
災害時協力企業への
登録、地域イベント
への参画など、地域
と企業間の連携に向
けた道筋を具体的に
立案し、スピード感
をもって実現させる
べく、引き続きまち
づくりセンター等75

との連携を進める。 

・加入促進に向けた第
一層支援として、地
域活動の発信や発信
ツールの整備など、
ＩＣＴ76等も活用し
た支援策を考案し、
実施していく。（通
年） 

生野区 

・まちづくりセンタ
ーと連携し、コロ
ナ禍に適応した、
より効果的な支
援の実施に向け、
コロナ禍におい
ても地域活動を
実施している地
域の活動をモデ
ルとして、停滞し
ている地域に示
していくなど、地
域の実情に即し
た最適な支援を
行っていく。 

・コロナ禍でも会議
が開催できる環
境を確保するた
め、リモート会議
ができるように、
全 19 施設に Wi-
Fi 環境を整備し
た。 

・地域活動に役立つ
情報を Web 上に
いつでもだれで
も見ることがで
きるサイトとし
て掲載するため
の準備を行った。 

・地域において、単
独でリモート会
議を行うことが
困難であり、引き
続き支援してい
く必要がある。 

・ウェブ上に公開し
たサイトを地域
に浸透させてい
く必要がある。 

・まちづくりセンター
と連携し、コロナ禍
明けの地域活動の再
開と新型コロナウイ
ルス感染症により変
化した生活様式に対
応できる地域活動を
地域の実情に即して
おこなえるよう最適
な支援を行ってい
く。（通年） 
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77 校区等地域内で、他の市民活動団体が行っていない地域活動をカバー（補完）しながらまちづくりを進めていく機能。 
78 校区等地域の将来像や、住民の様々な意見の調整・取りまとめを行う機能のこと。 

旭区 

・各地活協が防犯・
防災、子ども・青
少年、福祉、健康、
環境及び文化・ス
ポーツの分野に
おいて、広く住民
全般を対象とし
て行う事業や地
活協の運営等（組
織運営・会計支
援）に関するアド
バイスを継続し
て実施する。 

・各地活協の現在の
活動状況や自律
度を把握し、それ
ぞれの地域の課
題を共有したう
えで、地域別実情
に即した助言や
提案、会計や活動
に関する学習会
の開催等、きめ細
かな支援を継続
して行うことで、
新たな担い手の
育成、より多くの
住民の活動参加
を促す。 

・「コロナ禍でもで
きる地域活動の
ヒント」等を活用
し、地域活動の再
開に向けた助言・
提案等の支援を
実施した。（通年） 

・補助金申請及び実
績報告に関する
会計説明会を地
域ごとに開催し
た。また、日頃か
ら会計事務に関
する相談対応や
個別説明会の開
催などの支援を
行った。（通年） 

・各地域の実情や課
題の認識・共有等
により各地域カ
ルテの更新に係
る支援を実施し
た。（通年） 

・多くの地域で活動
が再開されてい
るが、地域間で差
が生じている。全
ての地域で活動
が再開されるよ
う引き続き各地
域の実情に即し
たきめ細かな支
援を実施する必
要がある。 

・各地活協が全ての住
民を対象として実施
する防犯・防災、子ど
も・青少年、福祉、健
康、環境及び文化・ス
ポーツなど様々な分
野における事業や地
活協の運営等（組織
運営・会計等）に関す
る支援を継続して実
施する。（通年） 

・全ての地域で活動が
再開されるよう、各
地活協の活動状況等
を把握し、それぞれ
の課題を共有したう
えで、地域の実情に
即した助言や提案等
をはじめとした、き
め細かな支援を継続
して実施する。あわ
せて、新たな担い手
の育成やより多くの
住民の活動参加を促
す。（通年） 

城東区 

・紙媒体とＳＮＳ
等電子媒体を連
動させる等の工
夫により、より
広く、多くの地
域活動に関する
情報を伝達でき
るような方策を
探っていく。 

・広報誌における
各地活協の活動
紹介記事に、各
地活協が運用す
るＳＮＳやホー
ムページにアク
セスできる二次
元コードを掲載 

・各地活協のＳＮ
Ｓやホームペー
ジを継続的に運
営できるよう支
援する必要があ
る。 

・地域のニーズに応じ
てＳＮＳやホームペ
ージの運営を支援す
る。（通年） 

・広報誌等における各
地活協の活動紹介及
び各地活協が運用す
るＳＮＳやホームペ
ージとの連動に継続
して取り組む。（通
年） 

鶴見区 

・まちづくりレポー
トの更新を行う
とともに、ウィズ
コロナに即した
活動手法及び感
染症対策情報の
提供を行い、地域
活動支援を実施
する。 

・地活協の担い手の

・まちづくりレポー
トを活用すると
ともにウィズコ
ロナに即した地
域活動の実施に
向け、地域、関係
団体（まちセン・
区社協）等と課題
を共有し、活動支
援を行った。 

・地域課題の解決に
向けた取組が自
律的に進められ
ている状態にな
るような支援策
の実施が必要。 

・町会加入率の向上
につながる支援
の実施が必要。 

・地域課題の取組が自
律的に進められるよ
う、準行政機能77に係
る情報発信、総意形
成機能78に関する助
言を実施する。（通
年） 

・まちづくりレポート
の活用支援・更新を
行うなど、新しい生
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高齢化が進んで
おり、新たな担い
手の発掘に向け
た支援及び町会
加入促進のため、
区内不動産会社
へのリーフレッ
ト配架に取り組
み、地域の実情に
応じたきめ細や
かな支援を行う。 

 

・地活協の新たな担
い手の発掘に向
け定年退職を迎
えられた方の社
会参加に対する
意識調査を行い、
地域、関係団体
（まちセン）と共
有し、支援策を検
討した。 

・町会加入促進に向
け、区内不動会社
へのリーフレッ
ト配架に取り組
んだ。 

活様式に適した地域
活動支援を実施す
る。（通年） 

・町会加入促進のため、
区内不動産会社への
リーフレット配架に
取り組む。（通年） 

阿倍野区 

・各地活協が作成し
た地域カルテを
活用して各地域
の課題等を共有
し、新たな担い手
の育成に向けた
事業を開催する
など、より自律し
た地域をめざし、
きめ細やかな支
援を行っていく。 

・引き続き、コロナ
禍における地域
活動について、効
果的な他の地域
の事業の情報を
共有するなど支
援を行う。 

・阿倍野区で行う地
域活動やビジネ
スについて区内
の団体や企業へ
提案したい若い
世代のアイデア
を募集する「まち
づくりビジネス
アイデアコンテ
スト」を実施し、
新たな担い手の
育成を図るとと
もに、効果的な事
業のアイデアと
して情報を共有
した。 

・第一層の活動を支
援するため、リー
フレットの作成
や広報紙への掲
載、転入者に配布
を行った。 

・コロナ禍におい
て、各地活協のオ
ンラインの環境
整備や、会議、事
業等への開催支
援を行った。 

・コロナ禍で停滞し
ていた地域活動
の再開に向けて、
身近な地域での
つながりづくり
や、様々な活動主
体と地域の活性
化を図る必要が
ある。 

・様々な活動主体と地
域の活性化を図るた
め、地域カルテを活
用して地域課題等の
共有や、新たな担い
手不足の解消等の地
域課題に対し、地域
が実施している効果
的な事業の情報を提
供するなど、地域活
動再開に向けて支援
を行う。（通年） 

住之江区 

・まちづくりセン
タ―と連携し、
ポータルサイト
「すみのえ情報
局」等を活用し
た地域活動の積
極的な情報発信
とＩＣＴを活用
できる広報担当
の人材育成を行
う。 

・地活協が自らも
ＩＣＴを活用
し、積極的な情
報発信が行える
よう動画作成講
座を開催した
（３回連続講座
×１クール）。 

・地活協の広報担当
者実務者交流会
「広報編」を開催

・地域の実情に合
わせた広報事務
支援を行う必要
がある。 

・まちづくりセンタ
ーと連携し、地域広
報紙の発行や「すみ
のえ情報局」等ＩＣ
Ｔを活用した広報
など、地活協の実情
に合わせた情報発
信等の取組を支援
する。（通年） 
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した（11 月）。 

住吉区 

・地域活動への区民
の参画（特に若い
世代）を促進する
ため、 

①新型コロナウイ
ルス感染症の影
響で休止等して
いる地域の活動
の再開を支援す
る。 

②地活協による広
報紙発行やＳＮ
Ｓを活用した情
報発信を重点的
に支援する。 

・行事等の集客が困
難な場合に備え
てオンライン等
の手法も並行し
て準備し、事業実
施できるよう支
援する。 

・町会未加入のマン
ションを優先に
防災訓練を実施
し、訓練を通して
地域活動への参
画及び町会加入
を促進する。 

・地域行事の中で、
企業や学生と連
携し、パソコンや
スマートフォン
の教室を実施で
きるよう支援を
行う。 

・子育てサロン等の
活動情報をホー
ムページで周知
した。（通年） 

・コロナ禍において
も工夫を凝らし
て活動を再開し
た好事例などを
地活協会長会で
情報発信した。
（７月） 

・地活協広報紙の発
行支援を行った。
（３地域） 

・地域団体の会議を
Zoom を使用した
オンライン会議
で行えるよう支
援し、地域が事業
を実施すること
ができた。（１地
域） 

・不動産団体と連携
した町会加入促
進をマンション
住民へ行った。
（通年） 

・マンション住民を
対象に防災意識
向上研修を実施
し、地域の防災訓
練への参加、町会
加入の呼びかけ
を実施した。（３
棟） 

・地域の集会所（１
箇所）でスマホ教
室を開催すると
ともに、講師養成
のためのスマホ
教室を開催し（１
回）、身近な地域
でのスマホ教室
の実施に向けた
支援を行った。 

・中止を余儀なく
されてきた地域
活動が再開され、
小規模事業の開
催や集客は復調
傾向にあるが、大
規模事業につい
ては、役員の高齢
化や交代等の影
響もあり、再開に
あたっては支援
が必要である。 

・地活協による広
報紙発行ができ
ていない地域が
ある。 

・マンション住民
の防災訓練参加
者が少なく町会
加入に結びつい
ていない。 

・イベントや行事
参加者の高齢化
に伴い、オンライ
ンを活用できる
知識や環境が整
っていない。 

・アフターコロナに向
け、行事の再開や拡
充、誰もが気軽に参
加できるような新規
事業の創設など、地
域の実情に応じ支援
する。（通年） 

・地域活動への区民の
参画（特に若い世代
や子育て世代）を促
進し、新たな担い手
を発掘するため、地
活協による広報紙発
行やＳＮＳを活用し
た情報発信を重点的
に支援する。（通年） 

・マンション建設時か
ら管理者等に町会加
入の働きかけを実施
するとともに、町会
未加入のマンション
を優先に防災訓練を
実施し、訓練を通じ
て地域活動への参画
及び町会加入を促進
する。（通年） 

・地域行事の中での企
業や学生と連携した
スマホ教室等の実施
や、ＳＮＳの活用に
よる情報連絡体制の
構築ができるよう支
援する。（通年） 

東住吉区 

・地域の状況を把握
するため地域で
の聞き取りを行
い、支援事業者と
連携しながら、活
動への助言や提

・全地域にヒアリン
グを行い、新型コ
ロナウイルス感
染症の拡大防止
を考慮した活動
への検討を行っ

・新型コロナウイル
ス感染症の影響
により、従来の方
法では出来ない
活動もあり、活動
の形や工夫等に

・地域の状況を把握す
るため地域での聞き
取りを行い、支援事
業者と連携しなが
ら、活動への助言や
提案を行うことで課
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案を行うことで
課題解決に取り
組む。 

た。 ついて検討する
必要がある。 

題解決に取り組む。
（通年） 

・説明会等で各地域の
情報共有を図り、各
地域の気づきや、連
携に繋げる。（下期） 

平野区 

・アウトリーチ型の
活動を積極的に
行うことで、地域
との信頼関係を
強化する。 

・コロナ禍でも実施
可能な事業につ
いて、地活協・ま
ちづくりセンタ
ーとともに検討
し、成功事例等を
積極的に情報収
集し共有する。 

・コロナ禍が落ち着
いてきた時期よ
り、地域活動再開
に向けての相談
が多くなったが、
潜在ニーズを顕
在化させるなど
積極的にアウト
リーチ型の活動
を行うことで、地
域との信頼関係
を強化できた。 

・コロナ禍において
も地域の広報紙
などを通して、地
域情報を積極的
に発信し、また、
成功事例等を積
極的に情報収集
し、地域と共有し
た。 

・地域の行事が再開
していく中で、地
域行事が途切れ
ないように支援
していく必要が
ある。 

・コロナ禍前のように
地域活動ができるよ
う、まちづくりセン
ターとともに連携
し、地域ごとの成功
事例を共有すること
によって、地域行事
が途切れないように
支援していく。（通
年） 

西成区 

・アフターコロナに
おける地域活動
の再開を見据え、
他地域における
活動内容の共有
やオンラインの
活用による活動
の多様化への対
応など、地域の実
情や希望に即し
た支援を実施す
ることで、活動再
開への機運醸成
やモチベーショ
ンアップを図る。 

・昨年度に引き続
き、地活協の会議
が様々な参加方
法で開催できる
よう、集合型とオ
ンラインを併用
したハイブリッ
ド型の会議開催
を支援した。 

・活動事例の共有や
交流・意見交換を
目的とした「地域
活動協議会まち
づくりフォーラ
ム」を開催し、各
地活協担当者間
の意見交換会（ワ
ークショップ）等
を通じたつなが
りづくりを行っ
た。 

・地域と対話を行い
ながら、新たな活
動の立ち上げに
関して活動費に
関する助言や計
画書作成の支援

・徐々に活動が再開
されつつあるも
のの、４年度中止
となった事業も
多く、今後の活動
再開にあたって
は、地域の現状把
握や実施手法を
再検討するなど
の工夫が必要で
ある。また、継続
して実施してい
る活動について
も、同様に検討が
必要である。 

・各地域と活動内容や
課題をはじめとする
地域状況を共有し、
地域や構成団体が必
要と感じている活動
のより効果的な実施
に向けた検討を支援
するため、各種アン
ケート結果の分析や
内容見直しの提案等
を行う。（通年） 



66 

 

 

  

等を行い、年度途
中に実施するこ
とができた。 
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取組②「地活協の意義・求められる機能の理解促進」 

 ４年度の取組内容 
４年度の主な 

取組実績 
課題 

５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・地活協の意義や求
められる機能に
ついて、引き続
き、地活協と認識
共有し、地域住民
の理解が深まら
ない原因を分析
した上で課題を
抽出し、地域活動
連絡会議や区政
会議の場など機
会があるごとに
積極的に発信す
るとともに、各地
域の課題に応じ、
ＩＣＴや広報紙、
掲示板、毎月発行
するまちセン通
信なども活用し
ながら、効率的な
支援を行う。 

・地域住民と地域活
動 の 担 い 手 の
方々が共に取り
組める事業とし
て実施したギネ
ス世界記録に挑
戦事業を通じて、
百歳体操や高齢
者食事サービス、
子育てサロンな
ど、様々な地活協
の活動の必要性
を地域住民と共
有できた。 

・マンション世帯の
割合が９割に上
る中、マンション
住民同士の交流
や地域行事・地域
活動での交流・連
携も難しい状況
であることから、
マンション防災
体験会等を企画
実施し、コミュニ
ティ啓発を行っ
た。 

・地活協の構成団体
や地域住民に地
活協に求められ
る総意形成機能
や準行政的機能
について、理解が
深まるよう働き
かけが必要であ
る。 

・地活協の意義や求め
られる機能につい
て、引き続き、地活協
と認識共有し、地域
住民の理解が深まら
ない原因を分析した
上で課題を抽出し、
地域活動連絡会議や
区政会議の場などで
積極的に発信すると
ともに、各地域の課
題に応じ、ＩＣＴや
広報紙、掲示板など
も活用しながら、効
率的な支援を行う。 

・マンションの居住者
に居住者同士の交流
や、地域とマンショ
ンのつながりづくり
に向けて、引き続き、
特に関心の高い防災
の視点から支援を行
う。（通年） 

都島区 

・広報誌や Faceboo

k 等による情報発
信や、地域イベン
トなどを活用し、
より多くの地域
住民に地活協の
意義等の理解が
浸透するよう取
り組む。 

・区広報誌（10 月
号、２月号）や F
acebook 等を活用
し、より多くの地
域住民に地活協
の意義等の理解
が浸透するよう
地域活動の発信
を行った。 

・区民アンケートで
は、地活協を知っ
ている区民の割
合が 49.0%であ
り、目標（50.0%）
を下回っている。 

 

・引き続き、広報誌やＳ
ＮＳ、地域イベント
等を積極的に活用す
ることで、地域住民
に対する地活協の理
解促進に向けた取組
を進める。（通年） 

福島区 

・多くの地域で負担
となっている会
計事務を円滑に
進めるため、丁寧
な説明を実施す
る。特に、役員が
交代した地域は、
重点的に支援し
ていく。 

・新型コロナウイル
ス感染症の影響
により話し合い

・全地域において集
合型により開催
した「補助金予算
説明会」の資料に
ついては、特に重
要な点を強調し
て記載するかた
ちに改善したほ
か、Ｑ＆Ａ形式の
内容で表記する
など、わかりやす
い資料を配付し
説明することで

・新型コロナウイル
ス感染症の影響
で、幅広く理解促
進を図る場が少
なくなっている
ため、改めて地活
協の意義などに
ついて丁寧に理
解を促す必要が
ある。 

・多くの地域で負担と
なっている補助金会
計事務を円滑に進め
るため、わかりやす
く丁寧な説明を実施
する。特に、地域役員
が交代した地域は、
重点的に支援してい
く。（通年） 

・各地域から提出され
た決算書類での修正
内容などを確認し、
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の場を設けるの
が困難な状況で
あっても、書面配
付のかたちで理
解が深められる
よう資料を改善
する。 

・地域カルテの更新
が遅れている地
域へ作成支援を
行いつつ、地活協
の意義・求められ
る機能の理解を
促す。 

理解を促した。 

・上記の「補助金予
算説明会」資料を
増刷し、説明会参
加者以外のより
多くの関係者に
理解を深めても
らえるよう広く
配付した。 

・地域実情に応じて
Ｑ＆Ａを中心と
した会計・実務者
向きの説明資料
を別途作成し配
付した。 

・オンライン (Zoo

m)を併用した「補
助金説明会」も一
部地域で開催し
た。 

・地域実情に合わせ
て地域カルテ（地
域ノート）の更新
支援を進め、活動
の目的やカルテ
の活用方法など
を地域で協議す
る場面を作った。 

地域の理解が進んで
いない部分の傾向を
把握し、地域実情に
対応した説明資料を
作成する。（通年） 

・新型コロナウイルス
感染症の感染対策を
踏まえ、より効果的
な集合対面型での会
議や説明会を行って
いく。可能な地域に
おいては、オンライ
ンの併用も促してい
く。（通年） 

・地域カルテの更新が
遅れている地域へ作
成支援を行いつつ、
地活協の意義・求め
られる機能の理解を
促す。（通年） 

・各事業の場を地活協
のＰＲの場として活
用していくことで、
より多くの方に地活
協義や活動内容を理
解してもらい、今後
の担い手の確保に努
める。（通年） 

此花区 

・地活協の理解促進
について、役員や
構成団体の理解
が深まるよう複
数回の地活協会
計説明会やこの
まちトライアル
の場で説明を行
う。また、新型コ
ロナ感染拡大時
は会計説明会を
オンラインとリ
アルにより開催
する。 

・区民には引き続き
市民情報コーナ
ーでの掲示など
で意義や機能の
理解促進を行う。 

・地活協運営委員会
や会計説明会の
場で地活協の意
義や機能につい
て説明した。（７
回） 

・地活協のメンバー
が交代した地域
には、地域に出向
いて地活協の意
義や機能につい
て説明した。（１
回） 

・区広報紙や市民情
報コーナーにお
いて通年で地活
協の意義や機能
の理解促進を図
った。 

・役員の交代が生じ
た際に、十分な引
継ぎが行われて
いない、又は運営
に関して特定の
者に負担が偏っ
ているなど、地活
協構成団体にお
いて、地活協の意
義と機能につい
ての理解度がま
だ十分ではない。 

・地活協運営委員会や
会計説明会の場で地
活協の意義や機能に
ついて説明する。ま
た、地活協のメンバ
ーが交代した地域に
は、運営又は活動に
係る引継文書の整備
などに向けた支援を
行う。（上期） 

・引き続き、区広報紙や
市民情報コーナーに
おいて地活協の意義
や機能の理解促進を
図る。（通年） 
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中央区 

・地域活動の新たな
担い手づくりや
人材育成等への
助言・指導を行
う。 

・地活協活性化セミ
ナーをはじめと
した地活協関連
会議において「地
活協の意義・機
能」を繰り返し確
認することで、活
動者の理解を促
進する。 

・地域活動の担い手
不足や人材育成
等についての助
言・指導を行っ
た。（随時） 

・地活協活性化セミ
ナー及び地活協
会長会議を開催
し、地活協の意義
等を再確認した。
（２回） 

・役員や事務員等、
担い手の交代時
に、地活協の意
義・求められる機
能の引継ぎを確
実に行うための
助言・指導等の支
援が引き続き必
要となっている。 

・地活協活性化セミナ
ーをはじめとした地
活協関連会議におい
て「地活協の意義・機
能」を繰り返し情報
発信することで確実
な引継ぎとなるよ
う、助言・指導を行
い、人材育成につな
げる。（１回以上 通
年） 

西区 

・地活協の意義や求
められる準行政
的機能や総意形
成機能について、
地活協の役員や
構成団体に対し
て都度における
会議等において
説明し、また、地
域住民の理解が
深まるよう広報
紙等により周知
する。 

・地域活動協議会会
長会及び地域活
動協議会情報共
有会等にて説明
を行った。 

・広報紙や転入者等
に対して地活協
の活動等を周知
した。 

・地活協の認知度の
向上や、更なる自
律に向けた取組
支援が必要であ
る。 

・地活協の意義や求め
られる準行政的機能
や総意形成機能につ
いて区民に広報する
（７月） 

・地活協の役員を対象
とした情報共有会
（上期・下期）や地活
協会長会（上期・下
期）において、地活協
の意義や求められる
機能の理解促進の共
有、さらにより一層
の自律にむけた取組
支援を行う。 

・広報紙や各種イベン
ト等において、地活
の活動等を紹介する
ことにより、認知度
の向上をめざす。（通
年） 

港区 

・地活協の役員等を
対象とした補助
金説明会で地活
協の意義、求めら
れる機能の理解
がより深まるよ
う説明を行う。 

・広報紙に地活協の
意義、求められる
機能等に関する
特集記事を掲載
し、情報発信（区
内全戸配布）す
る。 

・地活協補助金説明
会で役員等に対
し趣旨説明を行
い、コロナ禍での
補助金活用等に
ついても理解度
を高める機会と
した。（７月、12
月） 

・地活協補助金の戻
入について、各地
活協の役員等に
個別に説明を行
った。（各地活協
１回） 

・広報紙に地活協の

・地活協の意義、求
められる機能等
の理解度や会計
の透明性に地域
格差があるため、
更なる理解度の
深化を図る必要
がある。 

・地活協の役員等を対
象とした補助金説明
会で地活協の意義、
求められる機能の理
解がより深まるよう
な説明を行う。（上
期・下期で各１回） 

・広報紙に地活協の意
義、求められる機能
等に関する特集記事
を掲載し、情報発信
（区内全戸配布）す
る。（４月） 
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意義、求められる
機能等に関する
特集記事を掲載
し、情報発信（区
内全戸配布）し
た。（４月） 

大正区 

・各地域が地域住民
や学校園等と連
携して、地域課題
を共有し、その解
決に向けた活動
ができるよう、ま
ちづくりセンタ
ーと連携し、地域
カルテを活用し
ながら各地域の
状況に応じた支
援を行う。 

・各地域が地域住民
や学校園等と連
携して、地域課題
を共有し、その解
決に向けた活動
ができるよう、ま
ちづくりセンタ
ーと連携し、地域
カルテを活用し
ながら各地域の
状況に応じた支
援を行った。 

具体的には、区広
報紙やＳＮＳ（地
域ごとの LINE、
Facebook、Insta
gram など）を活
用して、広く住民
に活動内容を周
知した。 

・多様な協働による
真の住民自治の
実現を図るため、
地活協（地域まち
づくり実行委員
会）が、その中心
的役割を担い、地
域課題の解決を
自律的に進めら
れる状態となる
よう支援する必
要がある。 

・そのため地活協の
意義や求められ
る「準行政的機
能」、「総意形成機
能」について、引
き続き地活協の
役員や構成団体
への働きかけを
行い、地域住民の
理解を深める役
割を担ってもら
う必要がある。 

・地域担当制の活用等
を通じ、地活協の意
義や地活協に求めら
れる「準行政的機
能」、「総意形成機能」
について、地活協の
役員や構成団体、地
域住民と対話を行う
機会を設け、理解の
促進につなげてい
く。（通年） 

天王寺区 

・地活協の役員・構
成団体の方を対
象に情報交換会
を開催し、地活協
の意義・機能を定
期的に伝える。 

・ホームページ及び
広報紙に、地活協
に交付する補助
金の使途の掲載
を行う。 

・広報紙を活用し
て、広く区民に地
活協の紹介を行
う。 

・広報板に活動紹介
のポスターを掲
示する。 

・地活協の役員や主
な担い手を対象
に、地活協の意義
や機能の理解を
深められるよう
まちづくりセン
ターを活用して
情報交換会を開
催した。（７月、1
1 月） 

・ホームページ及び
広報紙に、地活協
に交付する補助
金の使途の掲載
を行った。（７月） 

・広報紙を活用して
地活協の活動紹
介を行った。（通
年）（通年） 

・広報板に活動紹介
のポスターの掲
示を行った。（７、
10、１月） 

・広報紙や広報板な
どを活用して地
活協の活動紹介
を行ったが、市民
局実施の区民ア
ンケートの結果、
区民への認知度
は５割を下回っ
ており、地活協の
活動の浸透の取
組を継続して行
っていく必要が
ある。 

・地活協の役員や担い
手を中心に、地活協
の意義・機能の理解
が深まるよう、情報
交換会や意見交換会
を定期的に開催す
る。（通年） 

・広報紙や広報板を活
用して、広く区民に
地活協の活動紹介を
行う。（通年） 



71 

 

浪速区 

・地活協の意義や、
求められる準行
政的機能や総意
形成機能につい
て、地活協の役員
や構成団体、地域
住民の理解が深
まるよう積極的
な働きかけや発
信を行う。 

・地活協の意義や、
求められる機能
の理解を促進す
るため、地域での
井戸端会議を開
催する。 

 

・地活協の意義や、
求められる準行
政的機能や総意
形成機能につい
て、地活協の役員
や構成団体、地域
住民の理解が深
まるよう、説明会
を実施（２回）す
るとともに、積極
的な働きかけを
行った。 

・全 11 地域で井戸
端会議を開催し
た。 

・左記のとおり取り
組んだものの、地
活協の意義や、求
められる準行政
的機能や総意形
成機能について
のアンケートを
実施したところ、
以下の結果とな
った。 

「地活協の構成
団体が、地活協に
求められている
準行政的機能を
認識している割
合」：73.6％ 

「地活協の構成
団体が、地活協に
求められている
総意形成機能を
認識している割
合」：68.4％ 

以上より、地活協
の役員や構成団
体、地域住民の理
解が十分に浸透
しているとは言
えず、今後も積極
的な働きかけが
必要である。 

・地活協の意義や、求め
られる機能の理解を
促進するため、各地
域向けの地活協ガイ
ドブックを作成する
とともに、説明会を
開催する。（年２回） 

 

西淀川区 

・イベント等を通じ
て若年層の防災
意識向上に向け
た取組を実施す
る。 

・未作成の地域に対
する地活協ＰＲ
ポスター作成を
拡充する。 

・区広報紙へ継続し
て地活協の記事
を掲載する。 

・子育て世帯を対象
とした防災カフ
ェの開催や小中
学生向け防災教
育プログラムの
策定、若年層向け
啓発動画の作成
を行った。 

・まちづくりセンタ
ーの支援により
地活協ＰＲポス
ターやパンフレ
ット等を作成し
た。 

・区広報紙に特集記
事１回及び連載
で各地活協の記
事を掲載した。 

・地活協は、地域福
祉、地域防災・防
犯において中心
的な役割を担う
ことから、その活
動や意義につい
て地域住民の理
解促進が必要で
ある。 

・区広報紙への地活協
記事内容の掲載（通
年） 

・効果的な地活協ＰＲ
ポスター作成を支援 

（通年） 

淀川区 

・コロナ禍において
も実施可能な地
域活動について
できるだけ行え

・iPad を全 18 地域
に配付し,地域紹
介動画作成支援
を行い、YouTube

・コロナ禍で地域活
動が停滞したこ
とにより、地活協
への認知度も減

・地活協の活動をより
多くの人に知っても
らうため、ＳＮＳを
活用した地域活動の
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るように支援を
行い、ＳＮＳを活
用した地域活動
の情報発信を行
えるようにする。 

にて地域紹介動
画を作成した。 

少傾向にある。ア
フターコロナを
見据え、より多く
の地域活動の情
報発信を行う必
要がある。（通年） 

情報発信を行えるよ
うにする。（通年） 

・イベントに係るチラ
シ作成の勉強会を行
う。（通年） 

東淀川区 

・地活協の組織運営
と活動が広く住
民等に理解され
るよう地域活動
従事者向けの「ス
マホ LINE 講座」
等を実施し情報
発信力の向上を
支援する。 

・ホームページ等を
活用した区から
の広報を行う。 

・企業と連携したス
マホ教室の実施
に向けて、各地域
に希望のメニュ
ー等のアンケー
トを実施した。 

・ホームページやＳ
ＮＳ等により地
活協に関する広
報を実施した。 

・コロナ禍により
地域活動も休止
を余儀なくされ
たことで、地活
協の存在や活動
が、区民に広く
認知されづらい
状況が続いてい
る。 

・地活協の組織運営と
活動が広く住民等に
理解されるように情
報発信力の向上を支
援する。（通年） 

例：各地域が独自の
情報発信ができ
るように地活協
のホームページ
の作成、更新の
支 援 を 実 施 す
る。 

・ホームページ等を活
用した区からの広報
を行う。（通年） 

東成区 

・役員以外の構成メ
ンバーにも地活
協の仕組みや運
営のあり方に関
する理解が深ま
るよう、地活協の
運営マニュアル
策定や活用事例
紹介など、様々な
情報発信を行う。 

・地活協の自律運営
の基礎的資料と
なる運営及び会
計マニュアルを
作成し、地活協の
意義や役割を含
め地域に周知し
た。（12 月）また
マニュアルを活
用した５年度補
助金申請に係る
事務手続きを迅
速かつ円滑に進
めた。 

・東成区・城東区合
同「マチ・ミライ
交流会」として、
各２地域の事例
発表及びパネル
ディスカッショ
ンを行い（12 月）、
防災をテーマに
した地域交流や
町会の役割等を
学ぶ機会とした。 

・未だマニュアルの
周知が行き届い
ていない状況が
うかがえる。ま
た、より実用性を
高めるようブラ
ッシュアップを
図る必要がある。 

・まちづくりセンタ
ー主催で実施す
る講義について、
受託事業者及び
地域の双方とも
開催すること自
体が目的化して
しまっている。 

・ニーズに応じて運営
及び会計マニュアル
の改訂を行うととも
に、役員以外の構成
員全体にも周知に努
め、全体的な基礎知
識の底上げに取り組
む。  

・講義や事業の実施を
通して得られた次へ
のステップにつなげ
る方策や地域への還
元策について、具体
的にイメージを持っ
て企画するため、ま
ちづくりセンターと
の連携を密にして、
地域ニーズの把握を
進める。（通年） 
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生野区 

・地活協の意義や求
められる機能につ
いて理解が深まる
よう、まちづくり
センターと連携
し、各種会議やＳ
ＮＳなど多様な媒
体を活用し、あら
ゆる機会を通じて
情報発信を行って
いく。 

・まちづくりセンタ
ーと協力して地
域活動で使える
コンテンツを 
一堂に会して紹
介する「まちづく
りフェア」を区役
所で開催した。 

・区役所内にある地
活協の情報発信
コーナーで情報
を更新した。 

・地活協の意義や求
められる機能の
理解度は準行政
的機能（82.9％）、
創意形成機能（6

9.8％）と地活協
構成団体の理解
度が前年度から
減少しているた
め、理解度の促進
に向け取り組む
必要がある。 

・地活協の意義や求め
られる機能につい
て、まちづくりセン
ターと連携し、地活
協の活動を知っても
らう、身近な地域で
のつながりづくりの
取組を行っていく。
（通年） 

旭区 

・地域のニーズに沿
った支援を行う
ために、地活協の
意義や求められ
る役割等につい
て職員の理解を
深めるとともに
連携を図るため
の情報共有を密
に行う。（通年） 

・地活協の認知度向
上を図り、地活協
の意義や求めら
れる役割につい
ての理解が深ま
るよう、幅広い世
帯に向け、ＳＮＳ
やホームページ
を活用した積極
的な情報発信、区
広報紙に地活協
の特集記事を掲
載する等、効果的
な広報に取り組
むとともに、各地
域の会議等の場
を活用して役員
等に積極的な働
きかけを行う。 

・研修等により地活
協の意義や役割
等についての認
識を深めた。ま
た、各地域の会議
や行事等に積極
的に参加し、各地
域の実情把握に
努め、情報共有を
行った。（通年） 

・区ホームページに
おいて、各地活協
の活動紹介等の
情報を発信した。
あわせて、各地活
協ホームページ
の運営に関する
支援等を実施し
た。（通年） 

・区広報紙９月号に
地域活動紹介を
主とした特集記
事を掲載した。あ
わせて、各地活協
が発行している
「かわら版」の作
成に関する支援
を実施した。（通
年） 

・庁舎内に設置して
いるデジタルサ
イネージにおい
て地活協の紹介
動画を放映した。
（通年） 

・庁舎内に「旭区ま
ちづくりガイド
ブック」や「かわ
ら版」を配架し
た。（通年） 

・地活協の意義等の
理解促進のため
にも引き続き地
活協の認知度向
上策を実施する
必要がある。 

・コロナ禍の影響で
地活協の活動が
一部停滞したこ
とにより、地活協
の意義等の理解
促進を図る機会
が減少した。ま
た、一部の関係者
において、理解度
が低下している。 

・地域の実情に沿った
支援を実施するため
にも、地活協の意義・
求められる役割等に
ついて職員の理解を
深める。あわせて、地
活協関係者に対して
も、「旭区まちづくり
ガイドブック」の活
用等により理解促進
を図る。（通年） 

・地活協の認知度向上
のため、全ての世代
を対象に、ＳＮＳや
ホームページの活
用、区広報紙におけ
る地活協特集記事の
掲載等、効果的な情
報発信に取り組むと
ともに、地活協の意
義等の理解促進を図
るためにも地域活動
の再開に向けた支援
を実施する。（通年） 



74 

 

城東区 

・新たな生活様式を
意識した各地活
協における活動
実施に向け、事例
の共有などによ
り支援する。 

・併せて、知名度向
上や担い手の発
掘等に関しても、
これまで以上に
新たな発信方法
の模索や、丁寧な
啓発を意識して
進めていく。 

・会計担当者向け説
明会及び同交流
会（各２回）並び
に他区合同マチ・
ミライ交流会（１
回）を開催し、地
活協間の事例共
有の場として活
用 

・広報誌等に担い手
募集の記事を掲
載するとともに、
地活協の意義、機
能の情報発信を
継続 

・コロナ禍の影響に
より、地域活動の
再開に至らず、住
民参加によるつ
ながりづくりや、
役員交代等にお
いてのスキル伝
承に苦慮する地
域が見られた。 

・新型コロナウイルス
感染症の５類移行も
踏まえつつ、地域活
動ガイドラインの提
供など、各地活協に
おける活動実施を支
援する。（通年） 

・会計や広報等、他地域
の活動を参考にでき
る機会を継続して設
定する。（通年） 

・広報誌等への担い手
募集記事の掲載や、
地活協の意義、機能
の情報発信など、地
活協の知名度向上や
担い手の発掘等につ
いても継続して取り
組む。（通年） 

鶴見区 

・地活協の意義・機
能について、各地
活協の運営委員
会において、年２
回以上の説明会
を実施し、理解促
進を図る。 

・地活協の意義・機
能について、各地
活協の運営委員
会において、説明
を実施するなど
により、理解促進
を図った。 

・役員改選の影響な
どから、地活協の
意義・機能につい
て、理解度の低下
がみられた。 

・地活協の意義・機能に
ついて、各地活協の
運営委員会におい
て、準行政機能に係
る情報発信や、総意
形成機能に関する助
言を実施し、理解促
進を図る。（通年） 

阿倍野区 

・各地活協の意義
や、求められる機
能等への理解促
進を図る情報発
信を行い、広報紙
やホームページ
等への掲載の支
援を継続する。 

・区民まつりのブー
スにおいて、地活
協の意義や、求め
られる機能等に
関する内容や、活
動紹介を記載し
たリーフレット
の配布、及び、動
画等で情報発信
を行った。 

・年２回開催の地活
協補助金会計説
明会においても、
地域役員等へ地
活協の意義等に
ついて説明を行
った。 

・より多くの方に地
活協の活動を知
っていただく場
を設け、理解を深
める必要がある。 

・各地活協の意義や、求
められる機能等への
理解促進を図るた
め、多くの方が集ま
るイベントや地活協
への説明会などの機
会を捉えて、情報発
信するとともに、広
報紙やホームページ
等へ掲載し、引き続
き情報発信を行う。
（通年） 

住之江区 

・まちづくりセンタ
ーと連携しなが
ら、幅広く波及効
果が期待できる
ような具体的な
対象者を明確に
し、計画的に地活
協の意義及び求

・区政会議、地活協
会長会、地域会計
事務説明会（全地
域）において、理
解を深めるため
の説明を行った。 

・地活協の意義及び
求められる機能
について理解が
深まるよう構成
団体に説明する
機会の強化や伝
える情報の整理

・まちづくりセンター
と連携し、地活協の
構成団体に対しより
わかりやすい資料を
作成し説明する。（通
年） 
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められる機能に
ついて説明する。 

が必要である。 

住吉区 

・地活協についての
理解促進や認知
度向上に向け、広
報紙で各地活協
の紹介を行う。 

・広報板やホームペ
ージ、Twitter、I
nstagram、YouT
ube を活用し、各
地活協の活動情
報の発信を行う。 

・各地活協による広
報紙発行やＳＮ
Ｓを活用した情
報発信の支援を
行う。（３地域以
上） 

・広報紙において、
各地活協を紹介
した。（年４回） 

・チラシ、ホームペ
ージ、Twitter、I
nstagram、YouT
ube を活用し、区
民まつり等での
地活協の活動を
情報発信した。
（通年） 

・広報紙発行支援を
行った。（３地域） 

・つながりづくり促
進のための地域
活動に参加した
ことのある区民
の割合が 11．8％
と低調である。 

・地活協を知ってい
る区民の割合が 4

5.6％にとどまっ
ており、認知度の
向上が必要であ
る。 

・地活協についての理
解促進や認知度向上
に向け、広報紙や広
報板、ホームページ、
Twitter、Instagram、
YouTube を活用した
各地活協の活動状況
の紹介を行う。（通
年） 

・地活協設立 10 周年を
契機として、地活協
の意義や求められる
機能について、この
間新たに役員になっ
た方等の理解が深ま
るよう、改めて働き
かけや発信を行う。
（通年） 

東住吉区 

・地域の状況を把握
するため地域で
の聞き取りを行
い、支援事業者と
連携しながら、広
報手法や運営委
員会の開催方法
への助言や提案
を行うことで課
題解決に取り組
む。 

・区広報紙で地活協
の活動紹介を行
い、活動の担い手
としての参加を
呼び掛けた。 

・地域としての広報
活動を促進する
必要がある。 

・地域の状況を把握す
るため地域での聞き
取りを行い、支援事
業者と連携しなが
ら、広報手法や運営
委員会の開催方法へ
の助言や提案を行う
ことで課題解決に取
り組む。（通年） 

・説明会等で各地域の
情報共有を図り、各
地域の気づきや、連
携に繋げる。（下期） 

平野区 

・地活協発信で地域
住民に対して広
報活動を行える
よう、「地活協広
報紙」の作成支援
を、地域の実情を
踏まえながら、ま
ちづくりセンタ
ーを活用して積
極的に支援する。 

・多世代の方が地域
の情報を得るこ
とができるよう、
引き続き広報紙
等で積極的に発
信する。 

・「地活協広報紙」の
作成支援につい
て、地域に広報部
を創設するなど
広報活動が組織
的に機能するよ
うに、地域の実情
を踏まえながら、
まちづくりセン
ターを活用して
実施した。 

・広報紙等で地活協
の活動内容を積
極的に発信した。 

・地活協の活動に関
する継続的な広
報が必要である。 

・より効果的な事業周
知（区広報板・地域掲
示板での周知等）を
検討・実施する。（通
年） 
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西成区 

・地活協の認知度向
上や求められる
機能について理
解が深まるよう、
積極的な働きか
けを実施する。 

・引き続き、地域住
民に対する地活
協の理解度促進
に向けた取組と
して、地活協に関
する情報発信を
積極的に進める
ため、ホームペー
ジやＳＮＳ等を
活用した情報発
信の強化に向け
た支援を実施す
る。 

・区民まつりにおい
て地活協の活動
紹介や地活協に
関するクイズコ
ーナーを設置し
た。また、成人の
日記念のつどい
において、新成人
をターゲットと
したチラシを作
成し配付するな
ど、区主催イベン
トを活用した周
知活動を行った。 

・ＳＮＳ等の電子媒
体の開設及び活
用の活性化に向
けた支援を行っ
たことにより、情
報発信手段とし
て新たにFaceboo
k を開設し、広報
を実施している
地活協が昨年よ
り増加した。 

・役員交代等新たに
地活協に関わる
こととなった方
に対し、地活協の
意義や求められ
る機能を丁寧に
説明し、理解促進
を図る必要があ
る。 

・引き続き、地活協の認
知度向上や求められ
る機能について理解
が深まるよう、区が
関与するイベントを
活用するなど、積極
的な働きかけを実施
する。（通年） 

・補助金説明会や運営
委員会等の機会を活
用し、地活協の意義
や求められる機能の
説明を行う。（通年） 
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取組③「区の状況に応じた支援の実施」 

 
４年度の取組内容 

４年度の主な 

取組実績 
課題 

５年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・コロナ禍で停滞し
ていた各地域で
の会議や事業が
徐々に再開され
てきているが、活
動の停滞期間が
２年以上に及ん
だため、再開が困
難な事業もある
ことから、引き続
き、「写真でみる
地域の活動状況
展」等の開催を通
じて、各地域での
取組を共有化し
提案を行うとと
もに、自律的に事
業が進められる
よう、地域ごとの
感染予防策の提
案等の支援を行
う。 

・コロナ禍での各地
域における活動
状況・感染対策・
特徴ある取組事
例等を写真で記
録し、パネル展を
開催することで、
各地域での取組
の共有化を図っ
た。 

・コロナ禍において
Web での会議開
催や Teams を活
用した情報共有
を実施できる体
制を支援してき
たが、引き続き、
災害時も想定し
てＩＣＴを活用
した体制を維持
する必要がある。 

・コロナ禍で停滞して
いた地域活動が徐々
に再開しつつある
が、引き続き、「写真
でみる地域の活動状
況展」等の開催を通
じて、各地域での取
組を共有化し提案を
行う。 

・地域活動連絡会議の
Web 開催や各地域で
の Web 会議開催支援
を継続し、ＩＣＴを
活用した体制維持を
支援する。（通年） 

都島区 

・企業連携について
は、商工会議所な
どに働きかけを
行い、地域イベン
トへの参加など
地域との連携に
つながるよう取
り組む。 

・町会加入促進につ
いては、町会加入
のメリットが地
域住民に浸透す
るような効果的
な情報発信を行
う。 

・区内の企業に対

して働きかけを

行い、地域イベ

ントへの参加な

ど地域との連携

につながった。 

・まちづくりセン

ターと連携し、Y

ouTubeチャンネ

ルやラジオ、大

阪市市民活動総

合ポータルサイ

トを通して、町

会加入の必要性

等について広報

を行った。 

・地活協の構成団体
となる企業やＮ
ＰＯの加入が進
んでいない。 

・町会加入率は年々
低下傾向にある
ため、加入促進に
向けた効果的な
支援が必要であ
る。 

・引き続き、区内の企業
などに地域イベント
への参加などの働き
かけを行い、地域と
の連携強化に向けた
支援を行う。（通年） 

・他区や他都市の好事
例を参考に、町会加
入のメリットが地域
住民に浸透するよう
な効果的な情報発信
を行う。（通年） 

福島区 

【再掲】 
・新型コロナウイル
ス感染症の感染
拡大防止に配慮
しつつ、地域活動
が円滑に行われ
るように支援方
法を検討する。 

・ＳＮＳ活用の環境
整備支援やわか

【再掲】 
・活動再開に向け
て、事業開催方法
や開催場所など
従来と違う手法
での事業実施を
地域状況に応じ
て提案した 

・様々な感染対策物
品の活用や対策

【再掲】 

・新型コロナウイル
ス感染症の影響
が３年に及ぶ長
期にわたるため、
これまで活動し
てきたスタッフ
の方のモチベー
ションの維持・向

【再掲】 

・新型コロナウイルス
の感染対策を踏ま
え、地域活動に向け
たマニュアル作成を
支援し、安定的・円滑
な事業実施が行なわ
れるよう支援してい
く。（通年） 
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りやすい活用説
明書を作成して
地域の理解を深
めるなど、地域実
情に合わせてＳ
ＮＳ等を活用し
た効果的な情報
発信の支援を行
う。 

・担い手の不足につ
いては、上記ＳＮ
Ｓ等の活用で新
たな担い手を募
集できるように
支援するほか、各
地域における効
率的な活動体制
の情報を収集・共
有することで負
担軽減のきっか
けづくりに努め
る。 

事例を説明し、安
全で安心な事業
再開を促した。 

・ＳＮＳを活用する
ためのネット環
境が不十分であ
った地域に対し
て環境整備の支
援をし、ホームペ
ージ・Facebook
の作成説明書を
配付し、理解が深
まるまで丁寧に
説明を行なった。 

・ ホームページ更
新頻度が低くな
った地域へ、自律
的なホームペー
ジ更新が確認で
きるまで支援を
継続し、新たな担
い手の募集など
ができるように
情報発信のスキ
ル向上に向けた
支援を行った。 

・まちづくりセンタ
ーの支援に関す
るアンケートを
行い、その評価と
これまでの支援
の効果検証に基
づき、支援内容の
改善を行った。 

上が必要である。 

・新たな担い手（増
員）確保も難しい
が高齢化による
スタッフの減員
が多く、実施体制
の再検討を引き
続き行う必要が
ある。 

・地域の「やりたい」
ことと「できるこ
と」の乖離がある
ため、地域課題や
住民ニーズを洗
い出し、解決へ向
けた話し合いが
できるように支
援する必要があ
る。 

・ＳＮＳ活用の支援
強化は重要であ
るが、活動の担い
手が高齢化する
中、情報共有等が
上手くいかない
場合があるため、
地域実情を十分
に把握し支援方
法を講じる必要
がある。 

・構成団体や連携で
きる団体を拡大
しながら、組織運
営や事業実施に
おける地域の負
担軽減を図って
いく必要がある。 

・ＳＮＳを活用するた
めの環境整備を支援
するほか、わかりや
すく丁寧にＳＮＳ活
用の説明や事例を共
有するなど地域の理
解を深め、地域実情
に合わせたスキル向
上支援を行う。（通
年） 

・担い手の不足につい
てＳＮＳ等の活用で
新たな担い手を募集
できるように支援す
る。（通年） 

・各事業の場を地活協
のＰＲの場として活
用していくことで、
より多くの方に地活
協の意義や活動内容
を理解してもらい、
今後の担い手の確保
に努める。（通年） 

此花区 

・現在のコロナ禍の
みならずアフタ
ーコロナ禍での
活動も見据え、ま
ちづくり推進課
職員やまちセン
がオンラインを
取り入れた会計
支援を実施する
ほか、地活協の広
報について、ＳＮ
Ｓの導入を支援
するなど、それぞ
れの地活協の活

・会計説明会をオン
ライン参加でき
るようにしたほ
か、「オンデマン
ド配信動画」を作
成し、まちセンホ
ームページを通
じた配信を随時
実施した。 

・地域へのオンライ
ン手法の導入促
進を目的とする
「このまちトラ
イアル」を開催し

・地域の運営や活動
の実施に、オンラ
インを利活用し
ていくことにつ
いて、「このまち
トライアル」受講
者がそれぞれの
地域で実践でき
るようになるま
でに至っていな
い。 

・新たに地域集会所等
におけるオンライン
環境の整備に向けて
導入方法の提案や導
入事例の紹介を行
う。 

・引き続き、会計説明会
の動画配信、地活協
の運営と活動などに
おける、オンライン
の導入支援や利用促
進に向けた支援及び
地域カルテを活用し
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動支援を継続す
る。 

た。（８回） 

・地域カルテを活用
し地域課題を抽
出したうえで地
活協が自律的に
解決できるよう
支援方針を検討
し、地域へ出向き
実践した（９地
域） 

地域課題を抽出した
うえで地活協が自律
的に解決できるよう
支援方針を検討し、
実践する。（通年） 

中央区 

・地域カルテを更新
し活用する。 

・派遣型地域公共人
材の利用制度と
活用事例を紹介
する。 

・更新した地域カル
テを各地域及び
まちづくりセン
ターと共有し、地
域実情に応じた
支援を行った。
（随時） 

・大阪市地域公共人
材バンクの制度
と活用事例を紹
介した。（２回） 

・地域担当者の交代
等の際、区及び地
域実情の確実な
共有が不可欠で
ある。 

・派遣型地域公共人
材制度が浸透し
ていない。 

・地域カルテを更新・活
用し、区及び地域実
情の確実な共有を行
う。（随時） 

・地域活動の更なる活
性化への支援を目的
とする派遣型地域公
共人材の利用制度と
活用事例を紹介す
る。（11 月） 

西区 

○地域の実情に即
した自律的な地
域運営を積極的
に推進するため、
まちづくりセン
ターを活用し、次
の取組を行う。 

・他の地域団体等と
の連携や地域活
動への住民の参
加促進をはかる
ために、各地活協
に対して様々な
活動事例の情報
提供や、新たな事
業展開の方法等
の提案を都度に
おける定例会議
において提案す
る等の支援を行
う。（通年） 

・各地活協におい
て、地域の資源が
有効に活用され、
さらに各地域の
課題の解決がは
かれるように、状
況等の把握を行
い、各地活の自律
状況に応じた解
決方法の提案等
の支援を行う。

・他の地域団体等と
の連携や地域活
動への住民の参
加促進をはかる
ために、各地活協
に対して様々な
活動事例の情報
提供や、新たな事
業展開の方法等
の提案を都度に
おける定例会議
において提案す
る等の支援を行
った。 

・各地活協におい
て、地域の資源が
有効に活用され、
さらに各地域の
課題の解決がは
かれるように、状
況等の把握を行
い、各地活の自律
状況に応じた解
決方法の提案等
の支援を行った。 

・主体的に情報発信
できるよう各地
活協広報紙作成
等の支援をした。 

・地活協の認知度を
測定し、各地域、
まちづくりセン

・地活協の認知度の
向上や、更なる自
律に向けた取組
支援が必要であ
る。 

○地域の実情に即した
自律的な地域運営を
積極的に推進するた
め、まちづくりセン
ターを活用し、次の
取組を行う。 

・他の地域団体等との
連携や地域活動への
住民の参加促進をは
かるために、各地活
協に対して様々な活
動事例の情報提供
や、より一層の自律
にむけた新たな事業
展開の方法等につい
て、都度における定
例会議において提案
する等の支援を行
う。（通年） 

・各地活協において、地
域の資源が有効に活
用され、さらに各地
域の課題の解決がは
かれるように、状況
等の把握を行い、各
地活の自律状況に応
じた解決方法の提案
等の支援を行う。（通
年） 

・各地活協が主体的に
情報発信できるよう
各地活協広報紙作成
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（通年） 

・主体的に情報発信
できるよう各地
活協広報紙作成
等の支援をする。
（通年） 

・地活協の認知度を
測定し、各地域、
まちづくりセン
ターと連携して
課題を抽出して
地域カルテを更
新する。（通年） 

○区の広報媒体を
活用し、地活協の
活動等を周知す
る。（４年７月他） 

ターと連携して
課題を抽出して
地域カルテを更
新した。 

○区の広報媒体を
活用し、地活協の
活動等を周知し
た。（４年７月） 

等の支援を行う。（通
年） 

・地活協の認知度を測
定し、各地域、まちづ
くりセンターと連携
して課題を抽出して
地域カルテを更新す
る。（下期） 

・各地活協の活動紹介
パネル等の作成及び
区役所庁舎内掲示
（通年） 

・各地活協におけるＳ
ＮＳ等を活用した広
報の導入や運用支援
を行う（下期） 

・転入者多数時期（２
月・３月）に、地活協
活動紹介パンフレッ
ト（転入者向け）の作
成及び配布。（下期） 

○区の広報媒体を活用
し、各地活協の活動
等を周知する。（７月
及び各地活協イベン
ト終了後） 

港区 

・まちづくりセンタ
ー等と連携して、
地域実情を把握
しながら地域が
自律的に取り組
めるよう持続的
な活動のための
財源確保の手法
としてのＣＢ／
ＳＢの取組を支
援する。特にペッ
トボトル回収に
ついては、ＳＤＧ
ｓの観点から積
極的に導入でき
るよう説明を行
う。 

・コロナ禍でも実施
している地域の
事業方法を他地
域にも情報共有
し広げるととも
に、アフターコロ
ナを見据えた活
動の仕方につい

・新たなペットボト
ル回収の意義な
ど各地域に説明
をし、ＳＤＧｓの
観点から地域課
題解決につなげ
る事業として導
入を促した。（２
地域で起業） 

・コロナ禍でも活動
しやすい事業形
態の見直しを地
域と図り、他地域
にも情報を共有
することで、活動
再開に向け地域
の実情に即した
支援を行った。
（通年） 

・地域の自律度に応
じて、ＣＢ／ＳＢ
の取組に対する
支援方法を工夫
する必要がある。 

・ペットボトル回収
については、新た
な事業に対する
地域の負担感を
払拭する必要が
ある。 

・コロナ禍の地域事
業等の活動実施
については、地域
によって温度差
がある。活動実施
に向けて前向き
ではない地域に
おいても、活動再
開を望む役員等
もおり、地域内の
調整が課題であ
る。 

・まちづくりセンター
等と連携して、地域
の特性や状況を確認
しつつ、ＣＢ／ＳＢ
の取組について分か
りやすく説明を行
い、支援する。（通年） 

・アフターコロナにお
ける地域活動の再開
と活性化に向け、コ
ロナ禍の事業延期や
取組の中止による活
動への影響等を洗い
出し、各地域の実情
に応じ、地域スタッ
フへのきめ細やかな
支援を行う。（通年） 
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て地域スタッフ
へアドバイスし
ながら地域実情
に即した支援を
行う。 

大正区 

・統括アドバイザ
ー･防災アドバイ
ザーに加え、広報
アドバイザーを
配置し、ＳＮＳ講
座やLINE開設の
サポート、スマホ
操作教室など、各
地域の状況に応
じた支援を継続
する。 

・統括アドバイザ
ー・防災アドバイ
ザー、広報アドバ
イザーを活用し、
LINE などＳＮＳ
の活用支援やス
マホ操作教室の
開催、チラシ作成
支援など、地域の
状況に応じた効
果的な情報発信
の取組について
継続的に支援を
行った。 

・まちづくりセンタ
ー等による支援
の効果検証に基
づき、全地域一律
でなく、個々の地
域の実情に即し
た効果的な支援
に取り組む必要
がある。 

・地活協構成団体への
アンケートを通じ、
まちづくりセンター
等による支援の効果
検証を行う。 

・地域担当職員の地域
まちづくり実行委員
委員長会への同席や
アドバイス等を通
じ、個々の地域の実
情に即した効果的な
支援に取り組む。 

（通年） 

天王寺区 

・引き続き、まちづ
くりセンターを
活用してＩＣＴ
の活用方法やオ
ンライン会議の
開催手法につい
ての助言を行う
など、各地域のニ
ーズ及び実情に
即した支援を行
う。 

・まちづくりセンタ
ーを活用してＩ
ＣＴの活用方法
やオンライン会
議の開催手法に
ついて、各地域の
ニーズ及び実情
に即したＩＣＴ
講座の実施やＳ
ＮＳを活用した
連絡体制構築な
どの支援を行っ
た。（通年） 

・ＳＮＳを活用した
担当者間の連絡
体制を構築した
地域は一部ある
ものの、幅広い年
代の担い手に対
応できるよう引
き続き地域実情
に応じたＩＣＴ
の活用を促進す
る必要がある。 

・円滑で効率的な地活
協の運営に向けて、
引き続き各地域のニ
ーズを踏まえたＩＣ
Ｔ講座やスマホ教室
を開催し、ＩＣＴの
活用促進の支援取組
を行う。（通年） 

浪速区 

・地活協の活動状況
や自律の状況の
把握、地域カルテ
更新の支援など
を通じて地活協
と課題を共有し
たうえで、地域の
実情に即したき
め細やかな支援
を行う。 

・まちづくりセンタ
ーを活用し、地域
の実情に応じた
支援を実施する。 

・各地域で１項目の
重点支援課題を
設定し、年度内解
決に向けた支援
を実施する。 

・地活協の活動状況
や自立度、地域の
特性をまとめた
地域レポートを
作成し、各地活協
と課題を共有し
た。（全 11 地域） 

・まちづくりセンタ
ーを活用し、会計
処理や広報紙作
成、スマホ教室の
開催など、地域の
実情に応じた支
援を展開した。 

・各地域で１項目の
重点支援課題を
設定し、各地活協
と共有のうえ、課
題解決に向けた
支援を開始した。
（全 11 地域） 

・重点支援課題解決
に向けた支援を
開始したところ
であるため、引き
続き、地域特性の
把握と課題の共
有を進め、それに
応じた支援が必
要である。 

・４年度作成の地域支
援計画を踏まえつ
つ、各地域の重点支
援課題を中心に、地
域の実情に即したき
め細やかな支援を行
う。（通年） 

・引き続き、各地域で井
戸端会議を開催する
など、地域の特性と
課題の把握に努める
ともに、４年度策定
の地域レポート及び
地域支援計画につい
て、より効果的な支
援が実現できるよう
適宜更新する。（下
期） 
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西淀川区 

・地域がコロナ禍で
のイベントを実
施できるよう、ま
ちづくりセンタ
ーが実施に向け
た検討・実施を支
援する。 

・新型コロナウイル
スの感染拡大状
況を踏まえ、開催
の可否の検討や
対策等にあたっ
てまちづくりセ
ンターが支援し
た。 

・その結果、各地活
協において食事
サービス事業や
ふれあい喫茶事
業、まつり等のイ
ベントを実施す
ることができた。 

・西淀川区の特性か
ら地域防災の強
化は重要課題で
あり、住民の関心
も高いことから、
地域防災の取組
を進めていく必
要がある。 

・西淀川区は市内トッ
プクラスの製造業の
集積を有しており、
その製造業事業者等
をまちづくりパート
ナーとして地域とと
もに防災などの地域
課題の解決に取り組
む。（通年） 

淀川区 

・全地活協へ訪問
し、地域の役員の
方々から地域課
題等を聞き、支援
を行う。 

・新役員や地域の方
に対して地域ノ
ートを活用し、地
活協の理解促進
を深め、新たな担
い手の確保を図
る。 

・地活協へ訪問し、
会計説明会を行
い、助言を行っ
た。 

・地域ノートを活用
した、新役員や会
計担当者対象の
研修会を行い、地
活協の理解促進
を深めた。 

・地域活動の担い手
の不足から特定
の人間に負担が
集中している。 

・コロナ禍の間、地
域活動が行えず、
次の担い手にそ
のノウハウが伝
わらない状況に
ある。 

・企業を対象とした地
域活動に関する勉強
会を開催する。（通
年） 

・ 地域活動が次の担い
手に引き継がれるよ
うに iPad等を活用し
て、活動記録を行う
など支援する。（通
年） 

東淀川区 

・地域づくりアドバ
イザーの認知度
向上のため、支援
メニュー表を作
成し、地域活動従
事者を中心に広
く周知するとと
もに、広報紙へ特
集記事を掲載す
る。 

・引き続き、コロナ
禍における地域
の実情を把握す
るため、アンケー
トを実施し、関係
先とも連携しな
がら、地域活動の
継続・再開に向け
た助言や、新たな
取組に対する支
援等、地域課題や
ニーズに対応し
た地域活動の実
施に向けた支援
を行う。 

・地域づくりアドバ
イザーの認知度
向上のため、支援
メニュー表を作
成したが、コロナ
禍の影響により、
地域では、これま
での活動も十分
できていない状
況下にあったた
め、周知について
は、見送らざるを
得なかった。 

・中学生以上の住民
を対象に「10 年後
の地域につなげ
るインターネッ
トアンケート」を
実施し、結果を広
報紙に掲載した。 

・地域の実情を把握
し、地域の課題や
ニーズに沿った
支援を行うこと
を目的として、コ
ロナ禍による地
域活動アンケー

・地域づくりアド
バイザーの認知
度向上と、より
効果的な支援を
推進する必要が
ある。 

・コロナ禍及びア
フターコロナを
見据えて作成し
た支援メニュー
表を広く周知
し、新たな活動
への転換に向け
た支援を推進す
る必要がある。 

・地域づくりアドバイ
ザーの認知度向上の
ため、作成した支援
メニュー表を地域活
動従事者を中心に広
く周知するととも
に、広報紙へ特集記
事を掲載する。（通
年） 

例：各地域で実施さ
れる事業に参加
したうえで、支
援メニューの説
明を行う。 

・引き続き、アフターコ
ロナを見据え関係先
とも連携しながら、
地域活動の継続・再
開に向けた助言や、
新たな取組に対する
支援等、地域課題や
ニーズに対応した地
域活動の実施に向け
た支援を行う。（通
年） 



83 

 

トを実施した。 

・地域活動アンケー
ト結果等を踏ま
え、区役所内の連
携を深め、また区
社協等の関係先
とも連携し、コロ
ナ禍により休止
となった事業の
再開に向けた助
言等を適宜行っ
た。 

東成区 

・地域のニーズに応
じて、地域の Ｉ
ＣＴ 活用の機運
を高めることが
できるよう、ＳＮ
Ｓでの情報発信
やオンライン会
議など身近な体
験 会 の 開 催 や
様々な事例紹介
を行う。 

・各地域への個別の
会計説明会やオ
ンライン会議の
実施等により、地
域ニーズへの柔
軟な対応を実施
した。 

・ＩＣＴ 活用には
地域により差が
生じており、実情
に応じた丁寧な
支援が引き続き
必要である。 

・地域のＩＣＴ活用の
機運を高めるよう、
手法とともにメリッ
トや将来性について
も周知に努め、ＩＣ
Ｔ活用のツールのひ
とつとして情報発信
が進展するよう講座
や研修会の開催など
を通して地域への支
援を行う。 

（通年） 

生野区 

・学校再編に伴い同
じ小学校区にな
った地活協間の「
子ども・青少年」
や「防犯・防災」
などの連携を促
すため、地域間交
流の支援を行っ
ていく。 

・学校再編により同
じ小学校になっ
た２地域の交流
事業を実施する
ため、実行委員会
を開催した。 

・２地域の交流事業
の実施に向け実
行委員会を開催
しているが、今後
も学校再編によ
り同じ小学校区
になる地域が出
てくるため、校区
を超えた活動が
実施できるよう
に、引き続き地域
間交流の支援を
行っていく必要
ある。 

・学校再編に伴い同じ
小学校区になった地
活協間の「子ども・青
少年」や「防犯・防災
」などの連携を促す
ため、地域間交流の
支援を行っていく。 

（通年） 

旭区 

・感染症対策をしっ
かりと行いなが
ら事業を再開で
きるよう、他地域
の事例を収集し
て情報提供を行
うとともに、事業
の実施手法や感
染拡大防止策に
ついて具体的な
提案を行う等継
続した支援に取
り組む。 

・活動の停滞による
自主財源不足の
解消に向けた一

・「地域活動ガイド
ライン（旭区 Ve
r.）」や「コロナ禍
でもできる地域
活動のヒント」を
活用し、地域活動
の再開に向けた
支援を実施した。
（通年） 

・地活協関係者を対
象に地域活動を
再開された事例
発表をテーマと
した情報交換会
を開催した。（５

・今後の新型コロナ
ウイルス感染症
の動向を見極め
つつ、全ての地域
活動が再開され
るよう支援を継
続して実施する
必要がある。 

・自主財源確保の一
助となる新たな
ペットボトル回
収に取り組まれ
ている地域が少
なく、ＳＤＧｓに

・地域活動の再開に向
け、他地域における
事例の情報収集・情
報提供に努めるとと
もに、事業の実施手
法の具体的な提案
等、地域の実情に沿
った支援を継続して
実施する。（通年） 

・ＳＤＧｓについての
理解促進及び自主財
源確保の一助となる
新たなペットボトル
回収に関する説明を
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助ともなりうる、
新たなペットボ
トル回収などの
ＣＢ／ＳＢの取
組を支援する。 

・ＳＤＧｓに関する
理解促進のため、
地域住民を対象
とした啓発に取
り組む。 

年２月28日開催） 

・ＳＤＧｓについて
の理解促進及び
自主財源確保の
一助とするため、
関係局と連携し、
新たなペットボ
トル回収につい
て個別に説明し
た。４年度は２地
域で同取組が開
始された。（通年） 

ついての理解促
進が必要である。
より多くの地域
で取組が展開さ
れるよう、事例共
有も含め、引き続
き働きかけを行
う必要がある。 

関係局と連携して行
うなど、ＣＢ／ＳＢ
の取組が進められる
よう支援する。 

城東区 

・まちづくりセンタ
ーによる地域カ
ルテ更新に着手。 

なお、更新にあた
っては、地域課題
を確認しながら、
地域ごとに、「事
業計画支援」が必
要なのか、「広報
支援」や「会計支
援」に支援ボリュ
ームをあてるべ
きか等、精査しな
がら丁寧に取り
組む。 

・地域カルテ更新に
着手 

・全地活協と区長と
の意見交換会を
開催し、課題の把
握と個別アドバ
イスを実施（計 3
1 回） 

・区役所とまちづく
りセンターとの
間で地域課題を
共有 

・地域の自律度に応
じた支援を意識
しつつ、把握した
課題に対して最
適な支援内容を
選択するととも
に、支援の成果が
得られたかを確
認し、ＰＤＣＡサ
イクルを回して
いく必要がある。 

・地域カルテ更新を完
了する。（上期） 

・各地活協の自律的運
営に向けた課題と、
それに対する支援内
容、成果を明確化し、
区役所とまちづくり
センターとの毎月の
定例会議で確認す
る。（通年） 

 

鶴見区 

・この間の取組につ
いて、一定効果が
確認できており、
引き続き各地域
の支援計画を作
成し、進捗管理及
び定期的な見直
しを行い、円滑な
支援を行う。 

・５月に支援計画を
作成し、11 月に計
画の振り返り、支
援計画の見直し
を行うことで、円
滑な支援を行え
た。 

・各地域の自律度に
ばらつきがある
ため、地域課題に
即した継続的な
支援が必要。 

・この間の取組につい
て効果が確認できて
いるため、引き続き
まちセンと連携し、
各地域課題に即した
支援計画の作成及び
定期的な見直しを行
い円滑な支援を行
う。（通年） 

阿倍野区 

・まちづくりセンタ
ーと市民協働担
当が連携しなが
ら、オンラインに
ついて各会館に
出張講座などの
サポートを行う
など地域の実情
に即したきめ細
かな支援を行う。 

・各地域の実情を把
握し、まちづくり
センターによる、
オンライン会議
や動画配信の支
援などコロナ禍
における事業の
支援を行った。 

・毎月１回開催の、
行政と地域の連
絡会議である「地
域連絡会議」をオ
ンライン（Micros
oft Teams）で開
催できる環境支
援を行った。（２
回開催） 

・コロナ禍で停滞し
ていた地域活動
の再開に向けて、
地域住民同士の
コミュニケーシ
ョンが図れる環
境を整備する必
要がある。 

・他地域が実施してい
る効果的な事業など
を情報共有し、地域
活動が円滑に再開で
きるよう、まちづく
りセンターと市民協
働担当が連携し、地
域の実情に即したき
め細かな支援を行
う。（通年） 
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住之江区 

・まちづくりセンタ
ーと連携し、企
業、ＮＰＯ、学校、
地域がつながる
場を積極的に開
催するとともに、
Web 会議やオン
ラインイベント
などＩＣＴの活
用について支援
を行う。 

・地元企業、ＮＰＯ
の人材、資金、地
域情報等の地域
資源を活用した
地域活動（地域見
守り活動、地域健
康ウォーキング、
地域活動５周年
記念ミーティン
グ、企業・ＮＰＯ・
学校・地域交流会
の開催（11 月・３
月）等）の実施 
13 件 

・地域活動応援サー
クルイベント部
会 Web 会議の開
催 13 回 

・住之江区の地域の
ために貢献した
いという企業・Ｎ
ＰＯ・学校等によ
る地域活動応援
サークルイベン
ト（オンラインラ
ジオ体操による
つながりづくり）
の開催 24 件 

・地域の実情に応じ
た課題解決に向
けた協働取組が
更に活発になる
よう支援が必要。 

・まちづくりセンタ―
と連携し、企業・ＮＰ
Ｏ・学校等が、担い手
不足等地域課題の解
決に向けて地域と協
働して事業を実施す
る等協働取組が更に
活発になるように企
業・ＮＰＯ・学校・地
域がつながる場を積
極的に開催し、支援
を行う。（通年） 

住吉区 

・民間企業やＮＰＯ
団体との連携・協
働を目的とした
まちづくり交流
ライブを継続実
施するとともに、
好事例を紹介し、
地域課題解決に
つなげるよう支
援する。 

・適正な組織運営に
向け、会計事務に
重点を置いた指
導や助言による
支援を行う。 

・地活協広報紙を発
行している地域
の手法や情報を
提供する等、広報
紙発行に向けた
支援を行う。 

・ＣＢ（コミュニテ
ィビジネス）促進
に向けて、各地活
協へペットボト

・地活協と民間企業
やＮＰＯ団体等
とのまちづくり
交流ライブを開
催した。（２回：９
月・３月） 

・各地活協の会計事
務の適正な執行
への支援を行っ
た。（全 12 地域） 

・広報紙発行の支援
を行った。（３地
域） 

・地活協会長会にお
いて、新たにＣＢ
（コミュニティ
ビジネス）の実施
を始めた地域の
情報共有を行っ
た。（３地域） 

・役員の高齢化に伴
い担い手（後継
者）の確保や人材
育成が必要であ
る。 

・ＣＢ（コミュニテ
ィビジネス）につ
いて、取り組めて
いない地域があ
り自主財源の確
保に苦慮してい
る。 

・民間企業やＮＰＯ団
体との連携・協働を
目的としたまちづく
り交流ライブを継続
実施し好事例を共有
するほか、地域活動
の担い手の確保・人
材育成につながるよ
う支援する。（通年） 

・自主財源確保のため、
各地活協へペットボ
トル回収事業や広報
紙配布事業等を実施
している地域の情報
共有や働きかけによ
るＣＢ（コミュニテ
ィビジネス）の促進
に向けた支援を行
う。（通年） 
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ル回収事業や広
報紙配布事業等
を実施している
地域の情報共有
や働きかけによ
る支援を行う。 

東住吉区 

・支援による改善事
例等を、具体事例
として説明会等
で取り上げ、他地
域へも波及する
よう取り組む。 

・集中支援として、
５年度に向けた
活動の見直しや
再構築に向けた
支援を行う。 

・全地域のヒアリン
グ時に参考とな
る地域の活動事
例を紹介した。 

・中間支援事業者と
連携し、５年度予
算について助言・
提案を行った。 

・地域によって状況
が様々であり、課
題の多い地域に
対して集中支援
を行う必要があ
る。 

・支援による改善事例
等を説明会で取り上
げ、他地域へも波及
するように取り組
む。（下期） 

・地域への聞き取りを
行い支援事業者と連
携し集中支援とし
て、６年度に向けた
活動の見直しや再構
築に向けた支援を行
う。（通年） 

平野区 

・各地活協で事業等
を行うにあたり
参考となるよう
な感染症対策に
関する情報提供
を行いつつ、地活
協の役員に改選
があっても、引き
継ぎに起因する
活動の鈍化を引
き起こさず、地活
協の意義・役割を
理解して活動で
きるよう、まちづ
くりセンターと
ともに新役員に
説明する機会を
設けるなどして
支援する。 

・コロナ禍で運営会
議の開催も困難
な状況が想定さ
れることから、各
地活協が取り組
みやすい手法等
を地活協・まちづ
くりセンターと
ともに検討し、情
報提供を行う。 

・各地活協で事業等
を行うにあたり
参考となるよう
な感染症対策に
関する情報提供
を行った。 
また、引き継ぎに
起因する活動の
鈍化を引き起こ
さないように、地
域において活動
に関するデータ
を保管すること
ができるように、
まちづくりセン
ターとともに支
援を行った。 

・コロナ禍が終息に
向かう中で、運営
会議の開催も元
の水準に戻りつ
つあるが、各地活
協が取り組みや
すい手法等につ
いては、まちづく
りセンターとと
もに検討し、書面
会議の提案やリ
モート会議の提
案を行った。 

・まちづくりセンタ
ーを活用して、地
域ごとの課題を
把握した上で、自
律的な地域運営
への支援を行う
必要がある。 

・地域カルテを利用す
るなどして、地域ご
との課題を把握し、
多様な地域の個性に
合わせて、人と人の
つながりが希薄にな
らないよう、自律的
な地域運営の支援を
引き続き行う。（通
年） 

西成区 

・区においても Fac

ebook などの広報
媒体を活用し、地
活協の活動状況
を積極的に発信

・職員が地域活動を
取材し、紹介記事
を写真と共に区 F
acebook や Twitt
er に掲載し、情報
発信を行った。 

・全体的な自律度は
向上しているも
のの、中止してい
た事業の再開に
伴って会計処理
に苦慮する地域

・引き続き区の広報媒
体を活用し、地活協
の活動状況を積極的
に発信する。（通年） 

・地域毎の補助金説明



87 

 

 

する。 

・引き続きホームペ
ージに関する支
援を実施すると
ともに、会計処理
の指導や助言に
よる支援を行う。 

・ホームページを開
設している地活
協に対し、運営委
員会議事録の掲
載など、適宜、内
容更新に関する
支援等を行った。 

・地域毎に精算や補
助金申請に関す
る説明会を実施
し、些細な疑問等
にも対応するな
ど、きめ細やかな
会計支援を行っ
た。 

があるなど、ばら
つきがある。 

実施については概ね
好評であることから
引き続き実施すると
ともに、適正な組織
運営に向け会計処理
の指導や助言による
支援を重点的に行
う。（通年） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪市 市政改革室 改革プラン推進担当 

 

〒530-8201 

大阪市北区中之島１－３－２０ 

TEL    06-6208-9885 

FAX    06-6205-2660 

Eﾒｰﾙ  ac0015@city.osaka.lg.jp 


